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1. 序論 

 
1.1. 背景 

1.1.1. 近年のエネルギー情勢 

世界人口の増加や発展途上国の経済発展により，エネルギー資源等の不足が深刻な問題と

なりつつある。平成 25 年度エネルギーに関する年次報告（エネルギー白書 2014） [1]によ

ると，「世界のエネルギー需要量は，2000 年に石油換算で約 98 億トンであったものが，2011
年には 127.1 億トン（2000 年の約 1.3 倍）となり，さらに 2035 年には 169 億トン（2000
年の約 1.7 倍，2011 年の約 1.3 倍）に達すると見込まれて」おり，その増加分の大部分は中

国やインドを中心とした新興国である（図 1-1）。一方，現在使用されているエネルギー資源

の多くを占める化石燃料は有限の，いわゆる枯渇型の資源であり，エネルギー需要の拡大に

伴う資源獲得競争のますますの激化が懸念される。 
我が国の一次エネルギー自給率は非常に低く，化石燃料への依存度も高いため，これら資

源の供給不安や価格の上昇・乱高下等の影響を大きく受けるという問題がある。この問題の

改善のため，「エネルギー自給率を向上する取組を進めてきた結果，第一次石油ショック時の

1973 年に 9.2 %だった自給率は，2010 年には 19.9 %にまで改善」された [1]。しかし，2011
年の東日本大震災を契機に原子力発電所が停止した結果，2012 年には 6.0 %まで低下してお

り，その内訳は水力 1.5 %，天然ガス 0.7 %，原子力 0.1 %再生可能エネルギー等 3.1 %とな

っている [1]。化石燃料への依存度も，原子力発電所の停止により 2010 年度の 81.8 %から

2012年度の 92.2 %に上昇し，第一次石油ショック時の 89.7 %を上回る水準となっている [1]
（図 1-2）。 

また，化石燃料は枯渇型のエネルギー資源であることに加え，温室効果ガスの排出による

地球温暖化の原因となることも問題視されている。温室効果ガスは，「京都議定書の基準年の

1990 年には世界全体のエネルギー起源二酸化炭素排出量は 203 億トン」であったが，「2011
年には 300 億トン（約 1.5 倍）に増加」した [1]。我が国でも，エネルギー起源二酸化炭素

の排出量は 2012 年度確定値で基準年度比 14.0 %増加している [2]。一方，「その他の温室効

果ガス（非エネルギー起源二酸化炭素，メタン，一酸化二窒素および代替フロン等３ガス）

の排出量については，目標達成計画の目安の排出量を下回って」おり，全体では「温室効果

ガスの総排出量は，約 13 億 4,300 万トン（二酸化炭素換算。以下同じ。）であり」，「基準年

度（原則 1990 年度）比で 6.5％増加している」 [2]（表 1-1）。 
「我が国における京都議定書第一約束期間中の５カ年平均の総排出量は，12 億 7,800 万

トンであり，基準年度比で 1.4％の増加となった。これは，2008 年度後半の金融危機の影響

に伴い 2009 年度にかけて総排出量が減少したものの，2010 年度以降，景気回復および東日

本大震災を契機とした火力発電の増加により３年連続で総排出量が増加したことによる」[2]。
ただし，「総排出量に森林等吸収源および京都メカニズムクレジットを加味すると，５カ年平

均では基準年比 8.4%減となり，京都議定書の目標（基準年比 6％減）を達成することとなる」 
[2]（図 1-3）。「2011 年 3 月の東日本大震災および東京電力福島第一原子力発電所事故後の

我が国のエネルギーを巡る環境が国内外で大きく変化したにも関わらず，京都議定書第一約
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束期間の６％削減目標を達成することができたのは，世界最高水準のエネルギー効率の維持

など産業界における温暖化対策の中心的役割を担う自主行動計画が十分に高い成果を上げて

きたこと，トップランナー基準に基づく機器の効率向上等の省エネ対策に不断に取り組んで

きたこと，代替フロン等３ガスの排出抑制や森林吸収源対策を着実に実施してきたこと等，

国民各界各層が気候変動への取組に最大限の努力を行ったことによるものである。」 [2] 
エネルギー白書 2014 によると，「我が国は 1973 年度の第一次石油ショック以降，自動車

の燃費向上，家電の省エネルギー性能の向上，産業部門におけるエネルギー効率の向上など

様々な省エネルギーの取組を進めた」ことにより，GDP 当たりの最終エネルギー消費量は

2012 年度に 0.72 百万 kl/ 兆円に改善（1973 年度から約 46％減少）し，「この結果，世界

最高水準のエネルギー利用効率を実現して」いる [1]。 
とはいえ，我が国のエネルギー自給率の低さ，化石燃料への依存度の高さは改善すべき問

題であり，京都議定書第一約束期間の削減目標は達成できたものの，温室効果ガスの排出量

が増加していることは事実である。このような問題を受け，化石燃料のような枯渇型のエネ

ルギー資源から，自然エネルギーのような再生可能なエネルギーへの転換が迫られている。 
 

 
図 1-1 世界のエネルギー需要の実績と予測 [1] 
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図 1-2 日本の一次エネルギー供給構造の推移 [1] 

 
表 1-1 温室効果ガスの排出状況 [2] 

（単位：百万トン） 
 基準年  

（括弧内は全体

に占める割合）  

2012 年度実績 
（確定値） 
（括弧内は基準

年増減） 

2010 年度の目安  
（括弧内は基準年増減）  

エネルギー起源 
二酸化炭素  

1,059 (84%)  1,208 (+14.0%)  1,076～1,089 (+1.6%～+2.8%)  

産業部門  482 (38%)  418 (-13.4%)  424～428 (-12.1%～-11.3%)  
業務その他部門  164 (13%)  272 (+65.8%)  208～210 (+26.5%～+27.9%)  
家庭部門  127 (10%)  203 (+59.7%)  138～141 (+8.5～+10.9%)  
運輸部門  217 (17%)  226 (+4.1%)  240～243 (+10.3%～+11.9%)  
エネルギー転換部門  67.9 (5%)  87.8 (+29.4%)  66 (-2.3%)  
非エネルギー起源 
二酸化炭素  

85.1 (7%)  68.1 (-20.0%)  85 (-0.6%)  

メタン  33.4 (3%)  20.0 (-40.1%)  23 (-32.3%)  
一酸化二窒素  32.6 (3%)  20.2 (-38.0%)  25 (-24.2%～-24.0%)  
代替フロン等３ガス  51.2 (4%)  27.3 (-46.7%)  31 (-39.5%)  
合 計  1,261 (100%)  1,343 (+6.5%)  1,239～1,252 (-1.8%～-0.8%)  
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図 1-3 我が国の温室効果ガス排出量の推移 [2] 

 
1.1.2. 再生可能エネルギー 

前項において説明した背景による再生可能エネルギーへの関心の高まりに伴い，様々な新

エネルギーの研究開発が進められている。資源エネルギー庁によると「再生可能エネルギー

とは，法律（※）で『エネルギー源として永続的に利用することができると認められるもの』

として，太陽光，風力，水力，地熱，太陽熱，大気中の熱その他の自然界に存する熱，バイ

オマスが規定されて」おり，「再生可能エネルギーは，資源が枯渇せず繰り返し使え，発電時

や熱利用時に地球温暖化 の原因となる二酸化炭素をほとんど排出しない優れたエネルギー」

である [3]。「（※）エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用および化石エネ

ルギー原料の有効な利用の促進に関する法律」 [3]。 
再生可能エネルギーおよび新エネルギーの定義は図 1-4 に示すように，非化石エネルギー

のうち，原子力などを除くものが再生可能エネルギーであり，そのうち，「経済性の面におけ

る制約から普及が十分でないものであって，その促進を図ることが非化石エネルギーの導入

を図るため特に必要なもの」と定義されている [3]。表 1-2 は我が国の再生可能エネルギー

導入ポテンシャルの試算結果 [4]であり，東京電力の 25 カ所の火力発電所の合計設備容量，

約 3,869 万 kW（2011 年 3 月末現在） [5]と比較しても，大きなポテンシャルを有している

ことが分かる。 
しかし，再生可能エネルギーの導入には多くの課題が残されている。例えば，設備コスト

が高い上，自然状況に左右されるなどの理由から設備利用率が低い等の理由で火力発電等の

既存のエネルギーと比較すると発電コストが高い [3]。また，自然状況に左右されるため出

力が不安定であり，地形等の条件から設置できる地点も限られている [3]。さらに，「再生可

能エネルギーが大量に導入された場合，休日など需要の少ない時期に余剰電力が発生したり，

天候などの影響で出力が大きく変動し電気の安定供給に問題が生じる可能性」があるため，
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「発電出力の抑制や蓄電池の設置等の対策が必要」になる [3]。 
このような課題の克服に向けて様々な研究開発が行われるとともに，コスト面での支援と

して国による施策が行われている。例えば「2009 年 11 月に家庭や事業所等において太陽光

で発電された電気のうち，使い切れずに余った電気の買取りを電力会社に義務づける『太陽

光発電の余剰電力買取制度』が開始」された。また，2012 年 7 月からは，再生可能エネル

ギーの固定価格買取制度（FIT）が導入された。FIT の導入により，コスト面での課題が緩

和され，企業の参入が増加している。 
FIT の開始以降 1 年間（2012 年 7 月～2013 年 6 月）で，再生可能エネルギーの設備容

量は約 15 %増（約 3.6 GW 増：うち太陽光発電が 3.4 GW）となったが，制度認定を受けた

もののうち約 20 GW がまだ未設置であるため，今後これらが順次導入されてくると予想さ

れている [6]。しかし，その 9 割以上が太陽光発電であり，その他の再生可能エネルギーの

導入にはまだまだ課題が多く残っていると考えられる。 
 

 
図 1-4 エネルギーの概念図 [3] 

 
表 1-2 各種再生可能エネルギーの導入ポテンシャル [4] 

  導入ポテンシャル 
（設備容量[万 kW]） 

太陽光発電（非住宅系） 14,929 
風力発電（陸上＋洋上） 185,556  

風力発電（陸上） 28,294 
風力発電（洋上） 157,262 
中小水力発電 1,444 
地熱発電 1,420 



6 
 

1.1.3. 風力発電 

再生可能エネルギーの中でも，風力発電の導入ポテンシャルは大きく（表 1-2），その導入

への期待が高まっている。世界的にも風力発電の導入量は年々増加しており，2013 年には世

界全体での設備容量が 30 万 MW を超えた [7]（図 1-5）。我が国においても同様に増加して

いるが，近年は新規導入量がやや減少し，ほぼ横ばい状態となっている [8]（図 1-6）。この

原因として，適地の不足と事業化までの手続きの長期化が考えられる。我が国は国土面積が

小さく，山岳部のような急峻な地形が多いことに加え，住宅地に近い場所では騒音や景観の

問題等の懸念もあることから，陸上の適地が少ないという問題がある。近年は洋上風力発電

の建設も増えているが，技術面，コスト面での課題に加え，漁業関係者等との利害関係の調

整に多くの時間を要する場合が多い。さらに，2012 年 10 月からは風力発電事業が環境影響

評価法の対象になり，アセスメント手続きの複雑さにより，計画から事業化までに長い期間

がかかるようになった。これが FIT の開始後にも関わらず風力発電の設備容量の新規導入量

が伸び悩んでいる原因とも考えられる。 
 

 
図 1-5 世界の風力発電総設備容量の推移 [7] 

 

 
図 1-6 日本の風力発電総設備容量の推移（JWPA 調べ，2013 年度は推定） [8] 
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近年の風力発電事業は，発電・送電効率等の理由から，大型化・大規模化の傾向が強く，

定格出力 2 MW 等の大型風車を複数基建設し，ファーム化する事業が多くなっている。 
また，上述のように洋上風力発電事業も増えており，国内でも洋上に大型の風力発電施設

が建設されている箇所が多く見受けられるようになってきた。しかし，洋上風力発電事業が

活発なヨーロッパ諸国では遠浅海岸が多いのに対し，日本周辺海域は沿岸部から離れるとす

ぐに深度が増す場所が多く，ヨーロッパ諸国と同じように開発を行うことが難しい。ヨーロ

ッパ諸国では着床式の基礎を用いた洋上風力発電施設を大規模展開し，多くのウィンドファ

ームが建設されているが（図 1-7），その基礎の適用条件は，種類にもよるが，水深 30 m 未

満や 60 m 未満といった浅い海域でしか使用できない（図 1-8）。現在，商業的に実用化され

ている洋上風力発電施設は，国内外を問わず，全てこの着床式の施設である。 
そこで我が国では水深の大きな海域でも建設が可能な，浮体式基礎を用いた洋上風力発電

施設の実用化に向けた研究開発が活発に行われている。洋上風力発電は，沿岸部にフィヨル

ド地形が多く比較的水深の大きいノルウェーにおいて，2009 年に Statoil 社によって世界で

初めての実証実験が行われた [9]。このときの実験機 Hywind（図 1-9）は定格出力 2.3 MW
の風車（以下，2.3 MW 風車と記載，出力が異なる場合も同様。）をスパー型の浮体に搭載し，

3 本の係留索で海底と固定したものであった [9]。 
日本では京都大学を中心に，2.0 MW 風車搭載のスパー型浮体式洋上風力発電の 10 分の 1

模型を用いた実海域実験が行われ，これが日本で初めての浮体式洋上風力発電の実海域実験

であった [10]。その後，環境省は 2010 年度から長崎県五島市椛島沖において浮体式洋上風

力発電実証事業を開始し，2011 年度の 2 分の 1 サイズの小規模試験機による実海域実験を

経て，2012 年度からはフルスケールの実証機（2.0 MW 風車搭載のハイブリッドスパー型浮

体式洋上風力発電施設）を使った実海域実験を実施中である [11] [12]。また，経済産業省資

源エネルギー庁でも 2012 年度から福島県沖において，浮体式洋上ウィンドファーム実証研

究事業を開始し，「第 1 期実証研究事業として 2MW ダウンウィンド型浮体式洋上風力発電

設備 1 基，浮体式洋上サブステーション，第 2 期として，7MW 浮体式洋上風力発電設備 2
基を 2015 年までに福島沖に増設」 [13]する予定である。この浮体式洋上サブステーション

には世界初の浮体式洋上変電設備が設置されている [14]。 
 このように我が国では，浮体式洋上風力発電の実用化に向けて，これらの実証研究等を通

して情報や知見を集積しているところである。 
 
1.1.4. 洋上風力発電の安全性と環境影響 

 上述のように洋上風力発電に関する研究開発や実証実験等が活発に進められているが，実

績の少ない施設のため，安全性や環境影響に関する情報も不十分である。次節以降，海外で

の知見も含めたこれらの既往基準や先行研究について紹介する。 
 
1.2. 洋上風力発電の安全性に関する既往基準および先行研究 

 従来，洋上風力発電施設の安全性というと，施設自身の健全性の担保を指すのが一般的で

ある。既存の安全基準として，IEC や DNV，ABS 等に発行された洋上風力発電施設に関す
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る基準が存在し，その中で DNV は浮体式洋上風力発電に関する基準も発行している [15]。 
 一方，我が国でも国土交通省海事局により，平成 24 年 4 月 23 日に浮体式洋上風力発電施

設技術基準が制定されており，これは「浮体式洋上風力発電施設の安全確保を図るべく，船

舶安全法に基づき構造や設備の要件を定めた」 [16]ものである。さらにその後，平成 26 年

3 月に発行された浮体式洋上風力発電施設技術基準安全ガイドラインは，この技術基準にお

いて規定された性能要件を満たすための設計方法について，「実設計者が実務的に適用できる

技術的解決策を体系的に提供するものである」 [17]。 
 

 

図 1-7 ヨーロッパの主な洋上ウィンドファーム（Offshore Wind Energy Europe HP より）  
 

 

図 1-8 着床式洋上風力発電施設の基礎形式と適用条件（NEDO 平成 20 年度 洋上風力発

電実証研究 F/S 調査より）  
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図 1-9 ノルウェーのStatoil社による世界初の浮体式洋上風力発電実証実験機Hywind[18] 
 
 この技術基準および安全ガイドラインでは，施設単体の安全性の確保の観点から技術的検

討がされており，疲労や腐食を含む浮体構造や係留索の強度や，損傷時および非損傷時の復

原性についての検討が主である。浮体式洋上風力発電施設は風車基礎部分が浮体であるとい

う特徴から，着床式の施設にはない浮体式特有のリスクとして，施設の転覆・沈没・漂流が

考えられており，これらの事故を起こさないための技術基準とも言える。しかし，基準に則

って設計・建造された施設でも，施設の転覆・沈没・漂流が“絶対に”起こらないとは言い

切れない。確率が非常に低いと思われる事象でも，万が一発生した際にそれによる被害を最

小化するための備えが必要である。海上技術安全研究所および東京大学は，平成 25 年 3 月

に浮体式洋上風力発電施設非常時マニュアル案を発行しており，その中で，施設の転覆・沈

没・漂流およびこれらにつながる可能性のある事象について，これらの発生によって想定さ

れる被害とその最小化対策の検討を行っている [19]。 
 このような“非常時”の検討はそれ以前にもされており，特に施設の漂流については多く

の先行研究が存在する。近年のヨーロッパでの洋上風力発電の大規模化，すなわちファーム

化の傾向を受けて，我が国周辺でも洋上風力発電施設を大規模展開しようとする動きが強ま

っている。着床式の施設については既に複数基が我が国沿岸部に立ち並ぶ光景も見られ，浮

体式についても近い将来ファーム化が実現すると考えられている。浮体式の施設をファーム

化した場合に懸念されているのが，ファーム内の 1 基の施設が何らかの原因で漂流を始めた

場合に，ファーム内の他の施設への衝突によって連鎖的に複数基が漂流するのではないか，

という連鎖衝突・漂流の問題である。ここでは，この連鎖衝突・漂流に関する先行研究を紹

介する。 
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 鈴木らは「ウィンドファームにおける浮体式風車の連鎖漂流リスクに関する研究」におい

て，浮体式洋上風力発電の連鎖漂流事故のリスクシナリオを検討し，そのリスクを定量評価

している [20]。この研究では，ウィンドファームにおける連鎖漂流のシミュレーターを開発

し，供用期間の 20 年間で合計何基の施設が漂流するかを，係留索の安全率やファーム内の

施設の配置を変えて検証している。ただし，初期漂流（ファーム内の最初の施設漂流）の発

生確率は過去の事故を参考に，風速を指標として推測して設定している。なお，シミュレー

ターの開発にあたり，変動風水洞において単基の施設漂流試験および複数基の施設衝突試験

を実施し，前者については計算結果との比較・検証を，後者については漂流施設の係留索へ

の引っ掛かり方について実験結果の取り込みを行っている。 
 開発されたシミュレーターにより，3 種類のファーム内施設配置について計算した結果，

施設の設置密度が高いほど連鎖漂流に巻き込まれる施設の数も大きくなることが分かったが，

一方，海底ケーブルの費用は設置密度が高いほど少額に抑えられるため，最適な施設の配置

は，連鎖漂流事故による損失とケーブル費用とのトレードオフで決まることが分かった。ま

た，係留索の安全率が高いほど 20 年間で連鎖漂流被害を受ける施設の数は減少し，100 基

の施設からなるウィンドファームの場合，安全率が 3 であれば十分安全であると結論付けて

いる。 
 続いて北原は，「係留系強度モデルを用いたウィンドファームにおける浮体式風車の連鎖漂

流事故リスク評価」において，上述の鈴木らの研究 [20]において不十分であった時系列変動

風・不規則波を導入して改良した Spar 型風車漂流シミュレーターと，係留系の強度低下・

ばらつきも考慮した係留系強度モデルを開発し，それらを用いてより詳細なリスクを算出し，

その計算結果について評価を行っている [21]。漂流シミュレーターは鈴木らのモデルを時系

列変動風・不規則波を考慮して計算できるように改良し，初期漂流確率もこれを利用して求

めている。係留系強度モデルは，船舶の係留チェーンの使用年数と摩耗のデータを利用して

二重指数分布関数を用いて作成された。また，重力式アンカーの強度について実験を行い，

静止摩擦力と係留索の設計強度の比較を行った結果，係留索が切れずにアンカーが引きずら

れて風力発電施設が漂流するという事象の発生確率は非常に小さいことを確認し，施設漂流

は係留索の破断によってのみ発生することとしている。 
 上記モデルを用いてシミュレーションを行い，供用期間 20 年の間に連鎖漂流事故に巻き

込まれる施設の基数を，安全率 1.5～3.0 のそれぞれの条件について求めている。また，供用

期間の半分である 10 年で全ての係留索を交換した場合についても同様に計算し，さらに，

摩耗速度を 1.5 倍に設定した場合に上記の計算結果がどう変化するかについても検証してい

る。これらの結果と経済性および社会受容性の評価結果を踏まえて，係留索の交換は行わず，

安全率は 2.5 弱とするのが最適だが，摩耗速度を 1.5 倍と想定した場合には 10 年で係留索を

交換し，安全率は 2.0 強とするのが最適であると結論付けている。 
 さらに村竹は，「浮体式洋上ウィンドファーム内での船舶衝突を考慮した風車漂流リスク評

価」において，上記 2 件の研究では考慮されていなかった，船舶の衝突による施設の漂流を

発端とした連鎖漂流シミュレーションモデルを作成し，この連鎖漂流リスクを評価している 
[22]。この研究では，漂流施設と被衝突施設の浮体同士が衝突する場合と，漂流施設の浮体
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が被衝突施設の係留索に衝突する場合，および，両施設の係留索同士が衝突する場合の 3 種

類の衝突シナリオを考え，係留索破断実験を実施し，この結果をシミュレーターに組み込ん

でいる。この実験結果より，係留索同士の衝突では被衝突施設の係留索は破断せず，漂流施

設の浮体部と被衝突施設の係留索の衝突，または両施設の浮体同士の衝突の場合には，被衝

突施設の係留索は必ず破断することが分かっている。以上により作成されたモデルを利用し，

シミュレーションによる計算結果から求めた事故損害額とライフサイクルコストを比較し，

係留索の安全率が 2.0 以上の場合には，安全率を上げて事故損害額を減らすより，安全率を

下げてライフサイクルコストを減らす方が，全体として経済性が高いことが分かったと結論

付けている。 
 ここまで，洋上風力発電の安全性に関する既往基準や，浮体式洋上風力発電の連鎖漂流・

衝突に関する先行研究を 3 例紹介した。しかし浮体式洋上風力発電施設を設置する際に検討

すべき安全性には，技術基準で考えられているような施設単体の安全性や，鈴木らの先行研

究のファーム内の安全性のような，施設自身の安全性のみでなく，周辺航路や沿岸施設との

位置関係を考慮に入れた，施設自身と周辺被害までを考えた安全性の検討を行う必要がある。

たとえば周辺航路との位置関係によって航行船舶が風力発電施設に衝突する危険性が変化し，

施設自身の安全性に関するリスクが変化する可能性がある。さらに，船舶の衝突による影響

は風力発電施設へのダメージに留まらず，施設が漂流してファーム内の施設に衝突し，連鎖

漂流を発生させるほか，漂流施設がファーム外に周辺被害を生む可能性もある。周辺被害と

して考えられる主なものは，航路への侵入によって船舶の航行に支障が生じることや船舶と

の衝突のほか，沿岸部の漁業施設等への衝突が挙げられる。これらは浮体式の施設に特有の

問題であり，今後の浮体式洋上風力発電施設の実用化に向けてこれらの安全性に関するリス

クの検討をしておくことは，周辺住民等の利害関係者との調整の観点からも重要な課題であ

る。 
  
1.3. 洋上風力発電の環境影響に関する既往基準および先行研究 

 風力発電の環境影響と言えば，陸上における低周波騒音やシャドーフリッカー，バードス

トライクやその他の動植物等の生態系への影響等が問題とされてきた（例えば [23][24][25]）。
洋上では，これら陸上の生態系への影響はなく，騒音やシャドーフリッカーについても陸か

ら離れることで近隣住民への被害は軽減されると考えられるが，一方で，海産哺乳類や魚類

等の海洋生態系に何らかの影響があるのではないかと懸念されている。具体的には，洋上施

設に特有の問題として水中騒音や海底ケーブルからの電磁波による生態系への影響のほか，

陸上と同様，バードストライクや景観の問題も考えられる。以下に，洋上風力発電の環境影

響に関する国内外の既往基準や先行研究についての調査結果をまとめる。 
 
1.3.1. 日本の風力発電の環境影響に関する規制等 

 我が国では風力発電は，これまで一部の地方自治体が定める条例による環境影響評価の対

象となっていたほか，新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）が策定したマニュア

ルによる自主的な環境影響評価が行われて来たが，第 1.1.3 項でも述べたように 2012 年 10
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月からは環境影響評価法の対象事業に追加され，総設備容量が 1 万 kW 以上の事業が環境影

響評価法の対象となった。法による環境影響評価の対象項目は，①騒音，低周波音，②景観，

③動物，植物および生態系，④シャドーフリッカーの 4 項目である。それぞれについて，調

査手法，予測・評価手法，環境保全措置・事後調査を定めている。NEDO のマニュアルでは

これらに加え，電波障害や地形および地質等の項目も対象としている。 
 しかし，これらの評価項目は主に陸上の風力発電施設を想定して定められており，洋上施

設に関する特段の考慮はされていない。環境省の「風力発電施設に係る環境影響評価の基本

的考え方に関する検討会報告書」においても，「我が国での事例は，まだ陸から非常に近い防

波堤や護岸付近に建設されたものに限られており，沖合に設置した場合の環境影響について

の知見は少ない状況にあることから，洋上風力発電事業の評価項目を選定するに当たっては，

諸外国の事例や今後の知見の蓄積等も活用しつつ，方法書段階において，適切な絞り込みや

重点化を検討すべきである。」と記述があり [26]，洋上施設に関する評価項目についての検

討は今後の課題となっている。洋上施設についての評価項目として追加の必要性が考えられ

るものとしては，建設時の海水の濁り，水中騒音，施設の存在による影の出現や流れの変化，

浮体への動植物の付着等が挙げられる。このうち，施設からの水中放射音の影響としては，

魚類等の忌避やストレスによる成長への影響，臓器の損傷，海産哺乳類同士の情報伝達の妨

害等が考えられる。 
 
1.3.2. 諸外国の風力発電の環境影響に関する規制等 

 欧米諸国では，我が国に先行して風力発電が環境影響評価法の対象になっていた。例えば

景観については，「風力発電所に係る環境影響評価手法についてのガイドライン等が策定され

ている国・地域のうち，米国，フランス，英国スコットランドおよび EU では，景観に関す

る基本的な調査，予測および評価の手法として，景観の変化をフォトモンタージュ等により

示すこととされている。また，米国，英国スコットランドおよび EU では，風力発電設備の

可視領域も示すこととされている」 [27]。また，騒音については，「国レベルにおける風力

発電施設からの騒音に関する基準等については，ドイツ，デンマークなどでは我が国の環境

基準のように騒音の基準値を定めており，フランス，ニュージーランドなどでは暗騒音レベ

ルに一定のレベル値を加えたものを基準値として定めている。このほか，英国，オーストラ

リアの南オーストラリア州，カナダのオンタリオ州，ノルウェー，米国の一部の地方自治体

における基準値等がある」 [28]。洋上風力発電についても，米国やフランスのように陸上風

力発電と同じ規模要件を定めて環境影響評価の対象としているケースがほとんどだが，英国

やオランダのように洋上風力発電に独自の規模要件を別途定めているケースもある [29]。 
 環境省によると，「洋上風力発電事業に係る環境影響評価に関する諸外国のガイドライン等

を調べたところ，３か国（フランス，ドイツ，英国）において詳細な手法が示されていた」 [29]。
このうちフランスのガイドラインでは，洋上風力発電事業の主な環境影響とそれに対する環

境保全措置として，水質や海底地形・海流の変化，生態系・動物への影響や景観に対する影

響と対策をまとめており，例えば水中騒音による動物への影響については，工事の制限やバ

ブルカーテン等による騒音防止等の対策を示している [29]。 
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1.3.3. インタビュー調査 

 筆者は 2013 年 2 月に European Wind Energy Association（EWEA）の研究者へのイン

タビュー調査を行い，バードストライクや水中騒音を中心にお話を伺った。バードストライ

クについては，鳥類の死亡原因のうち，風力発電施設への衝突が占める割合は小さいことや，

近年は施設の大型化によってハブ高さが高く，ロータ回転数の小さいものが多いため，バー

ドストライクのリスクも減少していること，多くの鳥類は避行行動を取り，そのエネルギー

ロスは問題にならないと考えられていることなど，EWEA メンバー内のみで公開されている

報告書をご紹介頂いた。ただし，確率的に低くても，脆弱性の高い種や絶滅危惧種等にとっ

ては脅威となることなどから，全く無視して良いものではなく，鳥類の飛行高度や経路につ

いての観測調査やモデリングによる推定手法も進んでいるが，これらは未だ不完全であり，

更なる発展が望まれるとのことであった。  
 また，水中騒音については，ヨーロッパ諸国では，運転音は無視できるレベルであるとの

説が一般的であり，主に着床式の基礎打設工事中の騒音が問題視されている。実際には基礎

打設中の海棲生物の負傷等は報告されておらず，海棲哺乳類が騒音発生エリアを避けて移動

したという確証もないとしているが，建設中の水中騒音の緩和策として，“soft start”と発生

騒音レベルの低減，騒音の伝搬抑制のいくつかの手法が提案されており，中でも“bubble 
curtains”が低コストで効果も高いことが示されている。なお，ヨーロッパの一部の国や特定

のウィンドファームでは，魚類の産卵期に考慮して打設作業およびケーブル敷設作業の時期

について規制を設けたり，打設時の騒音レベルについての基準値を設けているところもある

（現状ではこのような規制はドイツのみ）。ただし，騒音の測定基準や解析のガイドライン，

騒音低減手法の開発および，生物に対する影響の調査は今後も更なる発展が望まれるとのこ

とであった。  
 
1.3.4. 風力発電の環境影響に関する先行研究 

 Pacific Northwest National Laboratory (PNNL)は，洋上風力発電の開発による環境影響

の検証用のツールを開発した [30]。これは Cape Green Offshore Wind Project という仮想

のプロジェクトを対象に，環境影響に関する情報のデータベース Zephyrus と，このデータ

を用いたリスク解析ツールをまとめたシステム Environmental Risk Evaluation System 
(ERES)，および解析結果の要約や可視化のためのVisualization Toolsから構成されている。

Zephyrus には，海域や季節による風資源の評価，海産哺乳類等の生物資源の分布，他の海

洋利用との競合など，洋上風力発電の開発の環境影響に関する様々なデータが収蔵されてい

る。ここでは，環境影響を与える Stressor と環境影響を受ける Receptor についてそれぞれ

カテゴリーに分類しており，ERES はこれらの Stressor と Receptor の間に起こる様々なリ

スクシナリオに関連する影響とリスクの解析ツールを保有している。Stressor の中には「海

洋生物の妨害になる機器の音の発生」，「杭打ちによる騒音・振動」等が含まれている。また，

Zephyrus は研究者，開発者，規制者，利害関係者間のコミュニケーションツールとしても

活用される。 
 このようなデータベースやツールにはありとあらゆる環境影響に関する情報が含まれてい
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ると思われるが，環境影響にも様々なものが考えられ，これらを全てここでレビューするの

は困難である。そこで本研究では，洋上風力発電に特有の環境影響として特に注目度の高い

水中騒音について調査を行うこととする。この調査結果については，第 5 章において詳細に

述べる。 
 
1.3.5. その他の海洋再生可能エネルギー施設に関する環境影響 

 PNNL では，海洋エネルギー施設の騒音についても調査を行っており，メイン州の

Monhegan 島を例に，洋上風車からの騒音と風速の関係や，その拡散の様子をシミュレーシ

ョンによって予測し，島の住民への影響を評価した例 [31]や，潮流発電施設からの騒音が魚

類に与える影響について実験調査をした例 [32] [33]などがある。後者については，European 
Marine Energy Center (EMEC)で試験されている OpenHydro という潮流発電機からの放

射音をサンプルとして用いて，主に魚類の圧力障害について実験を行っている。ここでは，

２種類の魚類にそれぞれ電極等の計測装置を設置して固定し，水槽内を泳ぎ回ることができ

ない状態で実験を行った。この結果，魚類の聴覚閾値の変化や組織への損傷等，音の影響は

ないとは言えないが，回復可能なレベルであったと報告している [32] [33]。 
 
 本節では，洋上風量発電施設およびその他の海洋再生可能エネルギー施設の環境影響に関

する規則・基準や先行調査・研究についてのレビュー結果を紹介した。第 1.3.4 項でも述べ

たように，環境影響には様々なものが考えられ，全てを網羅的にレビューするのは困難であ

るため，本研究では洋上風力発電施設に特有の環境影響であり，特に漁業関係者等の注目度

が高いと考えられる「水中騒音」について，第 5 章において詳細にレビューすることとする。 
 
1.4. 本研究の目的 

上述の通り，現在，商業的に実用化されている洋上風力発電施設は，国内外を問わず，全

て着床式の施設である。これらの設置位置を決定するに当たって考慮されて来たのは，主に

採算性に関係する気海象，水深，離岸距離等であり，また，漁業関係者等との利害関係も重

視されてきた。 
浮体式の施設については我が国において，実用化を目指して実海域における実証実験の段

階にある。浮体式施設の設置位置の検討においても，着床式と同様，採算性や利害関係者と

の調整が重視されると考えられるが，浮体式施設には，着床式にはない「漂流」のリスクが

内包される。施設の漂流リスクを考慮する場合，周辺航路や沿岸施設等との位置関係による

安全性の評価も必要となる。また，環境影響の評価結果も施設の設置位置に影響する可能性

があり，これらの適切な評価が必要であるが，これらの明確な評価手法がないのが現状であ

る。 
 既存の安全基準等は風力発電施設単基について，施設そのものの安全に関する内容が主で

あった。また，ファーム化を念頭に置いた先行研究についても，ファーム内の施設被害は考

慮しているものの，周辺被害までを考慮したものではない。環境影響についても，国内外で

基準が策定されているものの，全ての項目について影響が明確に証明されている訳ではなく，
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また，その影響評価手法も確立している訳ではない。特に海外では海産哺乳類への影響が重

視されており，魚類への影響に関する調査例が少ない上に，生物への慢性影響を調査した例

はほとんどない（詳細は第 5 章参照）。 
 そこで，本研究では，浮体式洋上風力発電施設の設置位置の選定方法に関わる，次の 2 つ

の評価手法の検討を行う。1 つ目は，周辺航路や沿岸施設との位置関係を考慮した，浮体式

洋上風力発電施設の安全性に関するリスクの空間分布の評価手法である。従来の安全性評価

では，これらの位置関係によるリスクの変化は考慮されていない。2 つ目は，施設運用時の

水中放射音を想定した，水中音の魚類に対する慢性影響の評価手法であり，これには，施設

周辺での水中音観測結果を参考にする。従来の環境影響評価においては，水中音の魚類への

慢性影響は考慮されていない。なお，本研究では単基の施設を想定してこれらの評価方法を

検討するが，ここで得られた知見は，ファーム化された場合の評価にも発展可能なものと考

える。 
 まず，安全性については，浮体式洋上風力発電施設の安全性に関するリスク分析によりリ

スクシナリオを作成し，その中から航路や沿岸施設との位置関係に着目して重要なシナリオ

を絞り込む。次に，これらのシナリオを構成するリスクについて，施設の設置位置によるリ

スクの変化を定量的に評価する方法を検討し，太平洋側の日本沿岸部を想定した仮想海域に

おける計算例を通して，この評価方法によって施設設置位置を検討する上で重要な項目を整

理する。さらに，整理した結果を考慮して，浮体式洋上風力発電施設の設置位置選定に関す

る方針を提案する。 
 一方，環境影響については洋上風力発電に特有の問題として，水中音による海棲生物への

影響に着目し，これに関する文献調査を詳細に行うとともに，洋上風力発電施設周辺での水

中音観測と水槽実験による魚類への慢性影響の調査を行う。水中音観測は，国内の着床式洋

上風力発電施設の建設時または供用時において施設周辺で水中音を観測し，そのデータ解析

によって施設からの水中放射音の音圧や周波数特性を把握する。生物影響の調査については，

先行研究では考慮されていなかった魚類への慢性影響の評価を目的とし，ストレスによる成

長への影響に着目して，摂餌量の観点から定量的に評価する。これらの調査を通して，洋上

風力発電施設からの水中放射音の実態を把握するとともに，その生物影響の評価方法を検討

し，得られた知見を整理することで，洋上風力発電施設の環境影響評価手法の検討の一助と

なることを目的とする。 
 
1.5. 研究の流れ 

 まず，第 2 章において浮体式洋上風力発電施設の安全性に関するリスクのうち，浮体式施

設に特有のリスクを重大リスクとして抽出し，リスク分析を行うことで，その原因と結果を

推定する。これらの推定結果を基にリスクシナリオを作成し，それらの中から，航路や沿岸

施設との関連において重要なシナリオを抽出する。第 3 章では，第 2 章で抽出された重要シ

ナリオを構成するリスクの，施設の設置位置によるリスクの変化の定量評価方法を検討し，

第 4 章において仮想海域における計算例を示す。また，この計算結果の考察から，周辺海域

への影響を含む安全性に関するリスクを考慮した，浮体式洋上風力発電施設の設置位置選定
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方法において重要な項目を整理するとともに，これを踏まえた浮体式洋上風力発電施設の設

置位置選定方法に関する方針を提案する。 
 続いて第 5 章では，第 1 章において簡単に紹介した洋上風力発電施設の環境影響に関する

先行研究・調査事例について，より詳細にレビューを行い，洋上風力発電施設からの水中音

および，水中音の生物影響に関する知見を整理する。第 6 章では国内の洋上風力発電施設か

らの水中放射音の観測結果を示し，第 5 章のレビュー結果と比較・考察を行う。さらに第 7
章では，第 5 章のレビュー結果から先行研究に不足していると思われる，水中音の魚類に対

する慢性影響に着目し，マダイ稚魚を対象に実験を行った結果を示す。また，実験結果の考

察を通して，洋上風力発電施設からの水中放射音が魚類に与える影響の評価手法の 1 つとし

て提案する。 
 最後に第 8 章において本研究で得られた知見を整理し，安全性，環境影響の両側面から考

えた，浮体式洋上風力発電施設の設置位置を選定する際に考慮すべきポイントをまとめて結

論とする。 
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2. 浮体式洋上風力発電施設の安全性に関するリスク分析 

 本章では，浮体式洋上風力発電施設の安全性に関するリスクを特定し，特定されたリスク

の原因と結果を推定することで，リスクの原因から結果までの一連の流れを示すリスクシナ

リオを作成する。なお，これらのリスク分析結果には，塩苅ら [34] [35]の発表内容および平

成 24 年度の国土交通省委託事業報告書 [36]の内容の一部を含む。 
 
2.1. 浮体式洋上風力発電施設の安全性に関するリスクの特定 

 浮体式洋上風力発電施設の安全性に関するリスクには，疲労・腐食・摩耗等による構造破

壊の発生や復原性の低下，台風等の厳しい気象海象条件や落雷等による構造物の破損や，船

舶等の衝突による構造物および係留索の破損等が考えられる。本研究ではこれらのリスクの

中で，浮体式洋上風力発電施設に特有のリスクのみを対象とすることとし，浮体への浸水，

係留索の破断，係留アンカーの抜け，施設の漂流の 4 つのリスクを抽出した。これら 4 つの

リスクについて，次節以降で原因の特定および結果の推定を行い，リスクシナリオを作成す

る。 
 
2.2. 重大リスクの原因特定 

 前節において浮体式洋上風力発電施設特有の重大なリスクとして抽出された，浮体への浸

水，係留索の破断，係留アンカーの抜け，施設の漂流について，それぞれのリスクの原因を

特定するため，FTA(Fault Tree Analysis)を行う。FTA とはシステムをモデル化する手法で，

トップイベントからスタートし，各イベントの生起に寄与する可能性のある全てのイベント

を時間経過に遡って特定しながら進む解析方法である [37]。それ以上細かい事象に細分でき

ないイベント（基イベント）に辿りつくまで解析を続ける。この解析によって，トップイベ

ントとして設定した事象の発生原因特定することができ，また，その原因からどのような過

程を経てトップイベントの発生に至るのかを推定することができる。 

 以下に，前節で特定された各リスクをトップイベントに設定して FTA を行った結果を示す。 
 
2.2.1. 浮体への浸水に至る原因の特定 

 浮体への浸水は，内部での結露により水滴が溜まることによるものと，浮体の亀裂等の発

生で外部から水が入り込むことによるものが考えられる。さらに外部からの水の侵入は雨水

の侵入と海水の侵入の 2 種類に分けられ，それぞれの原因を別々に考えていく必要がある。

これらを考慮して作成した FT(Fault Tree)を図 2-1 および図 2-2 に示す。 
 これらの図では考えうる原因の全てを含めて解析しているが，実際には設計基準に従って

製造されていればまず起こらないと考えられる現象もある。これらの現象は，図 2-1 および

図 2-2 においてグレーで示された部分であり，黒字で示された部分は，設計基準等に従って

も防止することが困難な，いわゆる“想定外”の事象を示している。ここでは，これらの“想

定外”の事象を中心に抽出して簡略化することとし，その結果を図 2-3 に示す。この結果か

ら，自然物や人工物の衝突および，設計時の想定を超えるような環境外力（台風等の荒天や

地震・津波等）が，浮体への浸水の原因となる重要な事象であると特定された。 
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2.2.2. 係留索の破断に至る原因の特定 

 係留索の破断の原因として，大きく分けて疲労による破壊と引張による破壊が考えられる。

それぞれの原因として考えられる事象を全て書き出して作成した FT が図 2-4 である。黒字

およびグレー文字の区別は前項と同様であり，グレーで示した疲労・腐食・摩耗等は無視し，

黒字で示した部分のみに絞ってみると，人工物の衝突および，設計時の想定を超えるような

環境外力が係留索の破断の原因であると推定された。 
 
2.2.3. 係留アンカーの抜けに至る原因の特定 

 係留アンカーの抜けの原因は，前項の係留索破断の原因でもある人工物の衝突および，設

計時の想定を超えるような環境外力に加え，アンカー特有の問題として把駐力の確保失敗や

喪失が考えられる。作成した FT を図 2-5 に示す。 
 ところで，ある係留ラインに何らかの原因で大きな力が働いた場合に，索の破断とアンカ

ーの抜けのどちらが先に起こるのかは，索の張力とアンカーの把駐力の大小関係によって異

なり，これは製品の特性や設置場所の地質等に依存すると考えられる。係留索の破断とアン

カーの抜けの組み合わせを考慮することは解析をする上で複雑となり，また，どちらが起き

ても後の被害に大きな差はないと考えられることから，本研究ではアンカーの把駐力が索の

破断張力より大きいと仮定し，“想定外”の大きな力が働いた場合にもアンカーは抜けず，係

留索の破断の有無のみを判断すれば良いこととする。よって，図 2-5 の FT はこの後の解析

には使用しない。 
 
2.2.4. 施設の漂流に至る原因の特定 

 浮体式洋上風力発電施設の中の施設が漂流に至る直接的な原因は明らかに，係留索の破断

または係留アンカーの抜けによって全ての係留ラインが位置保持機能を喪失することである。

前項での議論の通り，本研究では係留アンカーの抜けより早く係留索が破断することとして

いるため，これは全ての係留索の破断として置きかえることができる。そしてこれは上述し

たように，人工物の衝突および，設計時の想定を超えるような環境外力が原因で発生する。

現実には，各係留索が別々の原因で破断する可能性，すなわち一部は環境外力で，残りは人

工物の衝突で破断するというような可能性もありうるが，これは係留索の本数と破断原因の

組み合わせの問題となり少々煩雑であるため，本研究では一つの施設が漂流に至る場合，そ

の全ての係留索の破断原因は同一であると仮定する。以上により，施設の漂流に至る原因は

係留索の破断に至る原因に直結させることができるため，FT の作成は省略する。 
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図 2-1 浮体への浸水の原因推定 FT（雨水の侵入） 
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図 2-2 浮体への浸水の原因推定 FT（海水の侵入） 
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図 2-3 浮体への浸水の原因推定 FT（簡略化） 
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図 2-4 係留索破断の原因推定 FT 
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図 2-5 係留アンカーの抜けの原因推定 FT 
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2.3. 重大リスクの結果推定 

 前節では重大リスクの原因を特定したが，ここでは重大リスクの結果を推定するため，

ETA(Event Tree Analysis)を行う。ETA もシステムをモデル化する手法であるが，FTA と

は逆に，起因イベントからスタートして全ての起こりうる後続イベントを時間経過に従って

辿る解析方法である [37]。 
 
2.3.1. 浮体への浸水の結果推定 

 浮体に浸水した場合，続いて起こり得る事象（後続事象）としては浮体の傾斜・転覆・沈

没が考えられる。傾斜によって施設の更なる被害につながる可能性や，転覆・沈没により周

辺船舶等に被害を及ばす可能性がある。これらの解析結果を図 2-6 に示す。図中，四角囲み

の「浸水」は起因イベントを示し，この事象からスタートして，右に行くほど時間が経過し

ていることを示す。以降に示す ET は全てこの形式である。 
 
2.3.2. 係留索破断の結果推定 

 係留索の破断については前節での議論の通り，一つの施設の全ての係留索は同一の理由で

破断することとするため，1 本が破断した場合には残りも全て破断して施設の漂流につなが

るか，一部の係留索が破断したままの状態が継続するかのどちらかが，係留索破断の直後に

起こる事象である。この解析結果を図 2-7 に示す。 
 
2.3.3. 施設漂流の結果推定 

 浮体式洋上風力発電施設が漂流した場合，周辺の船舶や洋上施設・沿岸施設に被害を及ぼ

す可能性がある。また，その施設がウィンドファームを構成する 1 つの施設である場合には，

ファーム内の別の施設に被害を及ぼす可能性も考えられる。なお，被害は風車が立った状態

で漂流する場合と，倒れた状態で漂流する場合によって異なると思われるので，それぞれ分

けて解析を行った。これらの解析結果を図 2-8 に示す。 
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図 2-6 浮体の浸水の結果推定 ET 
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図 2-7 1 本の係留索の機能喪失の結果推定 ET 
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図 2-8 浮体式洋上風力発電施設の漂流の結果推定 ET 
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2.4. リスクシナリオの作成と重要シナリオの抽出 

 第 2.2 節および第 2.3 節において，重大リスクの原因と結果が推定されたので，これらを

組み合わせることで重大リスクの原因から結果までの一連の流れを示すことができる。これ

をリスクシナリオと呼ぶことにする。全てのシナリオは FT の末端からトップイベントまで

の各ルートと ET のスタートイベントから最終被害のイベントまでの各ルートをつなぎ合わ

せることで作成されるが，ここではその中から，次章において定量評価の対象とする重要な

シナリオのみを抽出し，その結果を図 2-9 に示す。この図は ET と同様，時間の経過に従っ

て左から右に進むように示されている。 
 このとき，浮体式洋上風力発電施設に特有のリスクである「施設の漂流」を中心に，周辺

海域に被害を及ぼすリスクを含むシナリオを重視して選定した。また，これらのシナリオに

ついて，後続事象として何も発生しない場合があることも考慮し，より詳細に記述すると図 
2-10 のようになる。 
 

 
図 2-9 本研究で抽出したリスクシナリオ 

 

 
図 2-10 抽出したリスクシナリオ（詳細） 
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 上記のシナリオを構成する要素を抽出して以下に示す。本研究では，次の第 3 章において

これらの要素の発生確率（左から右に進む確率）の推定方法を検討し，さらに第 4 章におい

てその計算例を示す。 
 

① 船舶の漂流 ⇒ 風力発電施設への衝突 
② 船舶の操船ミス ⇒ 風力発電施設への衝突 
③ 船舶の衝突 ⇒ 風力発電施設の漂流 
④ 厳しい気象海象条件 ⇒ 風力発電施設の漂流 
⑤ 風力発電施設の漂流 ⇒ 沿岸施設への衝突 
⑥ 風力発電施設の漂流 ⇒ 船舶航路への侵入 
⑦ 船舶航路への侵入 ⇒ 船舶への衝突 
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3. 安全性に関するリスクの定量評価 

 本章では，浮体式洋上風力発電施設の安全性に関するリスクの定量評価によって，施設の

設置候補海域内でのリスクの空間分布を求める方法を検討する。まず第 3.1 節では解析の前

提となる海域や風力発電施設の条件を設定する。続いて第 3.2 節において解析の概要を説明

し，第 3.3 節においてリスクの発生確率の計算方法を，第 3.4 節ではリスクの被害額の設定

方法を説明する。 
 
3.1. 解析条件の設定 

 本節では，解析の前提となる海域および風力発電施設に関する条件を設定する。 
 
3.1.1. 解析対象海域と施設設置候補海域 

 本解析の対象海域は，日本の沿岸部を含む 10 km×21 km の仮想的な海域とする。この海

域の南北と西側は閉境界で海岸線に囲まれており，東側は開境界であるが境界線上に船舶航

路の中心が位置しているものとする。また，西の海岸線沿いには沿岸施設が設置されている

ものとする。これは太平洋側の沿岸部に多い海域を模擬して簡略化したものである。 
この解析対象海域（以下，解析エリア）内において，海岸線および航路中心からそれぞれ

1 km 離れた位置を境界とした施設設置候補海域（以下，候補エリア）を設定する。候補エ

リア内（境界線含む）において風力発電施設の設置位置を x 方向，y 方向ともに 1 km ずつ

変化させ，それぞれの地点でのリスクを計算して比較する。つまり，候補エリア内の東西方

向に 9 地点，南北方向に 20 地点，合計 180 地点を風力発電施設の設置候補地点として，各

地点についてリスク解析を行い，このエリア内のリスクマップを作成する。このとき，船舶

の漂流開始地点や沿岸施設の位置も 1 km ごとに変化させて計算する。 
 この仮想海域の設定条件を図 3-1 に示す。ただし沿岸施設位置は a = 0 のあらゆる場所，

すなわち b = 1,000 ~ 20,000 の全ての場合で検討する。 
 
3.1.2. 対象とする風力発電施設 

 本解析で対象とするのは，5.0 MW 風車を三角形セミサブ型浮体に搭載した風力発電施設

である。表 3-1 に風車の主要目，表 3-2 に浮体施設の主要目を示す。また，風車と浮体の概

要を図 3-2 に示す。浮体は 3 本の係留索によってカテナリー方式で海底面に固定されている

ものとし，係留索の主要目を表 3-3 に示す。ここで，MBL（最小破断荷重）は各海域の環

境条件の 50 年再現期待値による荷重に安全率 2.0 を掛けて海域別に設定した。初期張力はそ

れぞれの MBL の 10 分の 1 とした。各海域の環境条件については次章において説明する。 
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図 3-1 単純化した風力発電施設周辺海域概要図 
 

表 3-1 解析対象 5MW 風車の主要目 [38] 
ロータ径[m] 128.0  
ブレード長[m] 62.5 
ハブ高さ（タワー基部より）[m] 90.0 
ナセル高さ[m] 4.0 
ナセル長さ[m] 12.5 
ナセル幅[m] 4.0 
ブレード枚数[枚] 3 
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表 3-2 解析対象セミサブ型浮体施設の主要目 [39] 
全長[m] 72.62 
全幅[m] 82.00 
コラム間[m] 70.00 
型深さ[m] 30.00 
喫水[m] 15.00 
コラム幅[m] 12.00 
ロワーハル幅[m] 12.00 
ロワーハル高[m] 6.00 
排水量 （真水）[ton] 15,582 

 

 

図 3-2 上方（左上），横方向(左下)と正面(右)から見たセミサブ型浮体の概要 [39] 
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表 3-3 セミサブ浮体の係留索の主要目 [17] [39]  
設置水深[m] 232.50 
本数 3 
索長[m] 600.00 
ヤング率[ton/mm2] 5.7000 
索径[mm] 138.70 
水中重量[kg/m] 365.72 
 
最小破断荷重(MBL)[kN] 

海域 No.1 16122 
海域 No.2 8416.8 
海域 No.3 5993.5 

 
3.2. 解析方法の概要 

 前章で抽出されたリスクシナリオについて，図 2-10 にシナリオ番号および確率変数を加

えて図 3-3 に再掲する。図中，p11～p17は，左の事象から右の事象に至る確率を示す変数で

あり，これらに対応する被害金額をs11～s17とする。ある地点に風力発電施設を設置した場

合の各シナリオの発生確率をp11～p17の組み合わせで算出し，そのシナリオを辿る過程での

全ての被害金額をs11～s17から選んで合計してシナリオ発生確率に乗じることで，その地点

に施設を設置した場合のリスクの大きさを定量的に求めることができる。これを対象海域内

の全ての風力発電施設設置候補位置について行うと，対象海域内での施設設置によるリスク

マップが作成される。 
 次節において各リスクの発生確率p11～p17の算出方法を，更にその次の節において各リス

クの被害金額s11～s17の算出方法を説明する。 
 
3.3. 各リスクの発生確率の算出方法 

 候補エリア内の風力発電施設設置位置の座標を(i, j)，航路上の船舶漂流開始点の座標を(k, 
l)，沿岸施設の座標を(a, b)とし，以下に各リスクの発生確率の算出方法を説明する。 
 
3.3.1. 船舶の漂流による風力発電施設への衝突確率 

 候補エリア内の座標(i, j)にある風力発電施設への漂流船舶の衝突確率をp11(i, j)とおくと，

p11(i, j)は下記の式で表され，これに解析エリア内の年間漂流船舶数mSをかけると解析エリア

内における漂流船舶の風力発電施設への年間衝突数となる。 
 

p11(i, j) =
1

nS
�������{δSDW(i, j, k, l,θw, vw,θc, vc, is) × pSDW (θw, vw,θc, vc, is)}

isvcθcvwθwlk

 

… (3-1) 
 

ただしδSDW = �
1 (θR(i, j, k, l) ≤ θ(θw, vw,θc, vc, is) ≤ θL(i, j, k, l))
0 �上記以外の場合�            

     … (3-2) 
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図 3-3 解析対象とするリスクシナリオ 

 
 ここで， nS：船舶漂流開始地点数，k：船舶漂流開始点の x 座標（k = kmin~kmax），l：
船舶漂流開始点の y 座標（l = lmin~lmax），δSDW(i, j, k, l,θw, vw,θc, vc, is)：ある環境条件

(θw, vw,θc, vc)においてある地点(k, l)から漂流したサイズ is の船舶の，ある地点(i, j)に設置さ

れた風力発電施設への衝突判定関数，pSDW(θw, vw,θc, vc, is)：漂流船舶のサイズが is であり，

かつ漂流時の環境条件が（θw, vw,θc, vc）である確率，θw：風向，vw：風速，θc：海潮流向，

vc：海潮流速度，is：漂流船舶の階級（総トン数または載貨重量トン数），θR(i, j, k, l)：船舶漂

流開始地点(k, l)から見た(i, j)に設置された風力発電施設の右端の方角，θL(i, j, k, l)：船舶漂流

開始地点(k, l)から見た(i, j)に設置された風力発電施設の左端の方角，θ(θw, vw,θc, vc, is)：環

境条件（θw, vw,θc, vc）におけるサイズ is の船舶の漂流する方角である。各変数の算出方法

は以下の通りである。 
 
 mS：解析エリア内の年間漂流船舶数 
 実際に対象とする解析エリア内での年間漂流船舶数のデータが入手できる場合はこれを用

いる。本研究では仮想海域を対象としているため日本沿岸域での一般的な推定値を用いるこ

ととし，推定方法等については次章において説明する。 
 
 nS：船舶漂流開始地点数 

船舶の
漂流

船舶の
操船ミス

風力発電施設へ
の船舶の衝突

風力発電
施設の漂流

p11

p12

p13_1

漂流せず

風力発電施設に衝突せずに海保等に救助される

風力発電施設
への船舶の衝
突

風力発電
施設の漂
流

沿岸施設への衝突

航路への侵入
漂流施設の
船舶への衝突

p13_2 p15

p16 p17

無事に回収

漂流せず

風力発電施設に衝突せずに本来の航路に戻る

沿岸施設への衝突

航路への侵入
漂流施設の
船舶への衝突

p15

p16 p17

無事に回収
1- p15 - p16

1- p13_1

1- p11

1- p12

1- p15 - p16
1- p13_2

風力発電
施設の漂流

沿岸施設への衝突

航路への侵入

想定外の
環境条件

p14
p15

p16

無事に回収

漂流せず
1- p14

1- p15 - p16

1- p17
無事に回収

1- p17
無事に回収

シナリオ1

シナリオ2

シナリオ4
シナリオ5

シナリオ6

シナリオ7

シナリオ8

シナリオ3

シナリオ9

シナリオ10
シナリオ11

シナリオ12

漂流施設の
船舶への衝突

p17

1- p17
無事に回収

シナリオ13

シナリオ14

シナリオ15

シナリオ16

シナリオ17
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 航路内に等間隔に漂流開始地点を設定し，その数をnSとする。本研究では仮想海域を対象

としており，図 3-1 の例では k = 10,000, l = 1,000~20,000 の合計 20 地点のどこかから船舶

の漂流が開始すると仮定し，nS = 20 となる。この 20 地点からの船舶の漂流確率は等しいと

すると，ある 1 隻の船舶が解析エリア内で漂流を開始する場合，その漂流開始地点が航路内

のどの位置であるかは等確率の 20 分の 1 の確率で決まることになる。 
 
 δSDW(i, j, k, l,θw, vw,θc, vc, is)：ある環境条件(θw, vw,θc, vc)においてある地点(k, l)から漂流

したサイズ is の船舶の，ある地点(i, j)に設置された風力発電施設への衝突判定関数 
 pSDW(θw, vw,θc, vc, is)：漂流船舶のサイズが is であり，かつ漂流時の環境条件が

（θw, vw,θc, vc）である確率 

 

 説明の都合上，上記 2 つの説明をまとめて行う。 
 ある地点(k, l)から船舶が漂流したときの漂流方向が，ある地点(i, j)に設置された風力発電

施設の衝突範囲内に含まれる場合，漂流船舶が風力発電施設に衝突すると判断する。衝突範

囲は施設および船舶の幅を考慮して定める。船舶の漂流方向は環境条件と船舶のサイズによ

って変化し，(i, j)と(k, l)の位置関係によって衝突と判定されるかどうかが異なるので，(i, j)
と (k, l)，風向θw，風速vw，海潮流向θc，海潮流速度vc，船舶サイズ isの関数として

δSDW(i, j, k, l,θw, vw,θc, vc, is)と表すことができる。ただし，波漂流力は風や海潮流による漂流

力と比べて小さいので無視することとする。また，風や海潮流については定常状態のみを考

える。 
 船舶の漂流方向については，船体が受ける風抗力と，風漂流力による船体の移動によって

生じる流体抗力のつり合いから，定常状態での風による船舶の漂流ベクトルが計算され，こ

れに海潮流による漂流ベクトルを合成することで求められる。これら抗力は投影面積に比例

するため，船舶の形状と大きさによって異なる。小型船の衝突による風力発電施設への影響

は小さいと考えられるため，ここでは大型船の代表として貨物船を考える。 
 上記で計算された漂流ベクトルの方向θが，(i, j)に設置された風力発電施設の左端の方角θL
と右端の方角θRの間にある場合，船舶が風力発電施設に衝突すると判断されδSDW = 1となる。

一方，漂流方向がこれらの間にない場合はδSDW = 0となる。 
 このときの環境条件の組み合わせの出現頻度および，そのサイズの船舶の存在割合を全て

掛け合わせることで，この条件の発生確率が求められ，これがp(θw, vw,θc, vc, is)となる。 
 この計算を全ての環境条件および船舶サイズの組み合わせで行い，風力発電施設に衝突す

る条件の発生確率を積算して行くと，ある地点(k, l)から漂流した船舶がある地点(i, j)に設置

された風力発電施設に衝突する確率となる。さらに，同一の風力発電施設設置位置(i, j)につ

いて，全ての船舶漂流開始地点(k, l)からの衝突確率を合計して漂流開始地点数nSで除した値

が，その地点(i, j)における漂流船舶の衝突確率となる。これを全ての風力発電施設設置候補

地点(i, j)について行えば，施設設置位置による漂流船舶衝突確率の違いを示すことができる。 
 以下に計算手法の詳細を示す。 
 



37 
 

＜計算条件＞ 
 波漂流力，風による吹送流は無視する。 
 風と海潮流の速度と方向を考慮して対地漂流方向と対地漂流速度（以下では単に漂流方向，

漂流速度と表記）を計算する。 
 風と海潮流の速度と方向の計算時においては，定常漂流状態のみを考慮する。 
 定常漂流状態において漂流船舶の長手方向が風向きに直交するように漂流すると仮定する。

漂流方向は風下側とし，風による漂流ベクトルの方向は風速ベクトルの方向と同一とする。

また，この状態において海潮流による漂流力が働いても船舶の向きが変わることはないと

仮定する。 
 海潮流による漂流ベクトルは海潮流のベクトルとほぼ同一と仮定する。 
 
＜計算方法＞ 
 計算のフローを図 3-4 に示し，以下にその説明を行う。 
 ある地点(i, j)に風力発電施設を設置した場合の漂流船舶衝突確率p11(i, j)の計算手順は以下

の通りとなる。 
 まず 1 つの風力発電施設設置位置(i, j)と 1 つの船舶漂流開始地点(k, l)を 1 対 1 で考える。 
 上記の方法で計算した漂流方向が(i, j)に設置された風力発電施設設置の左端方角から右端

方角の範囲に含まれている場合，(k, l)から漂流し始めた船舶は(i, j)にある風力発電施設に

衝突すると判定される（δ = 1）。 
 衝突と判定された場合，そのときの計算条件（風向，風速，海潮流向，海潮流速度，船舶

サイズ）の発生確率pSDW(θw, vw,θc, vc, is)を計算する。（以下の全ての出現頻度を掛け合わ

せるとその条件の発生確率となる。） 
 全ての計算条件で上記の計算を行い，衝突と判定された条件の発生確率を合計すると，(k, 

l)から漂流し始めた船舶の，(i, j)にある風力発電施設への衝突確率が求められる。 
 上記の作業を，船舶漂流開始地点(k, l)の位置のみを変えて繰り返し行い，それらの合計を

nSで除して平均化し，mS をかけることで，ある地点(i, j)に風力発電施設を設置した場合の

漂流船舶衝突確率が求められる。 
 さらに上記の作業を(i, j)の位置を変えて行うと，施設設置位置の違いによる漂流船舶衝突

リスクの差を空間的に把握できる。 
 
＜漂流方向・速度の計算方法＞ 
 まず，船舶の空中部に働く風抗力と，この力によって漂流する際に水中部に働く流体抗力

を算出し，両者のつり合いによって風による漂流速度を求める [40]。 
風抗力Fw�����⃗と流体抗力Fdw�������⃗（どちらも大きさの単位は N）をそれぞれ以下のように表す。 
 

Fw�����⃗ = 1
2
ρaAasCDwVw�����⃗ �Vw�����⃗ �                      … (3-3) 

Fdw�������⃗ = 1
2
ρwAwsCDdwVdw�������⃗ �Vdw�������⃗ �                    … (3-4) 
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図 3-4 p11(i, j)の計算フローチャート 

 
 ここで，ρaは空気密度[kg/m3]，ρwは海水密度[kg/m3]，Aasは船舶の空中部投影面積[m2]，
Awsは船舶の水中部投影面積[m2]，CDwは風抗力の抗力係数[-]，CDdwは風によって漂流する

船舶が受ける流体抗力に対する抗力係数[-]，Vw�����⃗は風速，Vdw�������⃗は吹送流速度に対する漂流の相

対速度（対水速度）である（Vw�����⃗とVdw�������⃗の大きさの単位は m/s）。 
 風速が与えられている状態では，これら2つの力のつり合いから相対速度Vdw�������⃗が算出され，

これは吹送流速度vd����⃗と対地漂流速度vw�����⃗（どちらも大きさの単位は m/s）との関係で下記のよ

うに表される。 
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Vdw�������⃗ = vd����⃗ − vw�����⃗                            … (3-5) 
 
 しかし，吹送流速度は複雑なので，計算条件の通りここでは無視することにする。 
 従って，漂流速度vw�����⃗はVdw�������⃗と同じ大きさで向きが真逆のベクトルとなる。すなわち， 
 

vw�����⃗ = −Vdw�������⃗                             … (3-6) 
 
である。 
 次に，海潮流による漂流ベクトルvc���⃗（大きさの単位は m/s）を求め，上記で求めた風によ

る漂流ベクトルvw�����⃗と合成することで，風と海潮流を考慮した漂流ベクトルv�⃗（大きさの単位

は m/s）を求めることができる。しかし，計算条件の通り，海潮流による漂流ベクトルvc���⃗は

海潮流速ベクトルVc���⃗（大きさの単位は m/s）とほぼ同一であると仮定するため，ここでは以

下のように近似する。 
 

vc���⃗ = Vc���⃗                                … (3-7) 
 
 以上より，風による漂流ベクトルvw�����⃗と海潮流による漂流ベクトルvc���⃗を合成することで，風

と海潮流を考慮した漂流速度v�⃗を求めることができる。 
 

v�⃗ = vw�����⃗ + vc���⃗ = −Vdw�������⃗ + Vc���⃗                       … (3-8) 
 
 求められた漂流ベクトルv�⃗の大きさ|v�⃗ |が漂流速度であり，ベクトルv�⃗の向きが漂流方向であ

る。 
 ここで，各抗力係数は上野らの実験結果 [41]より，船舶の長手方向に対して 90°の方向

から風が吹いている場合の風抗力係数を CDw= 0.1，このとき船舶の水中部が受ける流体抗力

の抗力係数をCDdw= 0.8 と定める。このとき，風抗力と流体抗力はそれぞれ，
1
2
ρaL2Vw2と

1
2
ρwLdVdw2で無次元化されているので，Aas = L2, Aws = Ld となる。ここで L は船舶の長手方

向長さ[m]，d は船舶の喫水[m]であり，以下の回帰式により船舶サイズから変換できる [42]。 
 

L = 8.7338 × (is)0.2945                     … (3-9) 
 

d = �0.3935 × (is)0.3238        (is ≤ 30000 DWT)
0.3754 × (is)0.3233        (is ≥ 30000 DWT)

           … (3-10) 

 
3.3.2. 船舶の操船ミスによる風力発電施設への衝突確率 

 操船ミスにより航路から逸脱して(i, j)にある風力発電施設に衝突する確率をp12(i, j)とする。

この確率の算出方法について，既存のモデル等を参照しながら以下に検討を行う。 
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3.3.2.1. 既存のモデル 

 この確率の求め方については，まず Haugen ら [43]によって開発されたモデルと，これを

引用した Vinnem [44]の著書を基に以下に説明する。 
 船舶の洋上プラットフォームへの衝突確率は，次のように表される [44] [43]。ただし，こ

れらの式等で使用されている i, j, k, l 等の記号は本研究で使用しているものとは関連しない。 
 

        … (3-11) 

 
ここで，PCPP：年間衝突件数，Nijk：年間船舶通航量，PCC,ijkl：航路 i を通航中の船種 j，サイ

ズ k，交通グループ l の船舶が，プラットフォームを認識した時点（一般的に 12 nm 手前）

で衝突コースにいる確率，PFSIR,jkl：船舶が衝突回避行動を取らない確率，PFPIR,jkl：プラット

フォームが衝突回避行動を取らない確率である。ただし，本研究の対象は洋上風力発電施設

であり，基本的に無人なので，PFPIR,jklは無視することとする。 
 PCCは以下のように表される [43]。 
 

PCC = P�xp < 𝑥𝑥 < xp + DC� = ∫ fLD(x)dxxp+Dc
xp

           … (3-12) 

 
 ただし，これは船舶の航行計画によって異なり，4 つのグループに分類される。この分類

は以下のとおりで，①～④を交通グループと呼び，上記では l で表されている。 
① プラットフォームの存在を知らずに航行する（Unknown vessels） 
② プラットフォームの存在を知ってはいるが無計画に航行する（Non-planning vessels） 
③ プラットフォームの避航計画を立てて航行する（Avoidance planning vessels, AP） 
④ プラットフォームを目印にして航行する（Position-fixing planning vessels, PFP） 
 
 ①の船舶の割合について，プラットフォームの存在を知っている確率PKは，その設置から

の時間の経過に従って上昇する。6 ヶ月経てば 80 %以上になると思われる [43]。 
 また，③の船舶の割合PAPは，以下の式のようになる [43]。 
 

PAP = pAP ∫ [1− FSD(|x|)]∞
−∞ fU(x)dx                … (3-13) 

 
 ここで，pAP：進行方向真っすぐの方向に風力発電施設がある場合に避航計画が適用され

る確率，FSD(|x|)：安全な通過距離の分布，fU(x)：障害物がないときの交通量の横分布であ

る。pAPは船舶サイズに従って急激に増加し，15,000 DWT 以上になると 90%以上が避航計

画を利用する（利用した方が良い状況の場合）。FSDは船舶形状・船舶長さ・船舶サイズの 3
つのパラメータによるワイブル分布が適用できる。 
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 さらに，④の船舶の割合PPFPは，以下の式のようになる [43]。 
 

PPFP = pPFP ∫ fU(x)・FPFP,1(|x|)・�1− FPFP,2(|x|)�∞
−∞ dx       … (3-14) 

 
 ここで，pPFP：PFP が適用される最大の割合，fU(x)：障害物がないときの交通量の横分布，

FPFP,1(|x|)：PFP が適用される際の最小距離の CDF（cumulative distribution function，累

積分布関数），FPFP,2(|x|)：PFP が適用される際の最大距離の CDF である。pPFPは 0.15 が用

いられ，これは船舶サイズの影響を受けるが，PAPの場合よりその影響は小さく，また定量化

が困難であることから，ここではサイズの違いを考慮しないこととする。 
 典型的な例として，最小通過距離は約 2～3 nm で 3 パラメータのワイブル分布であり，

PFP が適用される最大距離はもっとばらつきが大きく，平均を 15 nm とするガウス分布の，

裾野の部分を切り取った形になる。ただし，GPS が普及した現在では PFP を適用する船舶

は少ないと思われる [44]。 
 以上のPK，PAP，PPFPを用いて，各グループ（l=1~4）がプラットフォームを認識した時点

で衝突コースにいる確率PCC,ijklは以下のように書き直すことができる [44]。 
 

PCC,ijk1 = (1− PK)FD,1 FNS                      … (3-15) 
PCC,ijk2 = PK(1− PAP)(1− PPFP)FD,2 FNS               … (3-16) 

PCC,ijk3 = PK PAP FD,3 FNS                       … (3-17) 
PCC,ijk4 = PK(1− PAP)PPFP FD,4 FNS                   … (3-18) 

 
 ここで，FD,l (l = 1~4)：各グループ（l=1~4）について，プラットフォームの方向に向か

っている船舶の割合，FNS：いわゆる”Shielding factor”，船舶の航行方向に対して他の構造

物などに隠れて保護されている状態による影響である。 
 図 3-5 はこの PCCの場合分けを ET で表したもので，各分岐点において YES であれば右側

に，NO であれば左側に進み，それぞれの確率を求めることで，上記の①～④の割合が求め

られる。 
 一方，PCC,ijklのうち，FD,1~4を求めるのに必要な交通の横分布fLD(x)は以下のように表され

る [43]。 
 理想はスタート地点からゴール地点までの最短ルートを通航することだが，操船者の好み

と外的要因が加わり，ばらつきが生じる。先行モデルではこのばらつきをガウス分布で表し

ており，これは規制のない水面では正しいが，洋上プラットフォームのような障害物がある

場合，交通グループによって異なる。 
 
① Unknown vessels 

プラットフォームを認識するまでは何も制約がないときの船舶通航分布と同じ。この分

布はガウス分布に従うと考えられる。操船者の好みや外的要因，さらにはその組み合わ

せもガウス分布に従うと考えられる。（プラットフォームが十分に見える距離を通るが，
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それ以上は近づかない。） 
 

 
図 3-5 PCCについての ET [44](一部改変) 

 
② Non-planning vessels 

プラットフォームを認識するまでは何もしないので，存在を知らないのと同じであり，

①と同様に考えられる。 
③ Avoidance planning vessels, AP 

プラットフォームを横切る時の安全な最小距離は操船者の好みによる。 
究極の目的はできるだけ早く・安くゴールに到着することなので，安全な距離になるま

ではできるだけ距離を大きく取るが，それ以上は時間・コストがかかるので離れない。 
④ Position-fixing planning vessels, PFP 

プラットフォームが十分見える距離まで近づくが，それ以上は近づかない。これが PFP
の下限となる。 

 以上のどのグループについても大部分は航路の中央線を通る。航路がプラットフォームに

とても近い場合は AP の影響が大きく，ガウス分布からのばらつきが大きくなる。逆にプラ

ットフォームから離れるほど AP の影響は小さくなり，PFP の影響が明確になってくる。 
 
 また，PFSIR,jklは以下のように考える [44] [43]。 
 このリスクは大きく分けて以下の 3 つの原因によって起こると考えられる。 

i.見張りが何もしない 
ii. 見張りが間違った行動を取る 

iii.機器故障 
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 上記のうち，i が最も重要で，ii は船舶同士の衝突においては重要だが，プラットフォーム

は動かないので，この場合は ii を無視しても良い。重大な failure mode は図 3-6 のように

FTA を実施することでヒューマンエラーも機器故障も合わせて表現できる。 ヒューマンエ

ラーには以下の様な原因が考えられる。 
・見張り不在 
・見張りはいるが，他の仕事に追われている 
・見張りはいるが，事故や病気で見張れない 
・見張りはいるが，疲れていて居眠りをしている 
・見張りはいるが，酔っ払っている 
・レーダーが効果的に使えていない（視界不良時に限る） 

 これらは交通グループと船のサイズに依存する。大型船ほどより性能の良い機器を積んで

おり，また，乗組員もよく訓練されてモチベーションも高いので，これらのリスクが小さい

と思われる [43]。そのほか，当時の海域の視認性や，航路上のほかの制限要因等にも影響を

受け，避航の仕方にも個人差がある [44]。 
 

 
図 3-6 衝突回避に失敗する原因についての FT [45] 

 
 Failure of recovery の確率は表 3-4 のようなサンプルが記載されている [44]。これによる

と，ヒューマンエラーのうち，最も衝突回避に失敗する確率が高い原因は居眠りであり，ま

た，レーダー故障が発生すると，どのヒューマンエラーよりも衝突回避の失敗確率が高くな

ることが分かる。しかしこれらは，各原因が発生した際にプラットフォームに衝突する確率

を意味するため，各原因の発生確率を求める必要があるが，これらの発生確率を求めるのは

困難と思われる。 
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表 3-4 原因別にみた衝突回避の失敗確率 [44] 
Failure Mode Probability 

Alcohol 1.1×10-4 
Asleep 2.3×10-3 

Accident 1.2×10-5 
Absent 9.5×10-4 

Distracted 9.5×10-4 
Radar 9.8×10-3 

 
 図 3-7 は典型的な北海の航路についての計算例で，年間 1000 隻の船舶が通航する。船舶

サイズの分布も北海の平均的なものを使用している。プラットフォームの直径は 80 m で，

航路からの距離を様々に変えて計算した結果を示している。また，図 3-8 は年間 500 隻の船

舶が通航する航路についての計算例で，プラットフォームの直径は 100 m である。図 3-7
と同様にプラットフォームと航路のセンターラインとの距離を変えて計算した結果を示して

いる。図 3-7 は縦軸が対数軸になっているため，図 3-8 との比較がしにくい。そこで両者の

比較のために各グラフの「Total」の数値を読み取って同一軸で表したものを図 3-9 に示す。 
 図 3-9 より，年間 1000 隻の場合と比べて年間 500 隻通航の場合は，プラットフォームと

航路の中心との距離が 0 m のときの Total の衝突件数が約半分になっている。つまり，1 隻

あたりの衝突確率で考えるとほぼ同じと考えられる。また，プラットフォームの直径が大き

いの場合の方が，小さい場合より横軸方向の分布の幅が大きい，つまりプラットフォームか

ら航路までの距離が離れた場所での衝突確率が大きいが，この原因はプラットフォーム幅の

違いによるものとは断定できない。 
 

 
図 3-7 交通グループごとの年間船舶衝突件数 [43] 
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図 3-8 交通グループごとの年間船舶衝突件数 [45] 
 

 
図 3-9 条件の違いによる Total の年間衝突件数の比較 

 
3.3.2.2. 本研究への適用 

 ここまで紹介してきた確率の求め方の中には，FSDやFPFP,1などの求め方が分からない関数

が含まれているため，このまま使用することができない。そこで，計算条件が同様であれば

図 3-7 や図 3-8 の計算結果をそのまま使用することができると考え，日本周辺海域での計算

条件について以下に考察する。 
 まず，Haugen らのモデル [43]では，何も障害物がない海域での船舶通航分布はガウス分

布で近似できるとしている。そこで，日本周辺海域における通航船舶の AIS 情報を利用し，



46 
 

数ヶ所の船舶通航分布を確認することにする。 
 
(1) 野島崎沖 
 伊藤ら [46]によると，野島崎から御宿までの航路を通航する船舶の AIS 情報の解析結果

から，航路の幅方向の船舶通航分布形状は，正規分布で近似するのは難しいが，ガンマ分布

による近似であればほぼ表現可能であることが示されている（図 3-10）。 
 

   
図 3-10 野島崎沖ゲート GL3 での通航船舶の幅方向分布 [46] 

 
(2) 岩手沖 
 図 3-11の赤枠内を 2014年 1月の 1ヶ月間に通航した船舶のAIS情報の解析データ * [47]
を利用し，この図中の 3 本のゲートを通過した船舶の，航路幅方向の分布を図 3-12 から 図 

                                                   
 
* 東洋信号通信社から購入したものを”Ship Traffic Counter ver.1.0”（開発者：海上技術安全研究所 伊藤

博子，財団法人ソフトウェア情報センター登録番号：Ｐ第１０２０８号－１，登録日：H25.3.28）で解析し

た。 
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3-14 に示す。ただし各ゲートの原点は陸側とする。図 3-11 の赤枠内の南西部に位置する牡

鹿半島沖から Gate 2 の原点までは，陸側に緩やかにカーブしており，この内部に設定した

Gate 0 と Gate 1 での船舶通航分布は正規分布に近い形状をしているが，Gate 2 での分布は

野島崎と同様のガンマ分布に近い形状をしている。 
 

 
図 3-11 岩手沖の通航船舶の AIS 情報解析範囲とゲートの位置 

 

 
図 3-12 岩手沖ゲート 0 における通航船舶の幅方向分布 

 

Gate 0 

Gate 1 

Gate 2 
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図 3-13 岩手沖ゲート 1 における通航船舶の幅方向分布 

 

 
図 3-14 岩手沖ゲート 2 における通航船舶の幅方向分布 

 
 これらデータの分析結果から，海に向かって凹形状の海岸を原点とするゲートにおける船

舶の航路幅方向分布は正規分布に近いが，凸形状の海岸を原点とするゲートの場合はガンマ

分布に近くなる傾向があるように思われる。船舶事故ハザードマップ [48]における船舶通航

量の分布を見ても同様な傾向が確認できる。ただし，凹形状の海岸においてもその内部に主

要な港がある場合はこの限りではない。 
 以上により，海に向かって凹形状かつ主要港の少ない海岸では，Haugen ら [43]が仮定し

ているような正規分布の通航船舶分布が見られる可能性が高いが，船舶事故ハザードマップ 
[48]における船舶通航量の分布を日本周辺海域全体で見ると，この条件を満たす海域は少な

く，正規分布で近似できる海域は日本周辺海域では主流ではないと考えられる。 
 従って，日本周辺海域で Haugen ら [43]が提案するモデルを利用して計算する場合，

Haugen ら [43]が示す計算結果の場合とは条件が異なる可能性があり，この計算結果をその

まま本研究に適用できないことになる。 
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 そこで本研究では，以下の手順でPCPP(= N × p12)を求めることにする。 
 年間衝突件数PCPPを求める式(3-11)を簡略化すると，下記のように示すことができる。 
 

PCPP(DL)＝N × PCC(DL) × PFSIR                   … (3-19) 
 
 ここで，N：年間船舶通航数，DL：航路の中心からプラットフォームまでの距離，PCC：風

力発電施設の 12 nm 手前において船舶が施設への衝突コースにいる確率（全ての交通グルー

プについての確率を合計したものとする），PFSIR：衝突コースにいる船舶が衝突回避に失敗

する確率であり，PCCはDLに依存する。また，PCCやPFSIRは，船種や船のサイズに依存せず，

エリア内には航路が 1 本しかないと仮定している。なお，PFPIRは風力発電施設の場合は基本

的に無人であるからここでは無視した。 
 各変数の算出方法を下記に示す。 
 
 PCC：風力発電施設の 12 nm 手前において船舶が施設への衝突コースにいる確率 
 風力発電施設の 12 nm 手前での船舶通航分布は施設の有無に影響されないと仮定し，対象

とする海域の航路幅方向の船舶通航分布を利用して求める。ただし，PCCはDLの関数であり，

DLは本研究の解析対象エリア内にある風力発電施設設置位置(i, j)の中心から航路中心までの

距離とし，(i, j)の位置に応じて変化させる。また，プラットフォーム幅は本研究の解析対象

である三角形セミサブ型浮体の幅，82 m を用いる。 
  
 PFSIR：衝突コースにいる船舶が衝突回避に失敗する確率 
 この確率の算出には，ヒューマンエラーと機器故障の発生確率および発生した時のプラッ

トフォームへの衝突確率を求めなければならない。後者については表 3-4 を参考にすること

ができるが，前者の各エラーの発生確率を推定するのは困難であるため，本研究ではこれら

を別々に求めるのではなく，図 3-7 および図 3-8 を基にPFSIRを求めることを考える。以下に

その推定方法を示す。 
 この式においてPFSIRは，プラットフォームの 12 nm 手前で衝突コースにいる船舶が衝突回

避に失敗する確率であるから，この段階では，もはや交通グループによる違いは小さくなっ

ている [44]。また，これはDLとは関係なく発生すると考えられるので，全てのDLについて

PFSIRは一定と仮定すると，図 3-7 および図 3-8 の年間衝突件数PCPPがDLによって変化してい

るのはPCCの変化のみによるものと考えられる。PCCは交通グループによって分布形状が異な

るが，Total の分布形状を見るとほぼ正規分布に近いと考えられるので，これらの図の分布

形状に近似できるように標準偏差を調整し，正規分布のグラフを作成すると，図 3-7 の場合

は標準偏差 2.5，図 3-8 の場合は標準偏差 4.5 と推定された（図 3-15，図 3-16）。 
 以上により求められた正規分布が，それぞれの場合における船舶通航分布であると仮定す

ると，これを利用して図 3-7 および図 3-8 におけるPCCの推定が可能となる。図 3-17 に示

すように，PCCは船舶通航分布のグラフにおいて，プラットフォームが設置されている幅に分

布する船舶の数として計算される。上記で推定した船舶通航分布を利用し，プラットフォー
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ムの位置を 1 海里ずつ移動してそれぞれの位置でのPCCを求め，これらの値と年間船舶通航数

N，図 3-7 または図 3-8 から読み取ったPCPPを利用して，PFSIRを求めることができる。 
 この計算結果を図 3-7 の条件について示したのが表 3-5，図 3-8 の条件について示したの

が表 3-6 である。どちらの場合においても，DLが小さい範囲ではPFSIRがほぼ一定値になって

いるが，DLが大きい場所ではPFSIRが大きめに推定されている。この理由として，図 3-7 およ

び図 3-8 の Position-Fixing の衝突確率の影響が考えられる。これらの分布を見ると，DLが

大きくなるにつれて衝突確率が大きくなっており，正規分布には遠い分布形状をしているが，

それ以外の交通グループの分布を見ると，DLが大きくなるにつれて衝突確率が小さくなって

いることが分かる。また，図 3-7 および図 3-8 において Total の分布に占める Non-Planning
の割合が大きいことが確認できる。Haugen らのモデルにおいて Non-Planning の船舶通航

分布は正規分布で仮定されているので，この分布の割合が大きい Total の分布も正規分布に

近い形状をしていると推定されるが，DLが大きい範囲では Position-Fixing の影響により衝

突件数が増加しているとみられる。 
 以上の考察結果から，DLが大きい場所ではPCPPの分布が正規分布から遠くなるため，これ

を正規分布で仮定して推定したPFSIRの値は採用すべきではないことが分かり，DLの小さい範

囲でのPFSIRの推定値を採用するのが適当であると考えられる。DLの小さい範囲でのPFSIRの推

定値はほぼ一定になっていることから，本研究では，この範囲での推定値の平均をPFSIRとし

て利用することとし，PFSIR = 1.76 × 10−4とする。 
 以上の手法により，PCC(DL)およびPFSIRが求められ，これらと対象海域の年間船舶通航量を

掛け合わせることでPCPP(DL)が求められる。 
 

 
図 3-15 年間通航船舶 1000 隻・プラットフォーム幅 80 m の場合の年間衝突件数の分布形

状とこれに近似した正規分布形状（年間衝突件数は図 3-6 から読み取ってグラフを作成） 
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図 3-16 年間通航船舶 500 隻・プラットフォーム幅 100 m の場合の年間衝突件数の分布形

状とこれに近似した正規分布形状（年間衝突件数は図 3-7 から読み取ってグラフを作成） 
 

 
図 3-17 PCCの計算の概念図 [43] 
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表 3-5 年間通航船舶 1000 隻・プラットフォーム幅 80 m の場合の衝突回避失敗確率の推定 
航 路 と

施 設 の

距離 
DL [nm] 

航路に近い方

の施設端まで

の累積分布 
P(x < DL) 

航路から遠い

方の施設端ま

での累積分布 
P(x < DL＋80) 

12 nm 手前で衝突

コースにいる確率

PCC = P (DL < 𝑥𝑥 <

DL + 80) 

衝突回避失

敗確率PFSIR 
年間衝突件

数PCPP 

0 0.500 0.507 6.89×10−3 1.45×10−4 1.00×10−3 
1 0.655 0.662 6.34×10−3 1.42×10−4 9.00×10−4 
2 0.788 0.793 4.97×10−3 1.41×10−4 7.00×10−4 
3 0.885 0.888 3.32×10−3 1.51×10−4 5.00×10−4 
4 0.945 0.947 1.89×10−3 1.59×10−4 3.00×10−4 
5 0.977 0.978 9.17×10−4 1.64×10−4 1.50×10−4 
6 0.992 0.992 3.79×10−4 2.37×10−4 9.00×10−5 
7 0.997 0.998 1.34×10−4 5.24×10−4 7.00×10−5 
8 0.999 0.999 4.01×10−5 1.50×10−3 6.00×10−5 
 
表 3-6 年間通航船舶 500 隻・プラットフォーム幅 100 m の場合の衝突回避失敗確率の推定 
航 路 と

施 設 の

距離 
DL [nm] 

航路に近い方

の施設端まで

の累積分布 
P(x < DL) 

航路から遠い

方の施設端ま

での累積分布 
P(x < DL＋80) 

12 nm 手前で衝突

コースにいる確率

PCC = P (DL < 𝑥𝑥 <

DL + 80) 

衝突回避失

敗確率PFSIR 
年間衝突件

数PCPP 

0 0.5 0.505 4.79×10−3 1.88×10−4 4.50×10−4 
1 0.588 0.593 4.66×10−3 1.89×10−4 4.40×10−4 
2 0.672 0.676 4.33×10−3 1.94×10−4 4.20×10−4 
3 0.748 0.751 3.82×10−3 2.04×10−4 3.90×10−4 
4 0.813 0.816 3.21×10−3 2.12×10−4 3.40×10−4 
5 0.867 0.869 2.57×10−3 2.26×10−4 2.90×10−4 
6 0.909 0.911 1.95×10−3 2.20×10−4 2.15×10−4 
7 0.940 0.942 1.41×10−3 2.12×10−4 1.50×10−4 
8 0.962 0.963 9.75×10−4 1.85×10−4 9.00×10−5 
9 0.977 0.978 6.40×10−4 1.88×10−4 6.00×10−5 
10 0.987 0.987 4.00×10−4 2.50×10−4 5.00×10−5 
11 0.993 0.993 2.38×10−4 2.94×10−4 3.50×10−5 
12 0.996 0.996 1.35×10−4 4.46×10−4 3.00×10−5 
13 0.998 0.998 7.25×10−5 5.52×10−4 2.00×10−5 
14 0.999 0.999 3.72×10−5 1.02×10−3 1.90×10−5 
15 0.999 0.999 1.81×10−5 1.98×10−3 1.80×10−5 
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3.3.3. 漂流船舶の衝突による風力発電施設の漂流確率 

 ある地点(i, j)にある風力発電施設に漂流船舶が衝突した場合の風力発電施設漂流確率を

P13_1(i, j)とおくと，下記の式で表される。この確率は，環境外力や船舶の衝突速度に依存す

るため，p11(i, j)の計算と切り離すことができないので，これらを同時に計算し，p13_1(i, j)の

みの確率を求めるにはこれをp11(i, j)で除せば良い。 
 
P13_1(i, j) = 

1
p11(i, j)

1
nS
�������{δWD1(i, j, k, l,θw, vw,θc, vc, is) × pWD1 (θw, vw,θc, vc, is)}  

isvcθcvwθwlk

 

         … (3-20) 
ただし， 

δWD1 = �
1 �Eall ≤ �

Eenvf(θw, vw,θc, vc) + Eenvs(i, j, k, l, θw, vw,θc, vc, is)    

+Eenvd(i, j, k, l,θw, vw,θc, vc, is)＋Eds(i, j, k, l,θw, vw,θc, vc, is)
��

0 �上記以外の場合�                                                                   

… (3-21) 

 
 ここで，δWD1(i, j, k, l,θw, vw,θc, vc, is)：ある環境条件（θw, vw,θc, vc）においてある地点(k, l)
から漂流したサイズ is の船舶の，ある地点(i, j)にある風力発電施設への衝突かつ施設の漂流

判定関数，pWD1(θw, vw,θc, vc, is)：漂流船舶のサイズが is であり，かつ漂流時の環境条件が

（θw, vw,θc, vc）である確率，Eall：施設の全係留索が吸収可能なエネルギー [kJ]，
Eenvf(θw, vw,θc, vc)：ある環境条件(θw, vw,θc, vc)で風力発電施設が受ける環境外力のエネルギ

ー[kJ]，Eenvs(i, j, k, l, θw, vw,θc, vc, is)：ある環境条件(θw, vw,θc, vc)のとき(k, l)から漂流したサ

イズ is の船舶が(i, j)に設置された風力発電施設に衝突した後，施設と一体になったまま船体

が受け続ける環境外力のエネルギー [kJ]，Eenvd(i, j, k, l,θw, vw,θc, vc, is)：ある環境条件

(θw, vw,θc, vc)でサイズ is の船舶が衝突してきたとき，風力発電施設と漂流船舶が受け続ける

環境外力による，船舶衝突後の浮体移動に伴うエネルギー[kJ]，Eds(i, j, k, l, θw, vw,θc, vc, is)：

ある環境条件(θw, vw,θc, vc)のとき(k, l)から漂流したサイズ is の船舶が(i, j)に設置された風

力発電施設に衝突した後，両者が一体となって移動する際の運動エネルギー[kJ]である。こ

れらの変数の算出方法を以下にまとめて説明する。 
 

 漂流船舶の衝突判定は3.3.1での説明の通りであり，そこで衝突と判定された場合にのみ，

施設の漂流判定に進む。船舶衝突による荷重が係留索の最小破断荷重を超過した時，風力発

電施設の係留索が破断し，3 本とも破断すると施設の漂流に至る。このとき，3 本の係留索

が切れる原因は同一とし，自然条件のみによる破断と船舶の衝突による破断の複合は考えな

い。 
 漂流船舶の衝突時に係留索が受ける荷重は，衝突エネルギーEdsによって浮体が移動するこ

とによる荷重のほかに，衝突後の船舶が浮体と一体となったまま船体に受け続ける環境外力

Fenvsや，風力発電施設自身が受ける環境外力Fenvf が考えられる。また，船舶衝突後に浮体

が移動している間に浮体には環境外力による荷重（Fenvs + Fenvf）が加わり続けているため，
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浮体の移動に伴うエネルギーには，Eenvdが含まれている。これらの荷重・エネルギーを各条

件において計算し，漂流の有無を判定する。 
 
 係留索は一方の端を風力発電施設の浮体に取り付けられ，もう一方は海底にアンカーで固

定されており，この 2 点の距離によって係留索に働く張力は変化する。そこで，以下のよう

に係留索張力の計算を行う。 
 カテナリー係留索の張力計算式 [49]を用いると，x 方向（水平方向）および z 方向（鉛直

方向）の索張力TXおよびTZは下記のようになる。ただし，「係留索は一方の端 A 点でアンカ

ーにより海底に固定され，他方の端 B 点で浮体に取り付けられている」 [49]。このとき，X
はアンカーの地点を基準（X=0）にした水平方向（直線 AB と平行な方向）の浮体変位であ

り，その他の変数は表 3-3 のパラメータの通りである。 
 
索が海底でたるんだ状態 
 

TX = 0                              … (3-22) 
TZ = WZ                            … (3-23) 

 
AB 間の一部は海底を這い，他の部分は懸垂線を描く状態 
 

TX6 + EA �5 −
2X
S
�TX5 + (EA)2 �10 −

8X
S

+ �
X
S
�
2
�TX4 + (EA)3 �10 −

12X
S

+ 3 �
X
S
�
2
�TX3 

+(EA)4 �1 − X
S
� �5 − 3X

S
�TX2 + (EA)5 �1 − X

S
�
2

TX −
2WZ3(EA)5

9S2
= 0      … (3-24) 

 

                                     … (3-25) 

 
AB 間全体が海底から持ち上がり，懸垂線を描く状態 
 

TX5 + EA �3 −
X
S
�TX4 + (EA)2 �3 −

2X
S
�TX3 + �(EA)3 �1 −

X
S
−

1
2
�

Z
S
�
2

� −
EAW2S2

24
�TX2 

              − (EA)2W2S2

12
TX −

(EA)3W2S2

24
= 0                              … (3-26) 

 

                        … (3-27) 
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上記の①と②の状態の間の境界X1（海底での索のたるみがなくなるときの X） 
 

                        … (3-28) 

 
上記の②と③の状態の間の境界X2（索の海底を這う部分がなくなるときの X） 
 

                … (3-29) 
 
 上記の式を表 3-3 のパラメータを用いて解き，X の変化に伴うTXの変化を計算した結果を

図 3-18 に示す。ここで，索張力 T はTXとTZの二つの力の合力である。係留索の破断は T≧
MBL となったときに発生するが，船舶の衝突時に風力発電施設に働く環境外力および船舶

衝突による荷重はほぼ水平方向にのみ働くので，T≒MBL となるときの X およびTXの値を読

み取り，X が初期位置からこの位置まで移動するために必要となるエネルギーをTXの積分に

よって求めると，係留索の破断に必要なエネルギーとなる。しかし船舶の衝突による破断の

判定をする際，環境外力は力で与えるのに対し，船舶の衝突による荷重はエネルギーで与え

るため，それぞれ別に考える必要がある。この考え方の説明に当たり，図 3-18 の横軸を初

期位置からの移動量 X[m]，縦軸を初期張力からの水平方向張力の増加分FX[kN]として描き

直したものを，図 3-19 に示し，これを利用して係留索の破断に至る荷重・エネルギーの考

え方を図 3-20 に示す。ただし，本研究の設定では MBL は環境条件によって異なる。ここ

では海域 No.1 の環境条件を用いて計算した例を示す。 
 

 
図 3-18 アンカー点を原点とした場合の係留索の移動距離と移動に伴う索張力の変化 

（ここでの X は，解析対象エリアの X とは異なり，アンカー位置から浮体の係留索取り付け

点を結んだ方向を指す。） 
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 図 3-20 において，T≒MBL となるときのTXをTXMBL，このときの荷重をFXMBL，初期張力

をTiniとおくと， FXMBL = TXMBL − Tiniとなり，このときの初期位置からの移動量をXMBLとお

く。まず，初期状態に環境外力のみが働いている状態を考え，環境外力による荷重をFenv，

この力による浮体の移動量をXenvとおく。 
 次に浮体がXenvの位置からXMBLまで移動するのに必要なエネルギーを求め，船舶衝突によ

るエネルギーと比較する。ただし，上記の初期張力と環境外力のみが働いている状態で浮体

がXenvの位置に停止していても，環境外力は働き続けていると考えられるので，船舶衝突に

よるエネルギーで浮体が移動し始めた場合，その移動に伴うエネルギーには環境外力による

エネルギーも含まれていると考えられる。従って，船舶衝突によるエネルギーと比較するの

は，この環境外力によるエネルギーを差し引いた，図 3-20 のオレンジ色で塗りつぶされた

面積で示されるエネルギーEbである。（このEbの下の長方形部分Eenvdが，船舶衝突エネルギ

ーによって浮体が移動し始めたあとの環境外力による浮体の移動エネルギーを表している。）

このEbの 3 倍を超えるエネルギーが船舶の衝突によって発生すると，風力発電施設の漂流に

至ると仮定する。 
 

 
図 3-19 浮体の初期位置を原点とした場合の係留索の移動距離と移動に伴う索張力の変化 

 
 ここで，浮体のどの方向から外力が加わるかによって係留索の破断に必要なエネルギーが

変化するのではないかとの疑問が出てくる。本研究では 3 本係留を仮定しており，このうち

の 1 本に沿った方向に荷重が加わる場合と，2 本の中間位置から荷重が加わる場合でどのよ

うに相違があるか，以下に検証を行う。 
 
(1) 1 本の係留索と同一線上に荷重が加わる場合 
 この場合の係留索と荷重の方向を図 3-21 に示す。 
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図 3-20 係留索の破断に至る荷重・エネルギーの考え方（図 3-19 の一部を拡大して作成，

破断荷重や初期張力は海域 No.1 の環境条件を用いて設定したもの） 
 

 
図 3-21 1 本の係留索と同一線上に荷重が加わる場合の係留索と荷重の方向 

 
 この場合は，1 本の係留索について，アンカー点と浮体への取り付け点を結ぶ直線上での

移動のみを考えれば良いので，上記の方法でEbを求めれば良い。一例として環境外力による

荷重をFenv =1,000 [kN]として計算すると，この荷重により図 3-21 の上部の係留索には初期

張力から 1,000 kN の張力が増加し，このとき浮体の初期位置からの水平方向移動量は

Xenv =30.3 [m]と求められる。また，この位置に至るまでの浮体移動に必要なエネルギーは

Eenv =12,617 [kJ]となる。 
 次に，この状態から船舶の衝突によるエネルギーEdsが加わると， Fenv =1,000 [kN]の力が

働き続けたまま浮体が移動し始めるので，もし係留索破断に至る浮体位置XMBL＝60.9 [m]ま
で浮体が移動した場合には，この環境外力による移動エネルギーとして， 
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Eenvd = Fenv × (XMBL − Xenv) = 1,000 × �60.9－30.3� = 30,600 [kJ]     … (3-30) 

 
が働くことになる。一方，単に浮体移動距離がXMBLになるまでの初期位置からの移動に必要

なエネルギーを求めると，EX(XMBL) =119,475 [kJ]となり，このエネルギーから上記のエネ

ルギーを全て引くと， 
 

Eb = EX(XMBL)− Eenv − Eenvd = 119,475− 12,617 − 30,600 = 76,258 [kJ]   … (3-31) 
 
が残るので，船舶の衝突によるエネルギーがこれを超えると図 3-21 の上部の係留索 1 本が

破断することになる。 
 
(2) 2 本の係留索の中間に荷重が加わる場合 
 この場合の係留索と荷重の方向を図 3-22 に示す。 
 

 
図 3-22 2 本の係留索の中間に荷重が加わる場合の係留索と荷重の方向（左）とこの荷重に

よる浮体の移動後の状態（右） 
 
 この場合，浮体の移動方向は浮体と係留アンカーをつなぐ方向と同一ではないので，2 本

の係留索への力の配分と，その力によるそれぞれの係留索の水平方向長さの変化を求める必

要がある。図 3-22 の右図のように，荷重FYによって浮体が移動した後の状態を考え，初期

状態での 2 本の係留索のアンカーから浮体までの水平方向距離が X，荷重FYによる移動後の

距離が X’， 荷重FYが加わる方向での浮体移動距離を Y とすると，X と Y の間の角度は 120
度なので，X’と Y はどちらかが分かればもう一方も余弦定理により計算可能となる。 
 Y 方向にFenv[kN]の力が働いて浮体が Y[m]移動したとき，移動後の係留索に働く張力 T
は，浮体の水平方向移動距離 X’[m]に対する張力と考えれば良い。この張力は手前側の係留

索 2 本に等しく働くので，T から初期張力Tiniを引いた力の Y 方向成分の 2 倍がFenvと釣り

合うことになる。以上の関係を利用し，FYと T の関係を示したのが図 3-23 であり，Y とFYの
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関係を示したのが図 3-24 である。2 本の係留索が破断するときの荷重FYMBLは図 3-23 から

求められ，T = TXMBLとなるときFYMBL = 17,390[kN]となり，このときの Y は 106.5 m であ

る。 
 先に示した 1 本の係留索と同一線上に荷重が加わる場合と同様に，一例としてFenv =1,000 
[kN]の場合を考えると，図 3-24 よりこのときの浮体の移動量はYenv =52.0[m]と求められる。

また，この位置に至るまでの浮体移動に必要なエネルギーはEenv =20,768 [kJ]となる。 
 次に，この状態から船舶の衝突によるエネルギーEdsが加わると， Fenv =1,000 [kN]の力が

働き続けたまま浮体が移動し始めるので，もし係留索破断に至る浮体位置YMBL＝106.5 [m]
まで浮体が移動した場合には，この環境外力による移動エネルギーとして， 
 

Eenvd = Fenv × (YMBL − Yenv) = 1,000 × �106.5－52.0� = 50,300 [kJ]    … (3-32) 
 
が働くことになる。一方，単に浮体移動量がYMBLになるまでの初期位置からの移動に必要な

エネルギーを求めると，EY(YMBL) =238,777 [kJ]となり，このエネルギーから上記のエネル

ギーを全て引くと， 
 

Eb = EY(YMBL)− Eenv − Eenvd = 238,777− 20,768 − 50,300 = 167,709 [kJ]  … (3-33) 
 
が残るので，船舶の衝突によるエネルギーがこれを超えると図 3-22 の下部の係留索 2 本が

破断することになる。 
 この結果を先に示した 1 本の係留索と同一線上に荷重が加わる場合と比べてみると，約 2
倍のエネルギーになっている。このことから，船舶の衝突による係留索 1 本あたりの破断に

必要なエネルギーはどちらの場合もほぼ同じであることが示された。さらに，それぞれの場

合にFenvの大きさを変えて検討した結果を図 3-26 に示す。これらの図から，Fenvが大きい範

囲では，同じ大きさの環境外力が働いたとき係留索 1 本あたりが吸収できる残りのエネルギ

ーは後者の方がやや大きいが，両方の場合においてほぼ同じ結果が得られることが分かった。 
 
 以上の検討結果より，1 本の係留索に沿った方向に荷重が加わる場合と，2 本の中間から

荷重が加わる場合では，係留索の破断に必要なエネルギーは大きく変わらないことが示され

たので，本研究では荷重の加わる方向に関わらず，全ての条件について同じ評価方法を用い

て風力発電施設の漂流を判定することにする。 
 ただし，ここでは環境外力や船舶の衝突による荷重が全て同一方向から加わることを前提

としているが，実際には各荷重が別々の方向から加わる場合もあり，また，荷重の加わる方

向も 1 本の係留索に沿った方向や 2 本の係留索のちょうど中間ではなく，2 本の間のどちら

か一方の係留索に近い場所から加わることもあるため，本来はより詳細な解析を行う必要が

ある。しかし，このような詳細な係留索の挙動を解析するためのプログラムは，既に数多く

存在するため，本研究ではこれを詳細に解くことはせず，上記の検討により，簡易的な解析

法として全方向について同じ評価方法を用いることを提案する。 
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図 3-23 2 本の係留索の中間に加わる荷重の大きさFYとそれぞれの係留索に働く張力 T と

の関係（海域 No.1 の環境条件を用いて設定した場合） 
 

 
図 3-24 2 本の係留索の中間に加わる荷重の大きさFYと浮体の移動距離 Y との関係（海域

No.1 の環境条件を用いて設定した場合） 
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図 3-25 2 本の係留索の中間に荷重が加わる場合の係留索の破断に至る荷重・エネルギーの

考え方（図 3-24 の一部を拡大して作成，海域 No.1 の環境条件を用いて設定した場合） 
 

 
図 3-26 環境外力の大きさと係留索 1 本あたりが吸収できる残りのエネルギーの関係（海

域 No.1 の環境条件を用いて設定した場合） 
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 漂流船舶が風力発電施設に衝突した際の各荷重やエネルギーの算出方法を以下に説明する。

上述の通り，係留索に働く荷重には，衝突エネルギーによって浮体が移動することによる荷

重，衝突後の船舶が浮体と一体となったまま船体に受け続ける環境外力，風力発電施設自身

が受ける環境外力の 3 種類が考えられる。このうち，2 つ目および 3 つ目の荷重を合わせた

ものがFenvである。Fenvのうち，2 つ目をFenvs，3 つ目をFenvfとおく。また，1 つ目の運動エ

ネルギーは上述の通りEdsで表され，それぞれ以下に計算方法を示す。 
 
  ＜Fenvsの計算方法＞ 
 漂流船舶の場合，推進力や操縦能力を失っていると考えられるため，風力発電施設に衝突

した後も両者が一体となって環境外力を受け続ける可能性が高い。従って，この場合は衝突

によって与えられる運動エネルギーだけでなく，船舶が受け続ける環境外力も考慮する必要

がある。pSDWの計算方法の説明においても述べたように，漂流方向は風の吹く向きと同一で

あり，船舶の長手方向に対して直角に風を受けて漂流することとしているので，漂流後もそ

のままの状態で風を受け続けると仮定する。このとき，船舶は風力発電施設に接触している

ため，その位置をほぼ固定されているので，風で押されることによって発生する逆向きの流

体抗力は発生しないと考える。また，海潮流によって発生する抗力も受け，その抗力係数は

風向と海潮流向の差，つまり船舶の長手方向に対する海潮流の方向によって変化する。 
 風による抗力Fws�������⃗は，pSDWの計算時と同様に 
 

Fws�������⃗ = 1
2
ρaL2CDwVw�����⃗ �Vw�����⃗ �                      … (3-34) 

 
で表され，船舶の長手方向に対して垂直に働くのでCDw = 0.1である [41]。 
 一方，海潮流による抗力Fcs�����⃗は，風によって漂流する船舶が受ける流体抗力と同様に， 
 

Fcs�����⃗ = 1
2
ρwLdCDcVc���⃗ �Vc���⃗ �                       … (3-35) 

 
と表される。抗力係数CDcは上野らの実験結果 [41]を参考に，表 3-7 のように定める。表中

に記載のない角度の抗力係数は内挿して使用する。 
 以上の手順でで求めたFws�������⃗とFcs�����⃗を合成すると，衝突後の船舶が受け続ける環境外力が求め

られる。 
 
  ＜Fenvfの計算方法＞ 
 風力発電施設自身が受ける環境外力も考慮する必要がある。船舶が受ける環境外力と同様

に風と海潮流による抗力を考慮すると，まず風抗力Fwf������⃗は， 
 

Fwf������⃗ = 1
2
ρaAafCDwfVw�����⃗ �Vw�����⃗ �                    … (3-36) 

 
で表される。ここで，Aafは風力発電施設の空中部投影面積[m2]， CDwfは風抗力の抗力係数[-]
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であるが，これらは風力発電施設の各部によって異なる。つまり，風車のロータ部，タワー

部，ナセル部があり，それぞれについて投影面積と抗力係数を求めて合計する必要がある。 
 

表 3-7 風向と海潮流向の差と海潮流による外力の抗力係数の関係 
風向と海潮流向の差|θw − θc| 抗力係数CDc 

0° or 180° 0.80 
10° or 170° 0.80 
20° or 160° 0.75 
30° or 150° 0.75 
40° or 140° 0.65 
50° or 130° 0.60 
60° or 120° 0.40 
70° or 110° 0.20 
80° or 100° 0.050 

90° 0.0 
 
 よって，風抗力と抗力係数の積は 
 

AafCDwf = ArCTr + AtCDt + AnCDn                … (3-37) 
 
と表される。ここで，Ar：ロータ面の面積[m2]，CTr：ロータ面のスラスト係数[-]，At：タワ

ー部の投影面積[m2]，CDt：タワー部の抗力係数[-]，An：ナセル部の投影面積[m2]，CDn：ナ

セル部の抗力係数[-]である。ただし，風車はダウンウィンド型であるため，常に風向に対し

てロータ面が直交しているため，風抗力は風向によって変化しない。 
 タワー部の太さは NREL 報告書 [50]より，最も細いナセル付近が 3.87 m，最も太い根も

との部分が 6.0 m とする。本来は太さの変化を考慮して正確な面積を求めるべきだが，ここ

では簡単のため太さは均一で 5.0 m とする。また，ナセル部は表 3-1 の通り，(L)12.5 [m]
×(B)4.0 [m]×(H)4.0 [m]であるが，これはタワーの幅とほぼ同じのため，タワー部と一緒に

長方形の一部として抗力を計算することとする。よって， 
 

At + An = (87.6 + 4.0) × 5.0 = 458               … (3-38) 
 
となる。また，抗力係数は， 
 

CDt = CDn = 1.2                        … (3-39) 
 
とする。一方，ロータ面の風抗力についてはカットイン風速未満，風車回転中，カットアウ

ト風速を超える場合の 3 通りで考える必要がある。まず，風車のカットイン風速未満の場合
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はAr =ブレードの幅×長さ×枚数，CTr =1.1（正方形板の抗力係数 [51]）とし，ブレード幅

は回転中心からの距離によって変化するが，ここでは NREL 報告書 [50]を基に平均値とし

て 3.4 m に設定した。ブレード長さは表 3-1 の通り 62.5 m であるから， 
 

Ar = 3.4 × 62.5 × 3 = 637.5                 … (3-40) 
 
となる。次に風車回転中のArについては，表 3-1 の通りロータ径が 128.0 m であるから，明

らかにAr =12,868 である。このとき，風車はブレードピッチコントロールを行っているため，

CTrは風速によって異なるので， 
CTr = CTr(Vwi)                        … (3-41) 

 
と表される。風速VwとCTrの関係を，図 3-27 に示す。これを基に風速ごとにスラスト係数を

設定する。 
 最後に，風車のカットアウト風速を超える場合はフェザリング状態と考え，Ar =ブレード

の翼厚×長さ×枚数，CTr =0.005 [52]とした。翼厚も回転中心からの距離によって変化し，

中心に近い部分は断面が円形であるのに対し，翼端では偏平になっている。本来は翼を細か

く分割し，各要素で翼厚を変化させて積分してArを求めるべきであるが，詳細なデータがな

く，また，フェザリング時は抗力係数も小さく，風車の風抗力全体に対する寄与度も小さい

ため，本研究では平均で 1.0 m と仮定した。つまり， 
 

Ar = 1.0 × 62.5 × 3 = 187.5                  … (3-42) 
 
と定める。 
 

 

図 3-27 風速とスラスト係数の関係 
（NREL 報告書 [50]を参考に作成） 
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 次に，海潮流による抗力Fcf�����⃗ [N]は， 
 

Fcf�����⃗ = 1
2
ρwAwfCDcfVc���⃗ �Vc���⃗ �                     … (3-43) 

 
と表される。ここで，Awf：浮体の水中部投影面積[m2]，CDcf：海潮流による抗力の抗力係数

である。本研究で対象とする三角形セミサブ型浮体は図 3-2 の通り，正面から見た場合と真

横から見た場合で投影面積が異なる。真横から見た場合の角度を 0°，正面から見た場合の

角度を 90°とすると，これらの 180°反対方向から見た場合の投影面積はそれぞれ等しいは

ずなので，0°のときと 180°のとき，90°のときと 270°のときの投影面積がそれぞれ等

しくなる。さらに，対象浮体は正三角形のため，60°ごとに同じ投影面積になることを考慮

すると，30°ごとに 2 種類の投影面積が交互に現れることになり，図 3-28 のように，左の

図において青矢印で示される角度からの投影面積は右上図，オレンジ矢印で示される角度か

らの投影面積は右下図のようになる。 
 

 

図 3-28 三角形セミサブ浮体に対する海潮流の方向（左）と断面積（右） 
（右上：左図でオレンジの矢印の方向から海潮流が入射する場合，右下：左図で青矢印の方

向から海潮流が入射する場合） 
 

 この図から，海潮流による抗力の働く投影面積は 
 

Awf = � 6 × 82 + (15− 6) × 12 × 3 = 816        (θc = 0° + 60°n (n = 0,1,⋯ ,5))
6 × 72.62 + (15− 6) × 12 × 2 ≒ 652     (θc = 30° + 60°n (n = 0,1,⋯ ,5))  … (3-44) 

 
と表される。30°より小さい間隔で海潮流向を与える場合は，最も近い角度の場合の投影面

積を使うことにする。また，抗力係数は船舶と同様にCDcf = 0.8とする。 
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 以上により風力発電施設自身が受ける風抗力と海潮流による抗力が求められるので，これ

らを合成して風力発電施設自身が受ける環境外力が求められる。 
 
  ＜Edsの計算方法＞ 
 船舶衝突時の運動エネルギーを求めるには船舶の質量（排水量）m[kg]と速度[m/s]が必要

になるが，船舶の質量はpSDWの計算時にパラメータとして用いた船舶の階級から，以下の回

帰式 [42]を用いて変換できる。 
 

m = 1.1389 × is                      … (3-45) 
 
 また，船舶の漂流速度 v[m/s]も，pSDWの計算時にそれぞれの環境条件と船舶サイズで求め

られているので，これらを用いて運動エネルギーが計算できる。施設との衝突後の運動エネ

ルギーは，運動量保存則を用いて衝突後に両者が一体となって移動する速度 V[m/s]を求め，

これと両者の合計質量を用いて求めることができる。 
 運動量保存則より衝突前の運動量と衝突後の運動量は釣り合うから， 
 

m(1 + am)v = {m(1 + am) + M(1 + AM)}V           … (3-46) 

V = m(1+am)
m(1+am)+M(1+AM) v                      … (3-47) 

 
となる。ここで，am：船舶の付加質量係数[-]（漂流の場合は船側からの衝突なので 0.4 とす

る [53]），AM：風力発電施設の浮体の付加質量係数[-]（3 本の円柱と考えて 1.0 とする [54] 
），M：風力発電施設の質量[kg]である。 
 求められた衝突後の速度Vを下記の式に代入すると衝突後の運動エネルギーが求められる。 
 

Eds＝
1
2

{m(1 + am) + M(1 + AM)}V2              … (3-48) 
 
 この運動エネルギーがEbの 3 倍より大きい場合，風力発電施設が漂流すると判断される。 
 このとき，船舶の質量 m と漂流速度 v，および環境外力は変数であるため，pSDWと同時に

計算する必要がある。pSDWの計算方法の説明で述べたように，船舶サイズの存在割合と環境

外力の発生頻度を組み合わせて船舶漂流速度を求め，施設に衝突すると判断された場合にの

みpWD1の計算に進み，施設への衝突後の運動エネルギーと船舶が受け続ける環境外力を計算

して施設の漂流の有無を判断する。漂流すると判断された場合，このときの環境条件の組み

合わせの出現頻度と船舶サイズの存在割合を掛け合わせることで，この条件の発生確率が求

められ，これがpWD1となる。施設漂流確率を漂流船舶が衝突した場合の条件付き確率として

求めるには，上記で求められた確率をp11で割る必要があり，これをp13_1とする。 
 p11とp13_1を同時に求める計算フローを図 3-29 に示す。 
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図 3-29 p11(i, j)およびp13_1(i, j)の計算フローチャート 
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3.3.4.  操船ミス船舶の衝突による風力発電施設の漂流確率 

 操船ミスにより船舶が衝突した場合の風力発電施設漂流確率をP13_2(i, j)とおくと， 
 

P13_2(i, j) = �����{δWD2(i, j,θw, vw,θc, vc, is, v) × pWD2(θw, vw,θc, vc, is, v)}
isvcθcvwθw

 

… (3-49) 
ただし， 
δWD2 = 

�
1 (Eall ≤ {Eenvf(θw, vw,θc, vc) + Eenvd(i, j, k, l,θw, vw,θc, vc, is, v) + Eds(i, j, θw, vw,θc, vc, is, v)})
0 �上記以外の場合�                                                     

… (3-50) 
 

 ここで，δWD2(i, j,θw, vw,θc, vc, is, v)：ある環境条件(θw, vw,θc, vc)においてサイズ is の船舶

がある地点(i, j)に設置された風力発電施設に，操船ミスにより速度 v で衝突した場合の施設

漂流判定関数，pWD2(θw, vw,θc, vc, is, v)：操船ミスにより衝突する船舶のサイズが is，衝突時

の航行速度が v であり，かつ衝突時の環境条件が（θw, vw,θc, vc）である確率，v：操船ミス

により風力発電施設に衝突する船舶の航行速度である。これを含むP13_2(i, j)の計算方法を以

下に示す。 

 

 操船ミスによる船舶の衝突時における風力発電施設の漂流の有無は，船舶の衝突による運

動エネルギーと風力発電施設自身が受ける環境外力によって判断される。前項の漂流船舶の

衝突の場合と異なる点としてまず，船舶が衝突後も受け続ける環境外力を考慮する必要がな

いことが挙げられる。これは，操縦不能になっていると思われる漂流船舶の場合には衝突後

も施設から離れることが困難であるのに対し，操船ミスにより衝突した船舶は操縦が可能で

あると思われるので，その後直ちに施設から離れることができると考えたためである。 
 また，衝突時の運動エネルギーについても，操船ミスの場合は船舶自身が速力を持ってい

るという点と衝突面が船首になる点が，漂流船舶の衝突の場合とは異なる。前者については

航行速度の分布に関するデータがあればこれを利用し，各速力の割合を衝突速度の割合とし

て利用する。後者については，上述の通り，船舶の付加質量係数amは船首の場合 0.1 [53]と
なるので，これを利用して運動エネルギーを計算する。 
 
3.3.5. 設計条件を超える気象海象による風力発電施設の漂流確率 

 ある地点(i, j)に設置された風力発電施設の設計条件を超える気象海象による漂流確率を

P14(i, j)とおき，この確率の求め方について以下に考察する。 
 施設漂流の原因のひとつに，設計時の想定を超える気象海象条件による係留索の破断が考

えられる。設計時には 50 年再現期待値による荷重を推算し，これに安全率 2.0（準静的解析

の場合）を乗じて係留索の破断強度を決めることになっており [17]，表 3-3 に示した MBL
もこの基準に従って簡易的に算出したものであるが，この破断強度を超える環境外力の発生
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確率を求めることは困難である。例えば次章で説明する環境条件のうち，海域 No.1 の風速

出現頻度から推定された 50 年再現期待値は 37.53 m であるのに対し，100 年再現期待値は

39.98 m であり，再現期間が大きくなっても風速はそれほど大きくならない。波と海潮流も

同様の推定結果を用いて係留索に働く荷重を計算したところ，100 年再現期待値による荷重

でも係留索の破断には至らず，それ以外の海域の環境条件についても同様であった。このと

き利用した再現期待値の推算結果は，20 年分の予報値から推定したものであり，100 年より

さらに長い再現期間の極値を推定するには限界がある。そのため，係留索の破断荷重を超え

る環境条件の再現期間を求める，すなわち 1 年間発生確率を求めることは困難である。 
 以上の理由により，係留索が環境条件によって破断する確率を正確に求めることは困難で

あるため，ISO の基準 [55]により，年間 10－4の確率で破断すると仮定する。風力発電施設

は 3 本の係留索で係留されており，これらが全て破断するとその施設は漂流するが，1 本の

係留索が破断した状態での残りの係留索の破断確率は健全状態における確率と異なると思わ

れ，これを正確に評価することは困難である。しかし，係留索の破断に至るような環境条件

がある程度の継続時間をもって施設に作用する場合，全ての係留索にこの外力が働くことに

なり，1 本の索破断後には残りの索にかかる張力が増し破断しやすくなっていると推測され

ることから，年間 10－4 の確率で施設漂流が発生すると仮定することとする。また，本研究

では施設の設置候補海域内で環境条件が同一であると仮定しているため，この確率は全ての

地点(i, j)で等しいことになる。 
 なお，3 本の係留索が破断する原因は同一とし，自然条件と船舶の衝突の複合は考えない。 
 よって，以下のように設定する。 
 

P14(i, j) = 1.0 × 10−4                       … (3-51) 
 
3.3.6. 風力発電施設の漂流による沿岸施設への衝突 

 ある地点(i, j)に設置された風力発電施設が漂流した場合の沿岸施設への衝突確率をP15(i, j)

とおくと，P15(i, j)は下記の式で表される。 
 

P15(i, j) = �����{δWDF(a, b, i, j, θw, vw,θc, vc) × pWDF(θw, vw,θc, vc)}
isvcθcvwθw

 

  … (3-52) 
ただし， 

δWDF = �
1 (θR(a, b, i, j) ≤ θ(θw, vw,θc, vc) ≤ θL(a, b, i, j))
0 �上記以外の場合�             

       … (3-53) 

 
 ここで，δWDF(a, b, i, j, θw, vw,θc, vc)：ある環境条件（θw, vw,θc, vc）においてある地点(i, j)
から漂流した風力発電施設の，ある地点(a, b)に存在する沿岸施設への衝突判定関数，

pWDF(θw, vwi,θc, vc)：漂流時の環境条件が（θw, vw,θc, vc）である確率，θR(a, b, i, j)：ある地

点(i, j)から見た(a, b)にある沿岸施設の右端の方角，θL(a, b, i, j)：ある地点(i, j)から見た(a, b)
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にある沿岸施設の左端の方角，θ(θw, vw,θc, vc)：環境条件（θw, vw,θc, vc）における風力発電

施設の漂流方向である。各変数の算出方法は以下の通りである。 
 
 δWDF(a, b, i, j, θw, vw,θc, vc)：ある地点(i, j)から漂流した風力発電施設の，ある地点(a, b)に

存在する沿岸施設への衝突判定関数 
 pWDF(θw, vw,θc, vc)：漂流時の環境条件が（θw, vw,θc, vc）である確率 

 
 説明の都合上，上記 2 つの説明をまとめて行う。 
 ある地点(i, j)から漂流を開始した風力発電施設の漂流方向が，ある地点(a, b)に存在する沿

岸施設の衝突範囲内に含まれる場合，漂流施設が沿岸施設に衝突すると判断される。衝突範

囲は風力発電施設の浮体幅および沿岸施設の幅を考慮して，沿岸施設の種類ごとに定める。

沿岸施設の幅については後述する。風力発電施設の漂流方向は当該海域の環境条件によって

変化し，(i, j)と(a, b)の位置関係によって衝突と判定されるかどうかが異なるので，(i, j)と(a, 
b)，風向θw，風速vw，海潮流向θc，海潮流速度vcの関数としてδWDF(a, b, i, j,θw, vw,θc, vc)と

表すことができる。ただし，波漂流力は風や海潮流による漂流力と比べて小さいので無視す

ることとする。また，風や海潮流については定常状態のみを考える。 
 風力発電施設の漂流方向については，風力発電施設が受ける風抗力と，風漂流力による施

設浮体の移動によって生じる流体抗力のつり合いから，定常状態での風による施設の漂流ベ

クトルが計算され，これに海潮流による漂流ベクトルを合成することで求められる。これら

抗力は投影面積に比例するが，これは風力発電施設の各部によって異なる。 
 上記で計算された漂流方向が(a, b)に存在する沿岸施設の左端と右端の方向の間にある場

合は風力発電施設が沿岸施設に衝突すると判断され，δWDF = 1となる。一方，漂流方向がこ

れらの間にない場合はδWDF = 0となる。 
 このときの環境条件の組み合わせの出現頻度を全て掛け合わせることで，この条件の発生

確率が求められ，これがpWDF(θw, vwi,θc, vc)となる。 
 この計算を全ての環境条件の組み合わせで行い，沿岸施設に衝突する条件の発生確率を積

算して行くと，ある地点(i, j)から漂流した風力発電施設がある地点(a, b)に存在する沿岸施設

に衝突する確率となる。これを全ての風力発電施設設置候補地点(i, j)について行えば，施設

設置位置による沿岸施設への衝突発生確率の違いが把握できる。 
 これらの計算のフローを図 3-30 に示すとともに，計算方法を以下に説明する。 
 
 計算方法はpSDWの場合とほぼ同じだが，漂流物が船舶ではなく風力発電施設であり，漂流

の開始地点および衝突先も異なる。後者は単にそれぞれの座標を変更するだけで良いが，前

者は投影面積や抗力係数を，対象とする風力発電施設に合わせて変更する必要がある。 
 風車の風抗力は，P13_1(i, j)およびP13_2(i, j)の計算過程で説明したように， 
 

Fwf������⃗ = 1
2
ρaAafCDwfVw�����⃗ �Vw�����⃗ �  �再掲�                … (3-54) 
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図 3-30 p15(i, j)の計算フローチャート 

 
と表される。また，風によって風力発電施設が漂流することにより水中部が受ける流体抗力

はpSDWの場合と同様に， 
 

Fdwf��������⃗ = 1
2
ρwAwfCDdwVdw�������⃗ �Vdw�������⃗ �                  … (3-55) 

 
と表される。ただしAwfは風力発電施設の浮体の水中部投影面積であり，式(3-44)で表される。 
 Fwf������⃗およびFdwf��������⃗の 2 つの力のつり合いからVdw�������⃗を算出し，この逆方向のベクトルが風による

漂流ベクトルとなる。これと海潮流による漂流ベクトル（海潮流ベクトルと同一）を合成し

て，風力発電施設の漂流ベクトルが求められる。このベクトルの向きが，(a ,b)に設置された

沿岸施設の，(i, j)から見た左端の方角から右端の方角の間に含まれる場合，漂流した風力発
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電施設の沿岸施設への衝突が発生すると判断される。 
 なお，沿岸施設が複数ある場合は，衝突する施設によって被害が異なるため，それぞれへ

の衝突確率を別々に算出しておく。 
 
3.3.7. 風力発電施設の漂流による船舶航路への侵入確率 

 ある地点(i, j)に設置された風力発電施設が漂流した場合に，これが航路に侵入する確率を

P16(i, j)とおくと，P16(i, j)は下記の式で表される。 
 

P16(i, j) = ������{δWDR(k, i, j,θw, vw,θc, vc) × pWDR(θw, vw,θc, vc)}
isvcθcvwθwk

 

… (3-56) 
ただし， 

δWDR = �
1 (θR(k, lmin, i, j) ≤ θ(θw, vw,θc, vc) ≤ θL(k, lmax, i, j))
0 �上記以外の場合�                         

     … (3-57) 

 
 ここで，δWDR(k, i, j,θw, vw,θc, vc)：ある環境条件(θw, vw,θc, vc)においてある地点(i, j)から

漂流した風力発電施設の， x = k の直線上に位置する航路への侵入判定関数，

pWDR(θw, vw,θc, vc)：漂流時の環境条件が(θw, vw,θc, vc)である確率，θR(k, lmin, i, j)：(i, j)か
ら見た航路の右端の方角，θL(k, lmax, i, j)：(i, j)から見た航路の左端の方角，θ(θw, vw,θc, vc)：

環境条件(θw, vw,θc, vc)における風力発電施設の漂流方向である。ただし lmin および lmax
は，それぞれ航路の南端および北端の y 座標である。 
 漂流方向の計算方法はP15(i, j)と同じであり，漂流先が沿岸施設ではなく航路になるという

点が異なる。ただし，航路への侵入の場合は 1 つの座標の方向への漂流で考えるのではなく，

航路の南端から北端までの範囲に漂流した場合に侵入と判定する。つまり，本研究での航路

と風力発電施設設置位置の設定では，風力発電施設の漂流開始地点(i, j)から見た航路の南端

(k, 1)の方向がθR(k, lmin, i, j)，北端(k, lmax)の方向がθL(k, lmax, i, j)となる。 
 この計算のフローを図 3-31 に示す。 
 
3.3.8. 船舶航路への侵入による船舶への衝突確率 

 航路に風力発電施設が航路に侵入した場合の，施設と航行船舶との衝突確率をP17とおき，

以下にその求め方について考察する。 
 航路侵入後の船舶との衝突確率は航路上のどの断面に侵入したかによって確率が異なる可

能性があるが，ここでは簡単のため，解析対象エリア内では同一航路内のどの位置に侵入し

ても同じ確率で船舶に衝突すると仮定する。 
 通常，航路内に風力発電施設が侵入しても，船舶が障害物に気付いて避航すると考えられ

るが，見張り不十分や視界不良，レーダー・GPS 等の機器故障等によって衝突してしまう可

能性はある。また，風力発電施設が漂流すると，電源供給ができなくなり，航空障害灯の消

灯によって夜間は目視での確認が困難になることが予想される。 
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図 3-31 P16(i, j)の計算フローチャート 

 
 この状態では，風力発電施設が固定されておらず，通常の船舶のように移動している状態

のため，これを通常の船舶と考えることで，この確率を船舶同士の衝突確率に近似すること

とする。船舶同士の衝突確率について，小田野ら [56]がまとめた 500 トン以上の船舶同士の

衝突確率は7.4 × 10−4であり，本研究ではこれを航路に侵入した風力発電施設と船舶との衝

突確率と考えることとする。 
 よって，以下のように設定する。ただしP17は(i, j)に依存しない。 
 

P17 = 7.4 × 10−4                         … (3-58) 
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3.4. 各リスクの被害金額の算出方法 

 以下に，各リスクの被害金額の算出方法を説明する。 
 
3.4.1. 船舶の衝突による風力発電施設の被害金額 

 風力発電施設の建設等にかかった費用は，運用後の売電収入によって賄われるように計算

されているはずである。従って，衝突による被害を考える際，浮体への亀裂や破口の発生に

よる修理費用のほか，修理期間中に売電収入が得られなくなることに対する損害が大きいと

考えられる。よって，この被害額s11[万円]は以下のように売電収入の計算式として定める。 
 

s11 = WP × RW × 24 × Ic × TW                  … (3-59) 
 
 ここで，WP：風車の定格出力[kW]，RW：設備利用率，Ic：売電価格[万円/kWh]，TW：修

理期間[日]を示す。なお，売電価格は固定価格買い取り制度（FIT）による 36 円/kWh とす

る。 
 
3.4.2. 風力発電施設の漂流による被害金額 

 前項と同様に売電収入が得られなくなることによる損害として考え，漂流の場合は施設の

全損として，残りの供用期間で得られるはずであった売電収入を被害額として算出する。こ

の被害額s13[万円]は以下の式で表される。 
 

s13 = WP × RW × 24 × 365 × Ic × Tr               … (3-60) 
 
 ただし，Trは残りの供用期間[年]である。 
 
3.4.3. 風力発電施設の衝突による沿岸施設の被害金額 

 対象海域内の沿岸部で衝突による被害を受けそうな施設を選び，その被害額を推定して設

定する。本研究は漁業施設，藻場等の生態系サービス，石油備蓄基地に着目し，これらの被

害額の推定方法を以下に述べる。 
 
3.4.3.1. 生簀等の漁業施設 

 風力発電施設の衝突による生簀等の漁業施設の被害額をs15f[万円]とおくと，以下の式で表

すことができる。 
 

s15f = VaNa + mfVfNfNa                     … (3-61) 
 
ここで，Va：生簀 1 台の金額[万円/台]，Na：生簀台数[台]，mf：生簀内の魚類 1 匹あたりの

出荷時の質量[kg/匹]，Vf：生簀内の魚類の出荷時金額[万円/kg]，Nf：生簀 1 台で飼育する魚

類の匹数[匹/台]である。 
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3.4.3.2. 藻場等の生態系サービス 

 風力発電施設が沿岸部に衝突することによって，衝突先の海底地形が変化したり，海底に

生息していた動植物に損傷を与える可能性がある。動物は逃避が可能であるため，直接的な

損傷は受けにくいと考えられるが，海底地形の変化による生息環境の悪化や，海底に生息す

る植物の損傷によって藻場に生息する生物が減少するなどの被害が考えられる。 
 本研究ではこれらの金額換算手法自体を詳細に検証することはしないが，比較的定量評価

がしやすい藻場の生態系サービスとしての価値を考えることにする。この被害額をs15sw[万
円]とおくと，以下の式で表すことができる。 
 

s15sw = VswRdyAsw
10,000

                      … (3-62) 

 
 ここで，Vsw：単位面積あたりの藻場の生態系サービスとしての価値[ドル/ha/年]，Rdy：ド

ルから円への換算係数，Asw：被害を受ける藻場面積[ha]である。 
 
3.4.3.3. 石油備蓄基地 

 日本国内にはいくつかの石油備蓄基地があり，原油国の政情不安や原油価格の高騰などの

リスクに備えている。その中でも長崎県の上五島には，石油備蓄船を利用した備蓄基地があ

り，洋上に設置されている。このような施設に風力発電施設が衝突すると，施設の損傷によ

って石油が流出する恐れがある。ここでは回収コストおよび石油による海洋汚染の代表例と

して藻場へのダメージを考える。藻場へのダメージはすぐには回復しないものと考えられる

ため，原状回復までにかかる期間も考慮する。 
 海洋流出油の回収コストCo[ドル]は，データベースから求められた以下の回帰式 [57]を用

いて表すことができる。 
 

Co = 42301.0 × (Vo × 0.85)0.7233                … (3-63) 
 
 ここで，Vo：石油流出量[kL]であり，これに 0.85 を乗じているのは流出量の単位を kL か

らトンに変換するためである。これを万円に換算し，上述の藻場の生態系サービスへのダメ

ージを合わせて，石油備蓄基地に風力発電施設が衝突した際の被害額s15O[万円]を表すと下記

のようになる。ただし，YRは原状回復までにかかる期間[年]である。 
 

s15O = (Co + VswAswYR) Rdy
10,000

                    … (3-64) 

 
3.4.4. 風力発電施設の衝突による航行船舶の被害金額 

 風力発電施設が漂流して航路に侵入し，貨物船に衝突した場合，船体の損傷に加え，貨物

の破損や輸送の遅延が生じる可能性がある。貨物については，ほとんどの場合，海運会社は
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海上保険に加入しており，貨物の破損等に対する補償が受けられることが多いと考えた。一

方，船体が損傷すると，修理が終わるまでの期間，貨物の輸送ができなくなり，用船料収入

が得られなくなる。これらを比較すると，後者の損害の方が大きいと考え，本研究では船舶

の修理期間の不稼働損失のみを考慮し，その期間の用船料の 8 割を風力発電施設の事業者が

負担することになると仮定する。この金額をs17[万円]とおくと，以下の式で表すことができ

る。 
 

s17 = 0.8VSURdyTS
10,000

                       … (3-65) 

 
 ここで，VSU：貨物船の用船料[ドル/日]，TS：船舶の修理期間[日]である。 
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4. 安全性に関するリスクの計算例と施設設置位置の決定方法 

 本章では前章で示した計算方法に従って，浮体式洋上風力発電施設の安全性に関するリス

クを定量評価した例を示し，その結果の考察を通して施設設置位置の決定方法の検討を行う。

まず第 4.1 節において計算条件を設定し，それらの条件で試計算を行った結果を第 4.2 節に

示すとともに計算結果の考察を行う。第 4.3 節では計算条件と計算結果の関係性について考

察を行い，これらの考察結果を踏まえて第 4.4 節で施設設置位置の決定方法を提案する。さ

らに第 4.5 節で，本研究で使用したモデルの不確実性の検証・考察を行った上で，最後に第

4.6 節で本章のまとめを行う。 
 
4.1. 計算条件 

 解析対象海域や風力発電施設，解析対象海域の環境条件や船舶の階級別出現頻度，漂流発

生確率，年間船舶通航量を下記のように設定する。 
 
4.1.1. 環境条件 

 環境条件には，海上技術安全研究所のデータベース †を利用し，太平洋側の海域を数ヶ所

選定し，その特徴が異なる 3 海域をサンプルとして計算に使用した。これらの 3 海域を海域

No.1～海域 No.3 と表す。以下に各海域の風向，風速，海潮流向，海潮流速の出現頻度分布

を示す。なお，ここでの風向，流向は，風が吹いてくる方向および海潮流が流れてくる方向

を指す。また，これらのデータは真北を 0°して時計回りに 360°で風向を示しているので，

方角の計算時には注意が必要である。 
 

 
図 4-1 海域 No.1 の風向別出現頻度分布 

                                                   
 
† 海上技術安全研究所では，日本気象協会から購入した波浪推算データと，海洋研究開発機構から購入した

JCOPE2 再解析データを利用し，統計処理等を行うことで 20 年間分の気海象統計データベースを整備して

いる。データベースの詳細は参考文献 [93]を参照されたい。 
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図 4-2 海域 No.1 の風速別出現頻度分布 

 
 
 
 

 
図 4-3 海域 No.1 の海潮流向別出現頻度分布 
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図 4-4 海域 No.1 の海潮流速別出現頻度分布 

 
 
 

 
図 4-5 海域 No.2 の風向別出現頻度分布 
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図 4-6 海域 No.2 の風速別出現頻度分布 

 
 
 
 

 
図 4-7 海域 No.2 の海潮流向別出現頻度分布 
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図 4-8 海域 No.2 の海潮流速別出現頻度分布 

 
 
 

 
図 4-9 海域 No.3 の風向別出現頻度分布 
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図 4-10 海域 No.3 の風速別出現頻度分布 

 
 
 

 
図 4-11 海域 No.3 の海潮流向別出現頻度分布 

 



83 
 

 

 
図 4-12 海域 No.3 の海潮流速別出現頻度分布 

 
4.1.2. 船舶の階級別出現頻度 

 ここでは船舶の種類は全て貨物船であると仮定して解析する。貨物船の階級別出現頻度は，

高橋ら [42]の調査において対象とされた貨物船の階級別割合を参考に，表 4-1 のように定め

る。 
 

表 4-1 対象海域を通航する貨物船の階級別存在比率 
階級（DWT） 

（以上）～（未満） 
階級の代表値 
（DWT） 

存在比率 

0~500 250 0.013 
500~1,000 750 0.023 

1,000~2,000 1,500 0.079 
2,000~3,000 2,500 0.073 
3,000~5,000 4,000 0.162 
5,000~10,000 7,500 0.154 
10,000~15,000 12,500 0.027 
15,000~30,000 22,500 0.115 
30,000~50,000 40,000 0.118 

50,000~100,000 75,000 0.166 
100,000~200,000 150,000 0.065 
200,000~300,000 250,000 0.005 
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4.1.3. 漂流船舶出現数 

 海上保安庁 [58]によると，平成 25 年に起こった海難事故のうち，機関故障は 359 隻で発

生しており，そのうち貨物船は 44 隻であった。機関故障を起こした船舶が全て漂流すると

仮定し，これらが日本の領海面積である 430,000 km2における年間発生数と考えると（実際

に船舶が航行している海域はほとんど沿岸域に集中しているため），単位面積当たりの発生数

は貨物船に限れば1.02 × 10−4隻/km2/年と推定される。これに解析対象エリアの面積を乗じ

れば，この海域内での年間漂流船舶出現数が求められる。本研究では対象エリアを 10 km×

21 km の 210 km2としており，このエリア内を航行する船舶は全て貨物船と仮定しているの

で，年間漂流船舶出現数mSは2.14 × 10−2隻/年と設定する。 
 ただし，次項において年間船舶通航量を 2 通りに設定するため，これらの設定に合わせて

漂流船舶出現数も変化するのが妥当と考えられる。そこで，基準となる年間船舶通航量を

15,000 隻として，漂流船舶出現数は年間船舶通航量に比例すると仮定し，下記の式で定める

ことにする。 
 

mS = 2.14 × 10−2 × N
15,000

                     ... (4-1) 

 
 ここで，N は年間船舶通航数であり，この式において，上記で求めた出現数を 15,000 で

割っているのは，上記の漂流船舶出現数は年間船舶通航数が 15,000 隻の場合の数値である

と仮定しているためである。これは，次項で設定する年間船舶通航数が比較的交通量の多い

海域のデータであるため，これらの値より少なめの値を基準値としている。 
 
4.1.4. 年間船舶通航量 

 岩手沖と野島崎沖の船舶通航分布データを基に，それぞれの海域における船舶の年間通航

量を推定する。ここで使用する船舶通航分布データも，第 3.3.2.2 目において利用したもの

と同様，AIS 情報の解析データ [47]を利用して得られたものである（データの詳細は 46 ペ

ージの注釈参照）。以降，本論文で取り扱う AIS 情報の解析データについては全て同様であ

る。 
 岩手沖では 2014年 1月 1日から同月 31日までの31日間に北航および南航合わせて 1,612
隻の船舶が通航した。よって，これを 1 年間の通航量に変換すると， 
 

1,612÷31×365 = 18,980 (隻)                 ... (4-2) 
 

と推定される。 
 一方，野島崎沖では，2012 年 8 月 1 日から同年 10 月 31 日の 92 日間に 8,027 隻の船舶が

通航したので，1 年間の通航量は， 
 

8,027÷92×365 = 31,846 (隻)                 ... (4-3) 
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と推定される。 
 本研究ではこれら 2 種類のデータを用いて計算を行う。 
 
4.1.5. 航路幅方向の船舶通航分布 

 正規分布で近似できる船舶通航分布と，ガンマ分布で近似できる船舶通航分布の例として，

本研究では岩手沖と野島崎沖の AIS 情報解析データ [47]を利用する（データの詳細は 46 ペ

ージの注釈参照）。正規分布で近似するデータとして，岩手沖ゲート 0 での 2014 年 1 月の 1
ヶ月間の船舶通航分布データを利用した（第 3.3.2.2 目参照）。このデータの陸からの距離の

平均値は 21,550.6 m で，標準偏差を 1.5 nm（2,778 m）に設定したときにこのデータの分

布によく合うことが分かった（図 4-13）。 
 一方，ガンマ分布で近似するデータには野島崎沖での船舶通航分布データを利用するが，

これは伊藤ら [46]がその論文中で示したゲート GL3 でのデータにフィッティングした結果

を用いることにする。このフィッティングによって求められたガンマ分布のパラメータを表 
4-2 に示し，このパラメータを用いて作成した確率密度と実際のデータを合わせて図 4-14
に示す。 
 

 
図 4-13 岩手沖ゲート 0 での船舶通航分布と正規分布による近似曲線 

（正規分布へのフィッティングのため，図 3-12 よりも横軸の刻み幅を細かくした） 
 

表 4-2 野島崎の船舶通航分布形状に近似させたガンマ分布のパラメータ [46] 
パラメータ 値 
位置母数 5733.3 
形状母数 1.0872 
尺度母数 6720.4 
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図 4-14 野島崎沖のゲート GL3 の船舶通航分布形状に近似させたガンマ分布の確率密度と

累積分布 [46] 
 
4.1.6. 船舶航行速度の分布 

 岩手沖と野島崎沖での AIS 情報解析データ [47]を基に（データの詳細は 46 ページの注釈

参照），それぞれの海域における船舶の航行速度の分布を求め，本研究の計算例で使用する。 
 岩手沖のゲート 0 および，野島崎沖のゲート GL3 を通航した船舶の航行速度を 1 knot 刻
みでヒストグラムにしたものを図 4-15 と図 4-16 に示す。 
 

 

図 4-15 岩手沖のゲート 0 を通航した船舶の航行速度分布 
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図 4-16 野島崎沖のゲート GL3 を通航した船舶の航行速度分布 
 
4.1.7. 沿岸施設の衝突範囲 

 第 3.3.6 項において述べたように，漂流した風力発電施設の沿岸施設への衝突範囲は，風

力発電施設の浮体幅と沿岸施設の幅を考慮して，沿岸施設の種類ごとに決める。沿岸施設の

幅は以下のように設定した。 
 
 カンパチ生簀：1 台あたり 8 m×8 m，x 方向に 2 列，y 方向に 10 列の合計 20 台配置 

 ⇒適当な間隔を空けて配置し，全体で x 方向に 20 m，y 方向に 160 m とする 
 マグロ生簀：1 台あたり直径 17 m，x 方向に 2 列，y 方向に 3 列の合計 6 台配置 

 ⇒適当な間隔を空けて配置し，全体で x 方向に 50 m，y 方向に 120 m とする 
 藻場：約 200 ha の藻場を想定 

 ⇒仮に x 方向に 1,000 m，y 方向に 2,000 m とする。 
 石油備蓄基地：上五島の石油備蓄船 390 m×97 m×5 隻を想定 

 ⇒適当な間隔を空けて配置されており，全体で x 方向に 400 m，y 方向に 750 m と

推定 
 
 それぞれの沿岸施設は座標(a, b)に，上記で設定した幅を持って存在していると考える。x
方向の幅を Bx，y 方向の幅を By とおくと，沿岸施設位置の座標は海岸線上に設定している

ため a=0 であり，沿岸施設は海岸線より海側に存在するため，沿岸施設の東端の x 座標は， 
 

0+Bx = Bx              ... (4-4) 
 
となる。また，y 方向の幅は b を中心に左右対称に設定し，沿岸施設の北端および南端の y
座標はそれぞれ， 
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�
b + By/2   �北端�
b − By/2   �南端�

                             ... (4-5) 

 
と表すことができる。 
 漂流した風力発電施設の衝突範囲は，漂流開始地点(i, j)から見た沿岸施設の左端と右端の

頂点の座標に，風力発電施設の浮体幅 Bf を考慮して設定する。 
 
4.1.8. 船舶の衝突による風力発電施設の被害額 

 船舶の衝突による風力発電施設の被害は，衝突速度によって被害の程度が異なると考えら

れるが，その被害が浮体への亀裂の発生であろうと破口の発生であろうと，損傷した部分の

板を交換するという作業としては変わらず，修理にかかる期間や費用にも大きな差は出ない

と予想される。ただし修理期間については修理用のドックの空き状況や工場の状態にも左右

されるため，繁忙期には長期にわたり修理ができず，その間の売電収入も得られなくなる可

能性がある。 
 従って，この被害金額の算出には，衝突速度による被害の程度の問題ではなく，修理期間

のばらつきの問題を重視する必要がある。しかしこれは被害発生時の状況によるもので，予

測が困難であることから，修理期間を１週間（7 日），1 ヶ月（30 日），半年（183 日）の 3
段階に設定し，それぞれの場合に得られなくなる売電収入を平均したものを，この被害金額

として用いる。つまり，式(3-59)のTWについて，以下のように定める。 
 

                                                 ... (4-6) 

 
 また，設備利用率は洋上での風況と今後の技術革新を見込んで，ここではRW = 0.4として

計算する。 
 
4.1.9. 風力発電施設漂流の被害額 

 この被害額は，残りの供用期間によって変化するが，ここでは式(3-60)においてTr = 10と

したときの計算例を示すこととする。 
 
4.1.10. 風力発電施設の衝突による沿岸施設の被害額 

4.1.10.1. 生簀等の漁業施設 

 生簀はカンパチ養殖用とマグロ養殖用の 2 種類を考え，式(3-61)中の各変数は，表 4-3 の

ように設定した [59]。生簀の台数は，ここではそれぞれ 20 台および 6 台に設定して計算例

を示すこととする。 
 
4.1.10.2. 藻場等の生態系サービス 

 藻場・干潟の生態系サービスは，全ての生態系のなかでトップクラスの 1.9～2.3 万ドル/ha/
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年 [60]と推算されている。ここではこの平均値として 2.1 万ドル/ha/年を使用し，被害を受

ける面積は，風力発電施設の浮体を真上から見た時の三角形の外接円の面積と仮定して計算

例を示すこととする。すなわち，式(3-62)において，VSW = 21,000 [ドル/ha]，ASW = 1.58 [ha]
とする。また，Rdy = 117.63（2014 年 12 月 11 日現在のドル円相場）とした。 
 

表 4-3 養殖施設の被害額算出に使用するパラメータの設定  
カンパチ養殖 マグロ養殖 

生簀サイズ  8 m×8 m×8 m 直径 17 m，深さ 6 m 
生簀金額Va[万円/台]  400 500 
出荷時の質量mf[kg/匹]  3.00 30.0 
出荷時の金額Vf[万円/kg]  0.0800 0.360 
収容匹数Nf[匹/台]  5,000 500 

 
4.1.10.3. 石油備蓄基地 

 上五島の石油備蓄船には 1 隻あたり 88 万 kL の石油が貯蔵され，これが 5 隻係留されて

いる [61]。ここではこのうち 1 隻に風力発電施設が衝突し，備蓄船内部の石油が全て流出す

る場合を考えることとする。すなわち，式(3-63)において，Vo = 880,000とする。また，石油

の流出によって汚染される藻場の面積は 200 haであり，原状回復までに 10年かかると考え，

式(3-64)において，ASW = 200, YR = 10とする。 
 
4.1.11. 風力発電施設の衝突による通航船舶の被害金額 

 ここでは PANAMAX 型ばら積み貨物船の 2014 年 12 月 11 日現在の用船料 8,179 ドル/
日 [62]を使用し，式(3-65)においてVSU = 8,179とした場合の計算例を示すこととする。なお，

修理期間のばらつきについては風力発電施設の修理期間と同様に考えた。 
 
4.2. 計算結果 

4.2.1. 個々のリスクの発生確率 

 p11(i, j)～p17(i, j)の確率は，それぞれに含まれる計算条件の影響を受けて変化する。これら

の条件には，候補エリア内の全ての座標での計算結果に同じ影響を与えるものと，候補エリ

ア内の座標によってその影響の受け方が異なるものがある。前者の場合は候補エリア内のリ

スク分布の形状は変化せず，その値のみが変化するが，後者の場合は各座標での値の変化率

が異なるため，その大小関係が変化することもあり，全体の分布形状が変わることになる。 
これらの関係をまとめたのが表 4-4 であり，表中，○は明確な影響を与えることを，△はわ

ずかに影響を与える，または間接的に影響を与えることを，×は影響を与えないことを示す。

本研究では，実際に計算条件を変化させながらその計算結果への影響を確認し，表 4-4 と相

違がないことを確認した。ただし，船舶サイズ分布については本研究では 1 通りの条件のみ

に設定しているため，この分布の違いによる確率の変化の検証は行っていない。なお，p14(i, j)

およびp17(i, j)は定数で与えているため，表への記載は省略した。 
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 これらの中で，p11(i, j)，p12(i, j)，p16(i, j)は候補エリア内の各座標の航路との位置関係によ

ってその確率が変化し，p15(i, j)は沿岸施設との位置関係によって変化する。一方，p13_1(i, j)は

座標による差が小さく，p13_2(i, j)は全ての座標で同一値となる。これら 2 つの確率は船舶の

サイズと衝突速度によって変化するため，航路や沿岸施設との位置関係とは無関係である。 
 以上の検討結果の詳細を以下に示す。なお，以下の図は全てメッシュ状の分布図としてお

り，x 方向，y 方向のいずれも 1,000 m 刻みで表示しているが，実際に計算された確率はそ

れぞれのメッシュの中心に風力発電施設を設置した場合の確率である。従って，この 1,000 m
×1,000 m の範囲のどこに風力発電施設を設置しても同じ確率になるということを示したも

のではない。以下，リスクの空間分布についても同様である。 
 

表 4-4 計算条件が各リスクの計算結果に与える影響 
（左：確率の空間分布形状への影響の有無，右：任意の座標(i, j)における確率の大きさへの

影響の有無を示す。） 

 環境条件 
船舶通航 
分布 

船舶速度 
分布 

船舶サイズ

分布 
沿岸施設の

場所 
沿岸施設の

種類 
p11 ○ ○ × × × × × × × × × × 
p12 × × ○ ○ × × × × × × × × 

p13_1 △ ○ × × × × △ ○ × × × × 
p13_2 × ○ × × × ○ × ○ × × × × 
p15 ○ ○ × × × × × × ○ ○ △ ○ 
p16 ○ ○ × × × × × × × × × × 

 
4.2.1.1. 船舶の漂流による風力発電施設への衝突確率p11(i, j) 

 ある座標(i, j)に風力発電施設があるとき，p11(i, j)は環境条件によってのみ変化する。また，

風力発電施設の位置が変化すると，漂流開始地点と目標地点（風力発電施設の位置）の位置

関係が変化するのでp11(i, j)も変化する。さらに，計算時の風向や海潮流向の刻み幅によって

その計算精度が変化すると思われる。この刻み幅の影響を検証するため，図 4-17 から図 
4-20 に海域 No.1 の環境条件でのp11(i, j)を，風向および海潮流向の刻み幅を 30°，10°，5°，

1°の 4 種類に設定して計算した結果を示す。  
 これらの結果から，30°刻みの風向，海潮流向で計算した場合が最もp11(i, j)が大きく，刻

み幅が小さくなるほどp11(i, j)が小さく推定されていることが分かる。また，全体の傾向とし

て東西方向では航路から離れるほどp11(i, j)が小さくなるが，30°刻みの場合や 10°刻みの

場合には，一部の地点でこの傾向が逆転しており，5°刻みや 1°刻みの場合と比べてp11(i, j)

の分布が滑らかでないことが分かる。南北方向については，30°刻みの場合には候補エリア

内の北西の海域で顕著にp11(i, j)が小さくなっており，これは海域 No.1 の風の条件が南東よ

り北東からの風の頻度が高いためと考えられる。しかし，そのほかの刻み幅での計算結果を

見るとこのような顕著な差はなく，候補エリアの南北方向中心が最もp11(i, j)が大きく，この

中心から南北に離れて行くにつれてp11(i, j)が小さくなる傾向がある。つまり，東西方向の分



91 
 

布の特徴と合わせると，候補エリア内の南北方向の中心かつ航路に最も近い東の地点で

p11(i, j)が最大になり，この地点から離れるほどp11(i, j)が減少することになる。この特徴は環

境条件の方向の刻み幅が小さいほど明確に示されている。このように環境条件の方向の刻み

幅によってp11(i, j)の分布に違いが生じた理由として，以下のように考察する。 
 風向や海潮流向の刻み幅が大きいと，風や海潮流による漂流方向の刻み幅および，これら

を合成した船舶の漂流方向の刻み幅も大きくなる。本研究の設定では，衝突先の風力発電施

設の幅が 82 m と比較的小さく，衝突範囲はこの幅と衝突する船舶の長手方向長さによって

決まっており，小型船舶ほど衝突範囲も狭いため，十分な精度で漂流方向を計算しないと衝

突確率が正しく計算できない。 
 例えば 30°刻みの場合，ある船舶漂流開始地点と風車設置位置の位置関係において，風速，

海潮流向，海潮流速をそれぞれ 1 つの条件で固定し，風向のみを 12 通りに変化させた場合，

1 つの条件で衝突と判定されればこの風速・海潮流向・海潮流速の条件では 12 分の 1 の確率

で衝突となる。一方，1°刻みで風向を変化させる場合，30°刻みの場合に衝突と判定され

た風向と全く同一の風向では衝突と判定されても，その前後の風向では衝突と判定されない

場合，同じ条件でも衝突確率は 360 分の 1 になる。また，その逆のケースとして，刻み幅が

大きいことによりいずれの風向でも衝突範囲からわずかに漂流方向がずれ，その風速，海潮

流向，海潮流速の条件では衝突確率は 0 となり，全体としても衝突確率p11(i, j)が小さく推定

される可能性もある。 
 以上の様な理由で，風向・海潮流向の刻み幅が大きいと全体的に衝突確率p11(i, j)を過大評

価してしまうことや，航路からの距離によってp11(i, j)が滑らかに変化しなくなることが考え

られるため，環境条件が関係する計算をする場合にはその風向・海潮流向の刻み幅を十分に

小さくすることで，その計算の精度を上げる必要がある。この刻み幅は，候補エリアと航路

との距離や風力発電施設の幅，漂流船舶のサイズ分布などによって最適な大きさが変化する

と考えられるので，その都度最適な刻み幅を決定する必要がある。本研究では 1°刻みの場

合において十分な精度が得られていると考え，これ以上小さい刻み幅での計算は省略し，

p11(i, j)の計算ついては全て風向・海潮流向を 1°刻みにして計算するものとする。 
 
 次に，海域 No.1～No.3 の環境条件でのp11(i, j)の計算結果を比較する。図 4-21，図 4-22
はそれぞれ，海域 No.2 と No.3 の環境条件でのp11(i, j)の計算結果であり，これらを図 4-20
と比較すると，これら 3 海域の中では海域 No.2 が最も漂流船舶が衝突しやすい環境条件で

あることが分かる。この理由としては，図 4-1 から図 4-12 に示した各海域の環境条件を見

ても分かるように，海域 No.2 では風向・海潮流向ともに東の方向からの出現頻度が高いた

め，船舶漂流開始地点(k, l)から風力発電施設設置位置(i, j)への漂流頻度が高くなっているこ

とが考えられる。 
 また，上述の通り航路からの距離が大きくなるほど衝突確率が小さくなるのは，同じ大き

さの施設を異なる地点に設置した場合，船舶の漂流開始地点からの距離が遠くなるほど，衝

突と判定される角度が小さくなるためである。 
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図 4-17 海域 No.1 の環境条件において風向・海潮流向刻み幅 30°で計算したp11の分布 

 

 
図 4-18 海域 No.1 の環境条件において風向・海潮流向刻み幅 10°で計算したp11の分布 
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図 4-19 海域 No.1 の環境条件において風向・海潮流向刻み幅 5°で計算したp11の分布 
 

 
図 4-20 海域 No.1 の環境条件において風向・海潮流向刻み幅 1°で計算したp11の分布 
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図 4-21 海域 No.2 の環境条件で計算したp11の分布 

 

 

図 4-22 海域 No.3 の環境条件で計算したp11の分布 
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4.2.1.2. 船舶の操船ミスによる風力発電施設への衝突確率p12(i, j) 

 ある座標(i, j)に風力発電施設がある場合，p12(i, j)は航路幅方向の船舶通航分布によっての

み変化する。また，風力発電施設の位置によるp12(i, j)の変化は，航路との距離によってのみ

変化するため，x 座標が同じ場合はこの確率も同じである。よって， p12(i, j)をp12(i)と書き

直す。 
 前項で作成した岩手沖および野島崎沖の船舶通航分布の近似曲線を利用し，プラットフォ

ーム幅を 82 m にしてPCC(DL)を求めた結果を図 4-23 と図 4-24 に示す。さらに，これらの

PCC(DL)に，3.3.2.2 において求めたPFSIRを掛け合わせると，1 隻の船舶に対する年間衝突確率

としてp12(DL)が求められる。これらの分布を図 4-25 および図 4-26 に示す。 
 岩手沖の分布については，航路中心はゲート上で船舶が通過した地点の陸からの距離の平

均（正規分布の頂点の位置）として設定し，図 4-23 の横軸はこの航路中心を原点として陸

の方向（左）にマイナス，沖の方向（右）にプラスの値を取るように設定したものである。

本研究の計算例では航路中心を k = 10,000 [m]としているので，図 4-23 の原点がこの位置

に当たる。 
 一方，野島崎沖の分布についてはガンマ分布での近似のため，平均の位置と最も通航頻度

の高い位置が一致しない。図 4-24 では平均の位置を原点として岩手沖と同様に作成してい

るが，最も多くの船舶が通航するのはこの位置から陸側に 7000 m ほど移動した地点である。

ガンマ分布の場合の「航路中心」の定義が不明確なため，これを明確に定めるのは難しい。

そこで，本研究では野島崎沖データの離岸距離と通航頻度をそのまま使用することにする。

つまり，図 4-26 におけるDL = 0の位置（平均の位置）を仮に「航路中心相当」として，k = 
10,000 [m]にはこだわらず，k に実際の平均離岸距離を設定することにする。 
 p12(DL)をp12(i)に変換するには， DLを x 座標に変換すれば良い。岩手沖の場合，DLは航路

中心の k と風力発電施設設置位置(i, j)の x 座標 i との距離を意味するので，k をDL = 0の地

点としたときの風力発電施設の位置がDLだから， 
 

DL = (i − k)dx                           ... (4-7) 
 
と表され，この関係を用いてp12(i)に変換することができる。一方，野島崎沖の場合も航路

中心相当として設定した k の値を用いて同様に変換することができる。 
 以上により，本研究の風力発電施設設置候補エリア内でのp12(i)を求めると表 4-5 のよう

になる。表中では，岩手沖および野島崎沖の船舶通航分布を利用した場合と，岩手沖データ

（正規分布）の標準偏差を 2 nm および 3 nm に変化させた場合の計算結果を比較している。

なお，野島崎沖のデータでは図 4-26 におけるDL = 0の位置の離岸距離が約 13 km のため，

候補エリア内の x 座標の範囲では i = 5,000 以下の地点では船舶が通航せず，衝突確率も 0.00
となっている。 
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図 4-23 正規分布で近似した岩手沖の船舶通航量分布から求めたPCC(DL) 
 

 
図 4-24 ガンマ分布で近似した野島崎沖の船舶通航量分布から求めたPCC(DL) 

 

 
図 4-25 正規分布で近似した岩手沖の船舶通航量分布から求めたP12(DL) 
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図 4-26 ガンマ分布で近似した野島崎沖の船舶通航量分布から求めたP12(DL) 

 
表 4-5 船舶通航分布別の操船ミスによる年間衝突確率p12の分布 

風車設置位置

の x 座標 

1 隻あたりの年間衝突確率p12 
岩手沖分布 
（σ=1.5） 

σ=2.0 σ=3.0 野島崎沖分布 

1,000 1.09×10-8 8.12×10-8 2.79×10-7 0.00 

2,000 3.28×10-8 1.51×10-7 3.67×10-7 0.00 

3,000 8.66×10-8 2.61×10-7 4.68×10-7 0.00 

4,000 2.01×10-7 4.19×10-7 5.78×10-7 0.00 

5,000 4.10×10-7 6.25×10-7 6.91×10-7 0.00 

6,000 7.35×10-7 8.67×10-7 8.00×10-7 1.63×10-6 

7,000 1.16×10-6 1.12×10-6 8.95×10-7 1.61×10-6 

8,000 1.60×10-6 1.34×10-6 9.71×10-7 1.46×10-6 

9,000 1.94×10-6 1.50×10-6 1.02×10-6 1.30×10-6 

 
4.2.1.3. 漂流船舶の衝突による風力発電施設の漂流確率p13_1(i, j) 

 これは漂流船舶が風力発電施設に衝突した場合に施設が漂流する条件付き確率を表してお

り，ある座標(i, j)に風力発電施設がある場合，環境条件および船舶のサイズと漂流速度によ

ってp13_1(i, j)が変化する。また，風力発電施設の位置(i, j)が変化すると，その位置でのp11(i, j)

の計算時に衝突と判定されたケースの環境条件および船舶サイズの条件によって，p13_1(i, j)

も変化する。従って，p13_1(i, j)の計算精度は，p11(i, j)の計算精度に依存する。海域 No.1～
No.3 の環境条件での計算結果を図 4-27 から図 4-29 に示す。これらは全て 1°刻みの風向

および海潮流向で計算した。なお，これら 3 海域の計算結果はそれぞれ値の分布範囲が異な

るため，コンターのスケールを統一していない。 
 これらの 3 海域の計算結果は全て 10−3のオーダーで，確率の大きい順に海域 No,1，No.3，
No.2 となっている。これらの差の原因の一つは各海域の風速や海潮流速の違いによるものと
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考えられる。特に海潮流速の違いに着目すれば，海域 No.1 の環境条件ではかなり速度の大

きい範囲まで分布が広がっているのに対し，海域 No.3 の環境条件ではこれよりやや低速域

に分布が集中，海域 No.2 ではさらに低速域への集中度が高くなっている。これが船舶漂流

速度の差につながり，風力発電施設に衝突した際の施設漂流確率の差となっていると考えら

れる。 
 一方，同一の環境条件下における各設置候補位置の確率の差は小さく，これは全ての位置

で同一の環境条件であり，衝突してくる漂流船舶のサイズと速度の分布もほぼ同じためであ

る。微少ながら差が出るのは，それぞれの位置によって衝突と判定される場合の船舶サイズ

と環境条件の組み合わせが異なるためと考えられる。 
 以上により，船舶が衝突した場合に，衝突された風力発電施設が漂流に至るか否かは，ど

こに風力発電施設を設置しても大きく変化しないことが予想される。 
 
 

 
図 4-27 海域 No.1 の環境条件で計算したp13_1の分布 
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図 4-28 海域 No.2 の環境条件で計算したp13_1の分布 

 

 

図 4-29 海域 No.3 の環境条件で計算したp13_1の分布 
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4.2.1.4. 漂流船舶の衝突による風力発電施設の漂流確率p13_2(i, j) 

 これは船舶が操船ミスによって風力発電施設に衝突した場合に施設が漂流する条件付き確

率を表しており，海域 No.1～No.3 の環境条件によって風力発電施設が受ける環境外力と，

船舶の衝突エネルギーによって漂流確率p13_2(i, j)が決まる。後者は衝突速度によって変化し，

これは航行速度のままと考え，岩手沖および野島崎沖を航行する船舶の航行速度分布を使用

して，海域 No.1～No.3 の環境条件と組み合わせて計算した結果を表 4-6 に示す。この確率

は同一の環境条件かつ同一の船速分布であれば風力発電施設の設置位置(i, j)に関わらず一定

値となるため，空間分布は示さない。また，この確率の計算に用いる環境条件の風向および

海潮流向は，風および海潮流による環境外力の計算にのみ使用され，p11(i, j)のような漂流方

向の計算に使われる訳ではないため，1°刻みの精度は必要ないと考え，5°刻みで計算を行

った。 
 計算結果の表より，海域による差は小さく，どの海域で船舶が操船ミスによって衝突して

も漂流する確率はほぼ一定であることが分かる。これは施設の漂流に必要なエネルギーのう

ち，衝突エネルギーが占める割合が大きく，環境外力の寄与が小さいことによるものと考え

られる。また，岩手沖の船舶の航行速度分布を使用した場合の計算結果が，野島崎沖の場合

より若干値が大きくなっているのは，岩手沖の船舶の航行速度分布には高速域にもピークが

あるためと考えられる（図 4-15 参照）。 
 
表 4-6 各海域で船舶が操船ミスによって衝突した場合の風力発電施設の漂流確率p13_2(i, j) 

 海域 No.1 海域 No.2 海域 No.3 
岩手沖船速分布 0.426 0.438 0.440 
野島崎沖船速分布 0.414 0.424 0.427 

 
4.2.1.5. 風向・海潮流環境条件による風力発電施設の漂流発生確率p14(i, j) 

 この確率は上述の通り，10−4で統一しているため，確率分布の表示は省略する。 
 
4.2.1.6. 風力発電施設の漂流による沿岸施設への衝突確率p15(i, j) 

 ある座標(i, j)に風力発電施設がある場合，p15(i, j)は環境条件および沿岸施設の場所および

種類によって変化する。また，風力発電施設の位置(i, j)を変化させたとき，p15(i, j)は沿岸施

設との位置関係によって変化する。以下にそれぞれの条件について確率の大きさおよび分布

への影響を検証する。なお，沿岸施設の大きさによっては，p15(i, j)の計算に使用する環境条

件の風向および海潮流向の刻み幅は十分に細かくする必要があると思われる。そこで，上記

の検証に先立ち，まずはこれらの刻み幅の影響を検証する。 
 
 (1) 沿岸施設の種類と風向・海潮流向の刻み幅の影響 
 風向および海潮流向の刻み幅を 5°として海域 No.1 の環境条件を使用し，沿岸施設の位置

を固定して 5 種類の施設全てについて計算した。一例として図 4-30 にカンパチの養殖生簀

が(0, 1000)にある場合の計算結果を示す。5 種類の沿岸施設について比較すると，沿岸施設
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の種類が養殖生簀の場合には図 4-30 のように確率の空間分布が滑らかにならないことが分

かった。一方，沿岸施設の種類が藻場や石油備蓄基地の場合には分布が滑らかになった。 
 これらの差は，沿岸施設の大きさの違いによるものと思われ，養殖生簀は本研究で設定し

た沿岸施設の中で最も海岸線方向の距離（y 方向の長さ）が短く，これが最大なのは藻場，

次いで石油備蓄基地となっている。つまり，施設の y 方向の距離がある程度長い場合に空間

分布が滑らかになっていることが分かり，本研究の計算条件ではその境界が，カンパチ養殖

生簀の 160 m と石油備蓄基地の 750 m の間に存在すると推測される。施設の y 方向距離が

短いと確率の空間分布が滑らかにならないのは，これらの計算に利用した風向・海潮流向の

刻み幅の設定が 5°であるため，漂流先の被衝突施設が小さい場合には衝突範囲が狭く，十

分な精度で衝突確率を計算できていないことによると思われる。（風向・海潮流向の刻み幅と

計算精度については第 4.2.1.1 目を参照。） 
 そこで，風向・海潮流向の刻み幅を 1°にして同様の計算を行った結果を図 4-31 から図 
4-34 に示す。ただし，養殖生簀の場合とそれ以外の場合で確率の値の分布幅が異なるため，

コンター図のスケールを統一していない。図 4-31 を図 4-30 と比較すると，p15(i, j)の空間

分布が大きく変化し，滑らかになっている。マグロの養殖生簀の場合も同様に滑らかな分布

になり，それ以外の沿岸施設についてはさらに滑らかになった。さらに，養殖生簀への衝突

確率は，候補エリア内の最大値と最小値の差が小さくなり，(i, j)の位置による確率のばらつ

きが小さくなっていることが分かる。以上により，p15(i, j)の計算には風向および海潮流向を

1°刻みにした環境条件を用いることが適切と判断した。以降の検証には 1°刻みでの計算結

果を用いる。 
 また，沿岸施設の種類は空間全体の確率の大きさにも影響を及ぼし，沿岸施設が大きいほ

ど衝突確率も大きくなっていることが分かる。一方，沿岸施設の種類によるp15(i, j)の空間分

布の違いを比較すると，いずれも候補エリア内の南西の位置で最もp15(i, j)が大きくなってお

り，沿岸施設の種類の差はp15(i, j)の空間分布にはそれほど大きな影響を与えないと考えられ

る。 
 これらの結果から，沿岸施設との位置関係や環境条件が同一でも，沿岸施設の大きさによ

って風力発電施設の衝突確率の大きさが大きく変わること，および沿岸施設の種類による確

率分布への影響は小さいことが確認できた。 
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図 4-30 カンパチ養殖生簀が(0, 1000)にある場合の海域 No.1 の環境条件（5°刻みの風向・

海潮流向）でのp15の分布 
 

 
図 4-31 カンパチ養殖生簀が(0, 1000)にある場合の海域 No.1 の環境条件（1°刻みの風向・

海潮流向）でのp15の分布 
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図 4-32 マグロ養殖生簀が(0, 1000)にある場合の海域 No.1 の環境条件（1°刻みの風向・

海潮流向）でのp15の分布 
 

 

図 4-33 藻場が(0, 1000)にある場合の海域 No.1 の環境条件（1°刻みの風向・海潮流向）

でのp15の分布 
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図 4-34 石油備蓄基地が(0, 1000)にある場合の海域 No.1 の環境条件（1°刻みの風向・海

潮流向）でのp15の分布 
 
(2) 環境条件の違いによる影響 
 ここでは例として，沿岸施設の種類が石油備蓄基地である場合について，沿岸施設の位置

を(a, b) = (0, 10000)とし，環境条件を海域 No.1～No.3 の 3 通りで計算した結果を図 4-35
から図 4-37 に示す。環境条件の風向および海潮流向は全て 1°刻みである。 
 石油備蓄基地が座標(0, 10000)にある場合，いずれの環境条件でも沿岸施設に近い位置(i, j) 
= (1000, 10000)でp15(i, j)が最大となっているが，南北方向の分布を見ると，海域 No.1 の環

境条件では北側，海域 No.3 の環境条件では南側においてp15(i, j)が高く，海域 No.2 の環境条

件では中心付近と北西の 2 ヶ所にp15(i, j)が大きい海域がある。海域 No.1 の風向は南東より

も北東からの頻度が高く，海潮流向は南東と北東の頻度に大きな差がないため，この風向の

頻度の影響がリスクの南北差に表れていると思われる。海域 No.2 の風向は東南東からの頻

度が高く，海潮流向は東北東からの頻度が高いため，図 4-36 のようにp15(i, j)の大きい海域

が 2 ヶ所になったと考えられる。海域 No.3 の環境条件では北東よりも南東からの風の頻度

が高いため，p15(i, j)の分布が図 4-37 のようになったと考えられる。 
 一方，候補エリア内全体の確率の大きさを比較すると，海域 No.3 がほかの 2 海域と比べ

て小さいことが分かる。これは海域 No.3 の環境条件は，西からの風が卓越しており，海潮

流も北北西からの流れが卓越しているのに対し，風力発電施設から見た沿岸施設の方向は西

の方であるため，相対的にこの方向への漂流確率が小さくなっていることが原因と考えられ

る。 
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図 4-35 石油備蓄基地が(0, 10000)にある場合の海域 No.1 の環境条件でのp15の分布 

 

 
図 4-36 石油備蓄基地が(0, 10000)にある場合の海域 No.2 の環境条件でのp15の分布 
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図 4-37 石油備蓄基地が(0, 10000)にある場合の海域 No.3 の環境条件でのp15の分布 

 
 
 (3) 沿岸施設の位置の影響 
 図 4-38 に，石油備蓄基地が(0, 20000)にある場合の海域 No.1 の環境条件での計算結果を

示す。また，石油備蓄基地が(0, 1000)にある場合の計算結果（図 4-34）のスケールを変更し

て図 4-39 に示す。 
 これらを石油備蓄基地が(0, 10000)にある場合（図 4-35）の計算結果と比べると，いずれ

の場合も石油備蓄基地に最も近い位置でp15(i, j)が最大となっていることが分かる。しかし，

p15(i, j)の空間分布を比較すると，石油備蓄基地が(0, 1000)にある場合や(0, 10000)には候補

エリアの広い範囲にp15(i, j)の大きい位置が分布しているのに対し，(0, 20000)に石油備蓄基

地がある場合にはp15(i, j)の大きい範囲が狭く，p15(i, j)の小さい海域が多い。 
 これは，海域 No.1 の環境条件では北東からの風の方が南東からの風より頻度が高く，石

油備蓄基地が(0, 20000)にある場合は候補エリア内のいずれの位置から風力発電施設が漂流

した場合においても沿岸施設に衝突する確率が小さくなるためと考えられる。逆に南東から

の風が卓越している海域 No.3 の環境条件による計算結果では，これらとは逆の傾向が見ら

れ，沿岸施設が(0, 20000)にある場合の衝突確率が大きくなる。 
 以上により，各海域の環境条件および沿岸施設の種類と位置によって，p15の大きさおよび

空間分布が変化することが分かった。 
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図 4-38 石油備蓄基地が(0, 20000)にある場合の海域 No.1 の環境条件でのp15の分布 

 

 

図 4-39 石油備蓄基地が(0, 1000)にある場合の海域 No.1 の環境条件でのp15の分布（スケ

ール変更） 
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4.2.1.7. 風力発電施設の漂流による航路への侵入確率p16(i, j) 

 ある座標(i, j)におけるp16(i, j)の値の大きさは環境条件によって変化する。風力発電施設の

位置(i, j)を変化させたとき，p16(i, j)は航路との位置関係によって変化する。図 4-40 から図 
4-42 に海域 No.1～No.3 の環境条件で計算したp16(i, j)の分布を示す。なお，この確率は航路

全体への侵入への侵入確率であり，侵入と判定される範囲が広いため，1°刻みの風向や海

潮流向を用いた計算精度は必要ないと判断し，5°刻みでの計算結果を示す。 
 これら 3 通りの環境条件での計算結果を比較すると，いずれの場合もp11(i, j)と同様，航路

に近い位置から風力発電施設が漂流した場合の侵入確率が高くなっているが，海域 No.2 の

場合はほかの 2 海域に比べて全体的に確率が低くなっている。この原因は，ほかの 2 海域で

は西側からの海潮流が卓越しているのに対し，海域 No.2 では東方向からと西方向からの海

潮流の出現頻度がほぼ同一であることが考えられる。これに加え，海域 No.2 では東側から

の風が卓越しているために，風力発電施設の東側に位置する航路への侵入確率が小さくなっ

たものと考えられる。 
 また，各環境条件での計算結果について，p16(i, j)の空間分布を比較すると，海域 No.1 の

環境条件では候補エリアの南側でややp16(i, j)の値が大きく，海域 No.2 および No.3 の環境条

件では逆に，候補エリア内の北側でp16(i, j)の値が大きくなっている。これは海域 No.1 の環

境条件では南西からの海潮流が卓越しているのに対し，海域 No.2 および No.3 の環境条件で

は，南西より北西からの風および海潮流が卓越しているためと考えられる。 
 なお，本研究では航路長さを有限に設定して航路への侵入判定を行っているため，航路か

ら離れた位置からの漂流では航路への侵入確率p16(i, j)が小さく，また，候補エリア内の南北

方向中心付近からのp16(i, j)が大きくなっている。一方，航路が無限延長まで続いている場合

は，東方向に漂流した場合は全て侵入と判定されることになり，航路からの距離や南北方向

の座標に関係なく，同一環境条件下では全ての(i, j)に対して同一の確率となると考えられる。 
 しかし，本研究でこのように設定したのは，実際の太平洋側海域における船舶の航跡 [48]
を見ると，陸から海に凸の形状になっている場所（半島や岬のような場所）どうしを順に結

んだルートに多くの船舶が通航しているのが分かる。これは時間や燃料の節約のため，なる

べく最短ルートを通ろうとするためと考えられる。本研究で考えているような東に航路があ

り西に沿岸施設がある海域は，実際の海域で考えると，陸から海に凸になっている 2 つの地

点を結ぶように航路が存在し，この航路と海岸線に囲まれた海域の条件に近い。従って，本

研究では航路を無限延長まで考えることはせず，対象海域の北端と南端がそれぞれ航路の北

端と南端であると考えて計算した。 
 
4.2.1.8. 航路に侵入した風力発電施設が航路内の船舶に衝突する確率 

 この確率は船舶どうしの衝突確率に近似して7.4 × 10−4/年 [56]で一定値としているため，

確率分布は表示しない。 
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図 4-40 海域 No.1 の環境条件で計算したp16の分布 

 
 

 
図 4-41 海域 No.2 の環境条件で計算したp16の分布 
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図 4-42 海域 No.3 の環境条件で計算したp16の分布 

 
4.2.2. シナリオごとのリスク 

 図 3-3 の各リスクの組み合わせによって 17 通りのシナリオができ，これらの各シナリオ

について，シナリオ全体のリスクの大きさをそれぞれ r1～r17で表すと下記のように定義でき

る。ただし，mSは漂流船舶の年間出現数，N は船舶の年間通航量である。 
 

r1 = mS × p11 × p13_1 × p15 × (s13 + s15)                ... (4-8) 
r2 = mS × p11 × p13_1 × p16 × N × p17 × (s13 + s17)           ... (4-9) 
r3 = mS × p11 × p13_1 × p16 × (1.0− p17) × s13             ... (4-10) 
r4 = mS × p11 × p13_1 × (1.0− p15 − p16) × s13             ... (4-11) 

r5 = mS × p11 × �1.0− p13_1� × s11                   ... (4-12) 
r6 = mS × (1.0− p11) × 0.0                      ... (4-13) 

r7 = N × p12 × p13_2 × p15 × (s13 + s15)               ... (4-14) 
r8 = N × p12 × p13_2 × p16 × N × p17 × (s13 + s17)          ... (4-15) 

r9 = N × p12 × p13_2 × p16 × (1.0− p17) × s13            ... (4-16) 
r10 = N × p12 × p13_2 × (1.0− p15 − p16) × s13            ... (4-17) 

r11 = N × p12 × �1.0− p13_2�× s11                 ... (4-18) 
r12 = N × (1.0− p12) × 0.0                     ... (4-19) 
r13 = p14 × p15 × (s14 + s15)                    ... (4-20) 

r14 = p14 × p16 × N × p17 × (s14 + s17)                ... (4-21) 
r15 = p14 × p16 × (1.0− p17) × s14                  ... (4-22) 
r16 = p14 × (1.0− p15 − p16) × s14                  ... (4-23) 

r17 = (1.0− p14) × 0.0                        ... (4-24) 
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 これらの各シナリオを構成するリスクの発生確率は，表 4-4 に示したように，環境条件，

船舶通航分布，船舶速度分布，船舶サイズ分布，沿岸施設の場所と種類によって変化する。

また，各シナリオのリスクも，それを構成するリスクの発生確率に影響を受けるため，

p11～p17のいずれをシナリオに含むかによって各シナリオのリスクが影響を受ける計算条件

も決まることになる。ただし，各シナリオにはp11～p17のリスクの発生確率のみでなく，そ

れらの被害額や年間船舶通航量，年間漂流船舶出現数等も含まれるようになり，リスクの大

きさに影響する計算条件の種類も表 4-4 と比べて増加し，複雑化する。 
 そこで，計算条件の差による計算結果の差の比較に先立ち，各シナリオのリスク値r1～r17
が，どの計算条件に影響を受けるのかを整理したのが表 4-7 である。表 4-4 において各計算

条件による影響を受けると判断されたリスクが含まれているシナリオについては，その計算

条件がシナリオ全体のリスク値にも影響があることを示している。ただし，年間漂流船舶出

現数は年間船舶通航量に比例する設定となっているため，この表では省略した。また，r6，r12，

r17については，何の被害にも至らないシナリオのリスク値であるため，全て 0 であるから，

どの計算条件の影響も受けないものとして除外した。 
 

表 4-7 任意の位置における各シナリオのリスクの大きさに対する計算条件の影響 
（左：リスクの空間分布への影響の有無，右：任意の座標(i, j)におけるリスク値への影響の

有無を示す。○：影響あり，△：影響はあるが小さい，×：影響なし，◎：シナリオ中の 2
つ以上の変数またはパラメータに影響あり。） 

 環境条件 年間船舶

通航量 
船舶通航

分布 
船舶速度

分布 
船舶サイ

ズ分布 
沿岸施設

の場所 
沿岸施設

の種類 
r1 ○ ○ × ○ × × × × △ ○ ○ ○ △ ◎ 
r2 ○ ○ × ◎ × × × × △ ○ × × × × 
r3 ○ ○ × ○ × × × × △ ○ × × × × 
r4 ○ ○ × ○ × × × × △ ○ ○ ○ △ ○ 
r5 ○ ○ × ○ × × × × △ ○ × × × × 
r6 － － － － － － － 
r7 ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × ○ ○ ○ △ ◎ 
r8 ○ ○ ○ ◎ ○ ○ × ○ × ○ × × × × 
r9 ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × ○ × × × × 
r10 ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × ○ ○ ○ △ ○ 
r11 × ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × ○ × × × × 
r12 － － － － － － － 
r13 ○ ○ × × × × × × × × ○ ○ △ ◎ 
r14 ○ ○ × ○ × × × × × × × × × × 
r15 ○ ○ × × × × × × × × × × × × 
r16 ○ ○ × × × × × × × × ○ ○ △ ○ 
r17 － － － － － － － 
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 いずれのシナリオについても，被害額の設定によって計算結果が大きく変わる。例えば沿

岸施設の種類によってその被害額も異なるため，風力発電施設の沿岸施設への衝突を含むシ

ナリオのリスク値は，沿岸施設の種類によって変化する。一方，残りの被害額の設定は，風

力発電施設や船舶の不稼働損失で考えており，沿岸施設のように多種多様に変化するもので

はなく，そのときの売電価格や用船料，修理期間によって一意に決まるものであるため，表 
4-7 では省略した。 
 この表より，最も多くの計算条件に影響を受けるシナリオのリスクは，r7およびr10である

ことが分かる。ただし，r7は沿岸施設の種類の差によって風力発電施設の衝突確率とこれに

よる被害額の両面から影響を受ける。ここでは，各計算条件がr7の空間分布や値の大きさに

どのように影響をあたえるのかを検証する。しかし，r7は操船ミスによる船舶の衝突を発端

に，風力発電施設が漂流し，沿岸施設に衝突するというシナリオのリスクであり，このシナ

リオに含まれるp12(i, j)は，特に標準偏差が小さい場合には航路からの距離の影響を非常に強

く受ける。そこで，まずp12(i, j)を含むr7～r12は除外し，残りのリスクの中で最も多くの計算

条件の影響を受けるr1の変化を各計算条件で比較・考察し，このリスクに含まれない計算条

件についてのみ，r7の検証によって明らかにする。ただし前項と同様，船舶サイズ分布は本

研究で 1 条件しか扱っていないので，ここでも検証は省略する。 
 
4.2.2.1. 計算条件の差によるr1の計算結果への影響 

 (1) 環境条件の差による影響 
 図 4-43 から図 4-45 は，環境条件のみを海域 No.1～No.3 のものに変化させ，その他の計

算条件を全て統一した場合のr1の計算結果である。年間船舶通航量，船舶通航分布，船舶速

度分布は全て岩手沖のデータを使用した。これらの図ではいずれも，沿岸施設に最も近い位

置(1, 10000)でr1が最大値を取るが，それぞれの図におけるr1の南北差を見ると，海域 No.1
の環境条件では北側でやや大きく，残りの 2 海域の環境条件では南側の方が大きいことが分

かる。特に海域 No.3 では南北の差が顕著に現れている。これら空間分布の特徴はp15(i, j)の

分布と同様である。また，候補エリア内のr1の最大値は p15(i, j)の場合と同様，海域 No.3 の

リスクがほかの 2 海域と比べて小さい。 
 以上の比較結果のように，リスクの空間分布はp15(i, j)と同様に陸側で最大値を取る特徴が

あるが，候補エリアの中心部に比べて航路側のリスクが高くなっているのは，p11(i, j)や

p13_1(i, j)の，航路側での確率が大きい特徴が現れているためと考えられる。 
  
(2) 沿岸施設の位置の差による影響 
 沿岸施設の位置以外の条件は統一し，沿岸施設の位置によるr1の空間分布およびリスク値

の大きさへの影響を検証する。図 4-46 から図 4-48 は，沿岸施設の位置をそれぞれ(0, 1000)，
(0, 10000)，(0, 20000)に変化させた場合の計算結果である。これらの空間分布の特徴につい

ては，上記(1)の考察時に述べたのと同様，p15(i, j)の分布の影響を大きく受けていると思われ

る。また，沿岸施設への衝突確率の高い位置を除くと，全体的に航路側のリスクが大きくな

っており，これも上記(1)での考察と同様，p11(i, j)やp13_1(i, j)の影響であると考えられる。 
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                                 [万円/年] 

 
図 4-43 海域 No.1 の環境条件で石油備蓄基地が(0,10000)にある場合のリスクr1の分布 

 
                                 [万円/年] 

 
図 4-44 海域 No.2 の環境条件で石油備蓄基地が(0,10000)にある場合のリスクr1の分布 
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                                 [万円/年] 

 

図 4-45 海域 No.3 の環境条件で石油備蓄基地が(0,10000)にある場合のリスクr1の分布 
 
 
                                 [万円/年] 

 
図 4-46 海域 No.1 の環境条件で石油備蓄基地が(0, 1000)にある場合のリスクr1の分布 
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                                 [万円/年] 

 
図 4-47 海域 No.1 の環境条件で石油備蓄基地が(0, 10000)にある場合のリスクr1の分布（図 

4-43 のスケールを変更して再掲） 
 
                                 [万円/年] 

 
図 4-48 海域 No.1 の環境条件で石油備蓄基地が(0, 20000)にある場合のリスクr1の分布 
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(3) 沿岸施設の種類の差による影響 
 沿岸施設の種類のみを変化させ，その他の条件を統一して計算した結果を図 4-49 から図 
4-51 に示す。ただし，それぞれのリスクの分布範囲が大きく異なるため，コンターのスケー

ルは統一していない。図 4-49 はカンパチの生簀， 図 4-50 は藻場，図 4-51 は石油備蓄基

地に設定した場合の計算結果であり，いずれも候補エリア内の分布形状は類似しているのに

対し，その値は大きく異なる。それぞれの沿岸施設の風力発電施設の衝突による被害額は，

32,000 万円，402 万円，9,313,905 万円であり，衝突確率が同じ場合，被害額に比例してリ

スクも大きくなる。しかし，本研究では，沿岸施設のサイズを考慮して衝突範囲を設定して

いるため，同じ座標に沿岸施設がある場合でも衝突範囲が異なり，衝突確率も異なる。衝突

範囲の y 方向の幅はそれぞれ，160 m，2000 m，750 m であり，x 方向の幅にも依存するが，

これらと衝突確率は正の相関関係にある。つまり，衝突確率は藻場，石油備蓄基地，カンパ

チ生簀の順に，衝突時の被害額は石油備蓄基地，カンパチ生簀，藻場の順に大きく，これら

を含むリスクr1の大きさは，石油備蓄基地，藻場，カンパチ生簀の順となった。 
 また，これまでの考察内容と同様，p11(i, j)やp13_1(i, j)の影響で航路側のリスクが大きくな

っているが，航路に最も近い位置のリスクと沿岸施設に最も近い位置のリスクを比較した場

合，前者は沿岸施設の種類に関わらず一定であるのに対し，後者は沿岸施設の種類によって

変化するため，両者の大きさの差が沿岸施設によって変化する。これら 3 種類の沿岸施設の

中では，藻場や石油備蓄基地の場合は沿岸施設に最も近い位置のリスクの方が相対的に大き

く，r1への寄与度が高い。カンパチの養殖生簀の場合も沿岸施設に最も近い位置の方がリス

クが大きいが，航路に最も近い位置でのリスクとの差は他の 2 種類と比べて小さく，r1への

寄与度が相対的に小さい。 
 以上のように，沿岸施設の種類によって衝突確率p15(i, j)や衝突時の被害額s15が変化するの

で，これらの変化によってr1も大きく変化し，また，被害額の大きさによって沿岸施設に近

い海域と航路側海域のリスクの大きさの比が変化することが分かった。 
 
(4) 年間船舶通航量の差による影響 
 リスクr1の計算式には，漂流船舶の年間出現数が含まれており，これは年間船舶通航量に

比例するように設定している。ここでは，年間船舶通航量のみを変化させ，その他の計算条

件を統一して検証する。図 4-52 および図 4-53 は，それぞれ岩手沖および野島崎沖の年間船

舶通航量を使用して計算したr1の空間分布である。これらを比較すると，空間分布の形状は

類似しており，主にリスク値のみが変化していることが分かる。野島崎沖は岩手沖より年間

船舶通航量が多いため，岩手沖の年間船舶通航量を用いた場合より全体的にリスクが大きく

なっている。なお，r1の計算式から，r1は年間船舶通航量に比例すると考えられる。 
 
 以上，(1)～(4)の検証により，下記のことが分かった。 
 環境条件や沿岸施設の位置の違いは，リスクr1の大きさおよび分布形状に大きく影響する。 
 沿岸施設の種類の差によるリスクr1の分布形状への影響は小さく，r1の大きさへの影響は

大きい。 



117 
 

 年間船舶通航量の差はリスクr1の分布形状には影響せず，r1の大きさにのみ影響する。（r1
は年間船舶通航量に比例する。） 

 
                                 [万円/年] 

 
図 4-49 海域 No.1 の環境条件でカンパチの生簀が(0,10000)にある場合のリスクr1の分布 

 
                                 [万円/年] 

 
図 4-50 海域 No.1 の環境条件で藻場が(0,10000)にある場合のリスクr1の分布 
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                                 [万円/年] 

 
図 4-51 海域 No.1 の環境条件で石油備蓄基地が(0,10000)にある場合のリスクr1の分布 

 
 
                                 [万円/年] 

 
図 4-52 岩手沖の年間船舶通航量を使用した場合のリスクr1の分布（海域 No.1 の環境条件

で石油備蓄基地が(0,10000)にある場合，図 4-51 のスケール変更） 
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                                 [万円/年] 

 
図 4-53 野島崎沖の年間船舶通航量を使用した場合のリスクr1の分布 

（海域 No.1 の環境条件で石油備蓄基地が(0,10000)にある場合） 
 
4.2.2.2. 計算条件の差によるr7の計算結果への影響 

 次に，上記の検証においてr1のリスクシナリオに含まれていないために検証の対象となら

なかった船舶通航分布および船舶速度分布について，リスクr7への影響を検証する。 
 
(1)  船舶の航路幅方向通航分布の差による影響 
 年間船舶通航量と船舶速度分布を岩手沖のデータに統一し，船舶通航分布のみを変化させ

た場合のr7の計算結果を比較する。その他の計算条件も全て統一している。図 4-54 は岩手

沖の航路幅方向通航分布データを正規分布（標準偏差 1.5 海里）で近似したデータを示し，

図 4-55および図 4-56はその標準偏差を 2海里および3海里にした場合のr7の分布を示して

いる。 
 これらの計算結果の比較から，標準偏差が大きくなるほど航路から遠い陸側の海域におけ

るリスクr7の値が大きくなり，逆に航路側の海域では小さくなることで，航路からの距離に

よる差が小さくなっていることが分かる。また，沿岸施設の影響についてみると，沿岸施設

に近い位置のリスクr7の大きさは，図 4-54 では航路側と比べて非常に小さいが，図 4-56 で

は沿岸施設に最も近い位置でリスクr7の値が最大となっている。このことから，船舶の通航

分布の標準偏差が変化することによって，リスクr7の分布に対する沿岸施設の影響度が変化

することが分かった。 
 一方，図 4-57 は船舶通航分布のみを野島崎沖のデータに変更して計算したr7の分布であ

る。ガンマ分布の性質から，本研究の設定では，i = 5000 以下の位置では操船ミスによる船

舶衝突確率p12(i, j)は 0.0 となるため，この確率を含むr7も 0.0 となっている。また，i = 6000
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以上の位置では東に行くほどp12(i, j)の値が小さくなっており，本研究での 1000 m 刻みの計

算条件では i =6000 の位置にリスクの最大値が現れている。 
 以上の検証結果から，r7の空間分布はp12(i, j)の空間分布に強く影響を受けていることが分

かり，船舶通航分布による影響が大きいことが分かった。 
 一方，南北方向のリスクの大きさの差に着目すると，いずれの計算結果も沿岸施設への衝

突確率p15(i, j)の大きい位置でのリスクr7の値が大きくなっている。つまり，エリア内の北側

と南側ではリスクが小さく，南北方向の中心付近のリスクが大きいことが分かる。このこと

からリスクr7の空間分布は， r1と同様にp15(i, j)の影響を強く受けていることが分かった。 
 
(2) 船舶の速度分布の差による影響 
 年間船舶通航量，船舶通航分布を岩手沖のデータに統一し，船舶速度分布のみを変化させ

た場合のr7の計算結果を比較する。その他の計算条件も全て統一している。図 4-58 は野島

崎沖の船舶速度分布データを利用した場合のr7の分布を示しており，これを図 4-54 と比較

すると，わずかに野島崎沖のデータを使用した計算結果の方がリスク値が小さいが，それほ

ど大きな差はなく，空間分布もほとんど変化がない。リスク値のわずかな差の原因は，岩手

沖のデータでは高速域の割合が野島崎沖のデータに比べて大きく，p13_2(i, j)が大きくなるた

めと考えられるが，r7に含まれるほかの確率の寄与が大きいために，その差が小さく表れた

と考えられる。 
 なお，船舶通航分布を野島崎沖のデータに変更して同様の比較を行った場合も，上記と同

様，岩手沖の船舶速度分布を使用した場合の計算結果の方がややリスク値が大きくなったが，

それほど大きな変化ではなく，空間分布にもほとんど変化はなかった。 
 
 以上の考察結果から，以下のことが分かった。 
 船舶の航路幅方向の通航分布はリスクr7の空間分布および値に大きな影響を与える。 
 正規分布の場合には航路中心から離れるほど候補エリア内のリスクr7が小さくなる。ただ

し，標準偏差が小さいときには航路からの距離による影響が顕著に現れるが，標準偏差が

大きいときにはその影響が小さくなる。 
 沿岸施設への衝突確率p15(i, j)の空間分布は，リスクr7の空間分布に大きく影響し，航路か

らの距離による影響が小さい場合には沿岸施設に最も近い位置でのリスクr7が最大になる。 
 ガンマ分布の場合には航路中心の定義が不明確であり，野島崎沖での陸からの距離と船舶

通航数の関係をそのまま適用したため，本研究での設定では i = 5000 以下の位置ではリス

クr7が 0.0 となり，i = 6000 以上の位置でのリスクr7を比べると，陸に近い位置の方がリ

スクr7が大きくなる。仮に航路中心を陸からの距離の平均値と考えた場合，航路中心から

陸側に行くほどリスクが大きく，沖側に行くほどリスクが小さくなることになる。これは

ガンマ分布の特徴である。 
 船舶速度分布の高速域の割合が大きくなるとr7は微増した。これはp13_2(i, j)の影響である

が，r7に含まれる他のリスクの影響が大きく，変化は小さい。ただし，速度にもっと大き

な差があればr7にも大きな変化が表れる可能性がある。 
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                                 [万円/年] 

 
図 4-54 岩手沖船舶通航分布データ（標準偏差 1.5 海里の正規分布）で計算した場合のリス

クr7の分布 
（年間船舶通航量，船舶速度分布は岩手沖のデータを使用，石油備蓄基地が(0,1000)にある

場合） 
 
                                 [万円/年] 

 

図 4-55 標準偏差 2 海里の正規分布で計算した場合のリスクr7の分布 
（年間船舶通航量，船舶速度分布は岩手沖のデータを使用，石油備蓄基地が(0,1000)にある

場合） 
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                                 [万円/年] 

 
図 4-56 標準偏差 3 海里の正規分布で計算した場合のリスクr7の分布 

（年間船舶通航量，船舶速度分布は岩手沖のデータを使用，石油備蓄基地が(0,1000)にある

場合） 
 

                                 [万円/年] 

 

図 4-57 野島崎沖船舶通航分布（ガンマ分布）で計算した場合のリスクr7の分布 
（年間船舶通航量，船舶速度分布は岩手沖のデータを使用，石油備蓄基地が(0,1000)にある

場合） 
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                                 [万円/年] 

 
図 4-58 岩手沖の船舶通航分布と野島崎沖の船舶速度分布データを利用した場合のリスク

r7の分布 
（年間船舶通航量は岩手沖のデータを使用，石油備蓄基地が(0,1000)にある場合） 

 
4.2.3. 風力発電施設漂流の原因別リスク 

 本研究で取り扱っている風力発電施設の漂流の原因は，船舶の漂流または操船ミスによる

風力発電施設への衝突と，設計時の想定を超える環境条件の 3 種類である。本研究で作成し

たリスクシナリオをこれら 3 つの原因別に合計した結果を図 4-59 から 図 4-61 に示す。こ

れらはいずれも海域 No.1 の環境条件を，船舶通航分布，年間船舶通航量，船舶航行速度分

布は全て岩手沖のデータを使用し，沿岸施設の種類は石油備蓄基地で，その位置は(0, 10000)
であると仮定した場合の計算結果である。 
 いずれの場合も，航路からの距離が大きくなるほどリスク値が小さくなることが分かる。

その中でも，船舶の操船ミスに起因するリスク（図 4-60）は特に航路からの距離による影響

が強く，航路に最も近い位置と最も遠い位置ではこのリスクに 100 倍以上の差がある。 
 一方，設計時の想定を超える環境条件を原因とするリスク（図 4-61）は，船舶とは無関係

に，全ての海域において等確率で風力発電施設の漂流が発生するため，他の 2 つの原因によ

るリスク分布と比べると航路からの距離による影響が小さく，沿岸施設への衝突確率p15(i, j)

の空間分布の影響が大きくなっている。また，候補エリア内のリスク値のばらつきが小さく，

全ての位置で同じオーダーになっているのが特徴である。 
 また，リスク値の大きさで比べると，操船ミスが原因で発生するリスク値がもっとも大き

く，総合リスクへの寄与が大きいと考えられる。そのため，総合リスクrの空間分布も航路か

らの距離に大きく依存することが予想される。 
 以上により，本研究の設定条件では船舶の操船ミスによるリスク値が最大で，次いで環境
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条件によるリスク値が大きく，最も値が小さいのは船舶の漂流によるリスクであることが分

かった。 
 
                                 [万円/年] 

 
図 4-59 船舶の漂流に起因するリスク（r1～r6）の合計rdri(i, j) 

（岩手沖の船舶通航分布を使用） 
 
                                 [万円/年] 

 

図 4-60 船舶の操船ミスに起因するリスク（r7～r12）の合計rmis(i, j) 
（岩手沖の船舶通航分布を使用） 
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                                 [万円/年] 

 

図 4-61 設計時の想定を超える環境条件に起因するリスク（r13～r17）の合計renv(i, j) 
（岩手沖の船舶通航分布を使用） 

 
 さらに，船舶通航分布がガンマ分布の場合についても考察する。船舶の漂流および想定を

超える環境条件を原因とするリスクには，船舶通航分布の違いは影響しないため省略し，船

舶の操船ミスを原因とするリスクの分布のみを図 4-62 に示す。この結果から，リスク値が 0
にならない海域のうち，東西方向および南北方向のいずれにおいても，中心付近の位置での

リスクが大きいことが分かるが，いずれも同じオーダーであり，その差は小さい。上述の通

り，r7(i, j)は陸に近い方がややリスクが大きく，r10(i, j)やr11(i, j)も同様であるが，r8(i, j)およ

びr9(i, j)は陸から遠い方がリスクが大きく，これらを合計したrmis(i, j)の分布ではエリアの中

心付近でリスクが最大になったと思われる。 
 
4.2.4. 総合リスク 

 上記の図 4-59 から 図 4-61 を合計した総合リスクr（各シナリオのリスクの合計）の分布

を図 4-63 に示す。また，図 4-64 および図 4-65 は，環境条件のみをそれぞれ海域 No.2 お

よび No.3 に変更した場合の総合リスクの分布である。環境条件以外の条件は統一されてお

り，船舶通航分布，年間船舶通航量，船舶速度分布は全て岩手沖のデータを利用し，沿岸施

設については石油備蓄基地が(0,10000)の位置にある場合とした。 
 全体の傾向としては，沿岸施設との距離の影響より航路中心からの距離の影響が大きく，

航路からの距離が近いほど総合リスクが大きく，航路から離れるにつれて小さくなることが

確認できる。この特徴は，前項で検討した 3 つの原因別リスクの中で最も値のオーダーが大

きいrmis(i, j)とよく似ていることが分かる。図 4-63 から図 4-65 は衝突確率および衝突時の 
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                                 [万円/年] 

 
図 4-62 船舶の操船ミスに起因するリスク（r7～r12）の合計rmis(i, j) 

（野島崎沖の船舶通航分布を使用） 
 
                                 [万円/年] 

 
図 4-63 海域 No.1 の環境条件による総合リスクの分布 

（岩手沖の船舶通航分布，年間船舶通航量，船舶速度分布を使用し，石油備蓄基地が(0,10000)
の位置にある場合） 
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                                 [万円/年] 

 
図 4-64 海域 No.2 の環境条件による総合リスクの分布 

（岩手沖の船舶通航分布，年間船舶通航量，船舶速度分布を使用し，石油備蓄基地が(0,10000)
の位置にある場合） 

 
                                 [万円/年] 

 
図 4-65 海域 No.3 の環境条件による総合リスクの分布 

（岩手沖の船舶通航分布，年間船舶通航量，船舶速度分布を使用し，石油備蓄基地が(0,10000)
の位置にある場合） 
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被害額の面から最もリスクの大きい石油備蓄基地を候補エリアの近くに置いた場合の結果で

あるが，沿岸施設の種類を変更しても，航路中心に近い方が総合リスクが大きいという傾向

は変わらなかった。 
 また，石油備蓄基地の位置を(0,1000)，(0,20000)に変化させた場合，リスクの分布形状に

若干の変化があるものの，全体としては大きな変化はなかった（図 4-66，図 4-67）。同様に

沿岸施設の種類を変化させた場合にも全体への影響は小さいことが分かった。以上の考察に

より，岩手沖の船舶通航分布データを用いた場合の総合リスクの空間分布およびリスク値の

大きさは，航路との位置関係が支配的であり，沿岸施設の位置や種類による影響は小さいこ

とが分かる。 
 次に，上記の計算条件のうち，船舶通航分布のみを野島崎沖のデータに変更した場合の計

算結果について，図 4-68 から図 4-70 に示す。これもrmis(i, j)と同様の分布をしており，i ≧
6000 のエリア内の中央部でリスクが大きくなっている。 
 なお，正規分布で近似した岩手沖データを使用した場合も，ガンマ分布で近似した野島崎

沖のデータを使用した場合も，環境条件の違いによる総合リスクの値の大きさは，大きい方

から海域 No.3，No.1，No.2 の順であった。これを各確率p11(i, j)～p17(i, j)の大きさと関連付

けて考えると，最も値のオーダーの大きいp16(i, j)も海域 No.3，No.1，No.2 の順になってお

り，総合リスクの大きさはこの影響を受けていると考えられる。さらに，いずれの場合も海

域 No.3 の環境条件での計算結果において，南端部のリスクがかなり小さくなっていること

が分かる。この特徴もp16(i, j)と共通しており，これは海域 No.3 の環境条件では風・海潮流

ともに南西からの頻度が非常に低いことによると考えられる。 
 以上により，船舶通航分布が正規分布の場合とガンマ分布の場合のいずれについても，環

境条件や沿岸施設の位置・種類に関わらず，航路からの距離との関係が支配的であることが

分かった。ただし沿岸施設を，より衝突確率が高く被害金額の大きいものに設定した場合に

は，沿岸施設への衝突確率の高い座標(i, j)において周囲よりリスクが大きくなる可能性があ

る。しかし，航路は 1 本のライン上に分布しているのに対し，沿岸施設は点として存在して

いるので，その影響が及ぶ範囲が航路の場合と比べて狭いという特徴がある。また，同様の

理由により，沿岸施設の方向に風力発電施設が漂流していく確率が環境条件と沿岸施設位置

によって大きく変わるため，候補エリア内のリスク分布に対する沿岸施設からの距離の影響

度合いも大きく変わるのに対し，航路の場合はどのような環境条件でもリスクが航路からの

距離に強く依存するという相違がある。 
 以上の考察結果より，風力発電施設の設置位置を決定する際にはまず，航路からの距離を

なるべく離し，風力発電施設の漂流確率が十分に低くなるエリアを絞り込み，その中から，

万が一漂流した場合にも沿岸施設への衝突リスクが小さい位置を選択するという手順が合理

的であると考えられる。 
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                                 [万円/年] 

 
図 4-66 海域 No.1 の環境条件で石油備蓄基地が(0,1000)にある場合の総合リスクの分布 

（岩手沖の船舶通航分布，年間船舶通航量，船舶速度分布を使用） 
 
                                 [万円/年] 

 
図 4-67 海域 No.1 の環境条件で石油備蓄基地が(0,20000)にある場合の総合リスクの分布 

（岩手沖の船舶通航分布，年間船舶通航量，船舶速度分布を使用） 
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                                 [万円/年] 

 
図 4-68 海域 No.1 の環境条件による総合リスクの分布 

（野島崎沖の船舶通航分布，岩手沖の年間船舶通航量，船舶速度分布を使用し，石油備蓄基

地が(0,10000)の位置にある場合） 
 
                                 [万円/年] 

 
図 4-69 海域 No.2 の環境条件による総合リスクの分布 

（野島崎沖の船舶通航分布，岩手沖の年間船舶通航量，船舶速度分布を使用し，石油備蓄基

地が(0,10000)の位置にある場合） 
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                                 [万円/年] 

 
図 4-70 海域 No.3 の環境条件による総合リスクの分布 

（野島崎沖の船舶通航分布，岩手沖の年間船舶通航量，船舶速度分布を使用し，石油備蓄基

地が(0,10000)の位置にある場合） 
 
4.3. 各計算条件と計算結果の関係についての考察 

 本節では，各計算条件がリスクの計算結果に与える影響について検証する。 
 
4.3.1. 漂流船舶の衝突による風力発電施設の漂流確率と年間船舶通航量 

 漂流船舶の出現数mSは年間船舶通航量 N に比例する設定となっているため，漂流船舶の

衝突による風力発電施設の漂流確率も N に比例する。この確率が環境条件による風力発電施

設の漂流確率p14(i, j)より 1 オーダー以上小さい場合，漂流船舶の衝突の影響は十分に小さい

と判断することとする。つまり， 
 

mS(N) × p11(i, j) × p13_1(i, j) × 10 ≤ p14(i, j)               ... (4-25) 
 
の条件を満たす場合，漂流船舶の衝突の影響が無視できることとする。 
 上記の条件を満たす N の上限値をNmaxとし，各環境条件についてNmaxを求めた結果，表 
4-8 のようになった。p11(i, j)とp13_1(i, j)のそれぞれの最大値どうしを掛け合わせた値の大き

さは，大きい順に No.1，No.3，No.2 となっており，N の値が同一の場合，風力発電の漂流

のしやすさもこの順になる。Nmaxは漂流しにくい条件のときほど大きくなるため，表 4-8 に

示す通り，Nmaxの大きさは海域 No.2，No.3，No.1 の順になったと考えられる。 
 なお，これら 3 つの環境条件のいずれについても，岩手沖または野島崎沖の年間船舶通航

量より 1 オーダー大きい。これらは日本周辺海域の中でも比較的交通量の多い海域であるた
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め，日本周辺海域であれば，漂流船舶の衝突による風力発電施設の漂流確率は，環境条件に

よる漂流確率より十分に小さく，総合リスクへの影響度も小さいため，ある海域への風力発

電施設の設置にあたっては，漂流船舶の影響を考慮しなくてもそれほど影響はないと考えら

れる。 
 
表 4-8 漂流船舶の衝突による風力発電施設の漂流の影響が無視できる N の上限値Nmax 

環境条件 Nmax 
海域 No.1 245,000 

海域 No.2 716,000 

海域 No.3 410,000 

 
4.3.2. 操船ミス船舶の衝突による風力発電施設の漂流確率と航路中心からの距離 

 操船ミス船舶の衝突確率p12(i, j)は航路中心からの距離DLによって変化し，船舶通航分布が

正規分布で近似されるとき，DLが大きいほどp12(i, j)は小さくなる。前項と同様に，操船ミス

船舶の衝突による風力発電施設の漂流確率が，環境条件による風力発電施設漂流確率p14(i, j)

より 1 オーダー以上小さい場合，操船ミス船舶の衝突による影響は十分に小さいと判断する

こととする。つまり， 
 

N × p12(i, j) × p13_2(i, j) × 10 ≤ p14(i, j)               ... (4-26) 
 
の条件を満たす場合，操船ミス船舶の衝突の影響が無視できることとする。 
 
4.3.2.1. 船舶通航分布が正規分布で近似できる場合 

 上記の条件を満たすDLの下限値をDLminとすると，DLminは年間船舶通航量 N，被衝突物で

ある浮体の幅 Bf，船舶通航分布の標準偏差σ，環境条件，船舶速度分布に依存する。Bf およ

びσはp12(i, j)の値に影響を与え，環境条件，船舶速度分布はp13_2(i, j)の値に影響を与える。

いま，環境条件および船舶速度分布についてはp13_2(i, j)が最大となるときの条件を用いるこ

ととし，海域 No.3 の環境条件および岩手沖の船舶速度分布を用いた場合のp13_2(i, j) = 0.440
を使用して検証を行う。残りのパラメータは N，Bf，σの 3 つであり，DLminをこれらの関数

としてDLmin(N, Bf,σ)と表す。しかし，これら 3 つのパラメータを 1 つの式に表すことが困難

なため，これらのうち 1 つを固定して残りの 2 つのパラメータでDLminの定式化を行う。 
 まず，本研究の設定であるBf = 82.0 [m]に固定して，残りの 2つのパラメータを変化させ，

各パラメータとDLminの関係から，DLmin(N, 82.0,σ)の式を導く。図 4-71 および図 4-72 は，

N を 18,980（岩手沖の年間船舶通航量）や 31,846（野島崎沖の年間船舶通航量）のほか，

100,000，500,000，1,000,000 の合計 5 種類に設定し，σを 1~5 の 0.5 刻みに設定して，こ

れら 2 つのパラメータの組み合わせとDLmin(N, 82.0,σ)の関係を検証した結果である。 
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図 4-71 標準偏差とDLminの関係 

 

 

図 4-72 年間船舶通航量とDLminの関係 
 
図 4-71 より，σとDLminは線形の関係にあると考えられ，これらの近似曲線の傾きを a1，y
切片を b1 とおくと，N が大きくなるほど a1 も大きくなるが，b1 は逆に小さくなり，これ

らの関係は対数式で近似される。これらの関係を図 4-73 に示し，それぞれの近似曲線の式

を下記に示す。 
 

a1(N) = 471 ln N + 1729                      ... (4-27) 
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b1(N) = −68 ln N + 1962                     ... (4-28) 
 
 一方，図 4-72 より，N とDLminの関係式は対数で表されると考えられ，これらの近似曲線

の対数部の係数を a2，y 切片を b2 とおくと，N が大きくなるほど a2 および b2 も大きくな

り，これらの関係は線形に近似できる。これらの関係を図 4-74 に示し，それぞれの近似曲

線の式を下記に示す。 
 

a2(σ) = 471 σ − 68                        ... (4-29) 
b2(σ) = 1729 σ + 1962                      ... (4-30) 

 
 これらの係数等を用いると，DLminは以下のように示すことができる。 
 

DLmin(N, 82.0,σ) = a1(N) σ+ b1(N)                 ... (4-31) 
または 

DLmin(N, 82.0,σ) = a2(σ) ln N + b2(σ)               ... (4-32) 
 
つまり，それぞれ代入して， 
 

DLmin(N, 82.0,σ) = (470 ln N + 1729) σ+ (−68 ln N + 1962)     ... (4-33) 
または 

DLmin(N, 82.0,σ) = (470σ − 68) ln N + (1729 σ + 1962)      ... (4-34) 
 
と表され，これら 2 式は展開するといずれも 
 

DLmin(N, 82.0,σ) = 470 ln N・σ + 1729 σ − 68 ln N + 1962     ... (4-35) 
 
となることが分かる。この式を用いることで，洋上風力発電事業を行おうとする海域におけ

る年間船舶通航量と船舶通航分布の標準偏差が分かれば，航路中心から何メートル以上離し

て設置すれば操船ミス船舶の衝突による風力発電施設の漂流リスクが無視できるレベルに低

減できるかを検証することができる。 
 例えば岩手沖のデータ，N = 18,980，σ = 1.5を用いた場合，DLmin(18980, 82.0,1.5) = 10,800

と算出されるが，本研究の設定では，航路中心から陸までの距離が 10,000 m であり，上記

の距離以上の距離を確保して風力発電施設を設置するのは不可能である。よって，この条件

では，操船ミス船舶の衝突による風力発電施設の漂流リスクが無視できる海域は，本研究で

候補エリアとしたような海岸線と航路中心の間の海域には存在せず，航路から沖に向かって

離した場所に設置するしかない，ということになる。ただし，岩手沖は年間船舶通航量が比

較的多い海域であり，N がより小さい海域であれば候補エリア内にDLmin以上の距離を確保

して風力発電施設を設置できる位置ができる可能性が高い。 
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図 4-73 標準偏差とDLminの関係を示す近似曲線の傾きおよび y 切片と年間船舶通航量との

関係 
 

 
図 4-74 年間船舶通航量とDLminの関係を示す近似曲線の係数および y 切片と標準偏差との

関係 
 
 また，本研究で対象とした風力発電施設はセミサブ型浮体を使用しており，その幅 Bf が

82.0 m であるが，スパー型浮体を使用した施設の場合など，Bf がより小さい場合には操船

ミス船舶の衝突確率も低減されるため，DLminも小さくなると考えられ，このような場合に

も，候補エリア内にDLmin以上の距離を確保できる位置ができると考えられる。 
 例えば Bf = 10 [m]，σ = 1.0の場合，岩手沖と同じ N = 18,980 の場合でも，DLmin = 6,300

であり，候補エリア内でこれ以上離れた距離に風力発電施設を設置することが可能となる。

このように，Bf およびσの値を変化させてDLminとの関係を検証することも可能であり， N
の値を岩手沖のデータである 18,980[隻/年]に固定して，上記のDLmin(N, 82.0,σ)の式の求め方

と同様に行うと，以下のように求められた。 
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DLmin(18980, Bf,σ) = 571σ・ ln Bf − 75 ln Bf + 3716σ + 1755       ... (4-36) 

 
 さらに，船舶通航分布の標準偏差σを 1.5 に固定して，残りのパラメータを変化させて検証

した場合も同様に行い，N および Bf とDLminの関係から定式化すると， 
 

DLmin(N, Bf, 1.5) = −40 ln Bf・ ln N + 817 ln N + 1132 ln Bf− 531     ... (4-37) 
 
と求められた。 
 以上で求められた式を用いることで，操船ミス船舶の衝突リスクを無視できる風力発電施

設設置位置を決めることができる。なお，ここでは上述の通り，p13_2(i, j)に最大値である0.440

を用いているが，p13_2(i, j)の値が小さくなると式(4-26)の条件を満たすp12(i, j)の最大値が大

きくなるため，DLminの値は小さくなる。ただし，p13_2(i, j)の最小値は 0.414 であり，この差

によるDLminへの影響は小さく，100 m 前後の差が生じるのみであった。これは，本研究の

設定における風力発電施設設置位置の検証の刻み幅より小さいため，この影響はほとんどな

いと考える。 
 
4.3.2.2. 船舶通航分布がガンマ分布で近似できる場合 

 上記と同様に式(4-26)の条件を満たすDLの下限値をDLminとすると，正規分布の場合と同様

に，DLminは年間船舶通航量 N，被衝突物である浮体の幅 Bf，環境条件，船舶速度分布に依

存するが，正規分布の場合と異なる点は，船舶通航分布の標準偏差σに代わり，形状母数α

と尺度母数βの 2 つのパラメータが関連することである。これら 2 つのパラメータと N およ

び Bf がp12(i, j)の値に影響を与える。環境条件と船舶速度分布については正規分布の場合と

同様，海域 No.3 の環境条件および岩手沖の船舶速度分布を用いた場合のp13_2(i, j) = 0.440を
使用して，残りのパラメータ N，Bf，α，βの 4 つについて，DLminとの関係を検証すること

とする。 
 図 4-75 は形状母数αとp12(i, j)の関係を，図 4-76 は尺度母数βとp12(i, j)の関係を示した図

である。形状母数および尺度母数はどちらも，それらの値が大きくなるほどガンマ分布の形

状がなだらかになり，逆に小さい場合にはピークが鋭くなる。また，形状母数はその値が大

きくなるほどピークの位置が右にずれる。これらの特徴に関連してp12(i, j)も同様の変化をし

ている。 
 ところで，これらのグラフ形状より，式(4-26)の条件を満たす範囲は 2 つ存在する場合が

あることが予想される。なぜなら，野島崎沖のデータを利用して求めたp12(i, j)のグラフ（α

=1.09，β=6720.42）の場合， 航路中心として設定した位置はピーク位置より右（沖側）に

あり，航路中心から左（陸側）に移動する過程でピークを超えるため，航路中心より左の範

囲内に式(4-26)の条件を満たすp12(i, j)の上限値が 2 つ存在する可能性があるためである。 
 このような特徴から，ガンマ分布の場合，一概に「航路中心から何 m 以上離れれば操船ミ

ス船舶の衝突リスクを無視できる」とは言えないことが分かる。一方で，ガンマ分布の特徴
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から，ピークの左側に確率が 0.0 になる位置があるため，航路中心からこの位置まで離れれ

ば確実に操船ミス船舶の衝突リスクを回避できることになる。従って，船舶通航分布がガン

マ分布で近似される場合には，DLminを求めることはしないこととする。 
ただし，形状母数の値が大きい場合にはピーク位置が航路中心より右に移動するため，航

路中心から左に離れる場合，単純にその距離の増加によってp12(i, j)が減少することになり，

正規分布の場合と同様にDLminを求めることが可能となる。また，ピーク位置と航路中心位

置との関係は位置母数 m によっても変化するので，対象とする海域の船舶通航分布データを

ガンマ分布で近似した場合は，これらのパラメータの特徴を考慮してDLminを求めることが

適切かどうかを判断すべきである。 
 

 
図 4-75 形状母数とp12(i, j)の関係（尺度母数は 6720.42 で一定） 

 

 
図 4-76 尺度母数とp12(i, j)の関係（形状母数は 1.09 で一定） 
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4.3.3. 総合リスク分布と沿岸施設被害額 

 第 4.2.4 項で示した通り，総合リスクの分布形状は，操船ミス船舶の衝突確率や漂流した

風力発電施設の航路への侵入など，航路と関連するリスクの影響を大きく受けており，沿岸

施設と関連するリスクの影響は小さい。特に船舶通航分布が正規分布で近似できる場合，ほ

とんど航路からの距離によって総合リスクの分布が決まってしまう。 
 しかし，沿岸施設の被害額がより大きい場合，または沿岸施設が対象エリア内に複数ある

場合には，沿岸施設への衝突リスクの総合リスクへの寄与度が上昇し，総合リスクの分布形

状においても沿岸施設への衝突リスクの分布形状の影響が確認できるようになる可能性があ

る。ここでは，これらの影響について以下のように検証する。 
 
4.3.3.1. 単独施設の被害額 

 本研究で設定した沿岸施設のうち，被害額が最も大きいのは石油備蓄基地であり，その額

は約 931 億 3907 万円である。この金額は，石油備蓄船 1 隻分の 88 万 kL の石油が流出した

際の海洋流出油回収コストと，流出した石油が周辺の藻場 200 ha を汚染し，原状回復まで

10 年かかると仮定した場合に失われる生態系サービスの価値を金額換算したものの合計金

額として計算している。この金額設定では，沿岸施設への衝突リスクは航路に関連するリス

クと比べて小さく，総合リスクの分布形状がほとんど航路との距離によって決まってしまう

が，より大きな被害額の設定の場合には，沿岸施設への衝突リスクの影響が総合リスクの分

布にも現れる可能性がある。そこで，ここでは総合リスクの分布形状に影響を及ぼす沿岸施

設被害額の下限値を求めることとする。 
 総合リスクの分布形状に影響を及ぼすかどうかの判断基準としては，沿岸施設に最も近い

位置でのリスクが，その右隣りの位置でのリスクより大きいこととする。つまり，沿岸施設

に最も近い＝航路から最も遠い位置でのリスクが，その右隣り＝航路からの距離が少し小さ

い位置のリスクより大きいということは，航路からの距離が大きくなることに逆らってリス

クが大きくなることを意味し，沿岸施設への衝突リスクの影響が航路に関連するリスクに埋

もれず，総合リスクの分布に影響を与えていることになるためである。 
 航路に関連するリスクの影響度は，その航路の年間船舶通航量 N と関連しており，N が大

きいほどその影響度も大きくなる。よって，総合リスクの分布に影響を及ぼす沿岸施設被害

額の下限値も N によって変化すると考えられるため，この下限値をs15min(N)と表すこととし，

N とs15minの関係を検証した。図 4-77 にその結果を示し，以下に得られた近似曲線の式を示

す。 
 

s15min(N) = 0.3879 N1.8563                    ... (4-38) 
 
 例えば岩手沖の年間船舶通航量 18,980 隻／年の場合，約 3,003 億円の施設が単独で存在

すると総合リスク分布に沿岸施設への衝突リスクの影響が現れることになる。これは本研究

で設定した石油備蓄基地の被害額より 1 オーダー大きいが，石油備蓄船が複数隻破損した場

合や，より広範囲の藻場が汚染された場合にはこの金額に達する可能性は十分にあり，また，
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本研究では考慮していない，石油そのものの損害を補償する場合や，藻場以外の生態系，例

えば周辺漁場の汚染等の被害などを考慮することにより，被害額はさらに上昇する可能性が

ある。 
 一方，船舶通航分布がガンマ分布の場合には，p12(i, j)＝0.0となる海域においては沿岸施設

への衝突リスクの影響がはっきりと現れるため，上記のような検討は不要と考える。 
 

 

図 4-77 年間船舶通航量と総合リスク分布に影響を与える沿岸施設被害額の下限値の関係 
（黒線は近似曲線） 

 
4.3.3.2. 複数施設の場合 

 単独の施設ではその被害額および衝突確率が小さく，航路関連のリスクと比べて小さくな

ってしまう場合でも，沿岸施設が複数ある場合には，それらの施設への衝突リスクの合計が

総合リスクの分布に与える影響が大きくなり，航路関連リスクに埋もれずに総合リスク分布

に影響を与えられる可能性がある。 
 そこで，対象エリア内に沿岸施設を 3 種類設置した場合の総合リスク分布について検証す

る。一例として，藻場が(0, 1000) ，石油備蓄基地が(0, 10000)，カンパチの養殖生簀が(0, 
15000)にある場合を考え，関連する数式を以下の様に変更した。 
 
   r1 = mS × p11 × p13_1 

× �p15_1_3 × �s13 + s15_3�+ p15_10_4 × �s13 + s15_4� + p15_15_1 × �s13 + s15_1��    ... (4-39) 
 

r4 = mS × p11 × p13_1 × �1− p15_1_3 − p15_10_4 − p15_15_1 − p16� × s13     ... (4-40) 
 
   r7 = N × p12 × p13_2 

× �p15_1_3 × �s13 + s15_3�+ p15_10_4 × �s13 + s15_4� + p15_15_1 × �s13 + s15_1��    ... (4-41) 
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r10 = N × p12 × p13_2 × �1 − p15_1_3 − p15_10_4 − p15_15_1 − p16� × s13      ... (4-42) 

 
r13 = p14 × �p15_1_3 × �s14 + s15_3� + p15_10_4 × �s14 + s15_4� + p15_15_1 × �s14 + s15_1��... (4-43) 

 
r16 = p14 × �1− p15_1_3 − p15_10_4 − p15_15_1 − p16� × s14         ... (4-44) 

 
 ただし，p15_1_3の2つ目の添え字1は沿岸施設の位置が(0, 1000)であることを示しており，

(0, 10000)の場合は 10，(0, 15000)の場合は 15 としている。また，3 つ目の添え字は沿岸施

設の種類を示しており，1：カンパチの養殖生簀，2：マグロの養殖生簀，3：藻場，4：石油

備蓄基地とする。 
 これらの数式を用いて計算した，複数施設が対象エリア内にある場合の総合リスクの分布

を図 4-78 に示す。ただし，船舶通航分布，船舶速度分布，船舶速度分布は全て岩手沖のデ

ータを使用し，海域 No.1 の環境条件を用いた。また，図 4-79 には，上記と同じ条件で計算

された 3 つの沿岸施設への衝突確率のみを示す。これは，r1，r7およびr13の式に含まれる，

p15_1_3 + p15_10_4 + p15_15_1の空間分布を示したものである。 
 図 4-78 より，単独施設として(0, 10000)に石油備蓄基地がある場合（図 4-63）と比べて

分布形状にはほとんど変化がないことが分かる。詳細に比較したところ，エリア内の多くの

場所においてリスクの大きさに変化がなかったが，石油備蓄基地が設置されている位置(0, 
1000)の周辺海域ではリスクの増加が認められるところもあり，増加率の最大値は(1000, 
10000)における 1.21 倍であった。一方，新たに追加した藻場やカンパチの養殖生簀の周辺

海域では総合リスクの増加は認められず，むしろわずかに減少した。この理由については次

のように考えられる。 
 式(4-39)から式(4-44)に示すように，r1，r7，r13については沿岸施設の追加によってリスク

値が増加するのみであるが，r4，r10，r16については，逆に沿岸施設の増加によって減少する。

総合リスクはこれらのリスクの合計であるから，r1，r7，r13の増加量とr4，r10，r16の減少量

のバランスによって，ある位置での総合リスクの増減が決まることになる。総合リスクが増

加した場所では増加量が減少量より多く，総合リスクが減少した場所では減少量が増加量よ

り多かったということになる。 
また，3 つの施設を考慮したp15(i, j)の分布を示した図 4-79 においては，石油備蓄基地の

ある(0, 10000)の周辺海域のみでなく，新たに藻場を追加した(0, 1000)の周辺海域でも

p15(i, j)の値が大きくなっていることが分かる。しかし，カンパチの養殖生簀を追加した(0, 
15000)の周辺海域は，他 2 種類の沿岸施設周辺海域と比べてp15(i, j)の値が小さい。これは施

設の大きさが小さいために，漂流した風力発電施設の衝突確率が小さいためと考えられる。 
図 4-79 に関する考察と上記の考察結果を踏まえると，藻場の追加によって，その周辺海

域では漂流した風力発電施設の衝突確率が増加しているが，その被害額の小ささから，r1，r7，

r13の増加量をr4，r10，r16の減少量が上回り，総合リスクの増加率で見ると減少という結果  
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                                 [万円/年] 

 
図 4-78 沿岸施設 3 種類が 3 地点にある場合の総合リスク分布 

（藻場が(0, 1000) ，石油備蓄基地が(0, 10000)，カンパチの養殖生簀が(0, 15000)にあり，

船舶通航分布，年間船舶通航量，船舶速度分布は全て岩手沖のデータ，環境条件は海域 No.1
を使用した場合） 
 

 

図 4-79 漂流した風力発電施設が 3 地点にある沿岸施設 3 種類に衝突する確率の分布 
（計算条件は図 4-78 と同じ） 
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になったと推測される。また，カンパチの養殖生簀については，施設の小ささから，風力発

電施設の衝突確率が小さく，その被害額も小さい。よって，この施設の周辺海域においては，

r1，r7，r13の増加量が小さく，r4，r10，r16の減少量も小さいが，総合的には後者の減少量の

方が前者の増加量を上回り，総合リスクの減少につながったと考えられる。ただし，最も減

少率が大きかった位置(1000, 15000)においても，その減少率は 0.986 倍である。 
一方，石油備蓄基地の周辺海域で総合リスクが増加した理由としては，次のように考えら

れる。元々，この海域では石油備蓄基地への衝突確率が高く，r4，r10，r16の値は小さいため，

他の 2 施設への衝突確率が追加されても，その減少率は小さい。一方，その衝突確率と被害

額の大きさから，r1，r7，r13の値は元々大きいが，そこに他の 2 施設への衝突確率が加わり，

さらに大きくなった。石油備蓄基地の周辺海域は，対象エリアの南北方向の中心に近く，他

の 2 施設への衝突確率も比較的大きいと考えられる。以上により，この海域ではr1，r7，r13の

増加量がr4，r10，r16の減少量を上回り，総合リスクは増加となったと考えられる。 
 以上の考察により，沿岸施設が複数地点に設置されている場合の総合リスク分布への影響

が明らかになったが，その影響は小さく，単独の沿岸施設の場合と比べても総合リスクの分

布にはほとんど変化が生じないことが分かった。 
 従って，本項での検証結果より，沿岸施設が対象エリア内に単独で存在する場合も，複数

存在する場合も，総合リスクの分布形状に対する沿岸施設への衝突リスクの影響度が小さい

ことが分かり，航路関連のリスクの影響度の大きさが改めて確認された。 
 
4.4. 安全性に関するリスクを考慮した浮体式洋上風力発電施設設置位置の選定方法 

 前章の計算方法を踏まえた本章での検討結果から，安全性に関するリスクを考慮した洋上

風力発電施設設置位置は，以下の方針で選定することが望ましいと考える。 
 
「まずは航路中心から離れた，航路関連のリスクの影響が十分に小さくなる海域に絞り，

次にその海域内で沿岸施設への衝突リスクの小さい位置を選ぶ。ただし，沿岸施設への衝突

リスクの空間分布は環境条件に大きく依存するため，当該海域の環境条件を考慮して定量的

に評価することが望ましい。」 
 
 第 4.2.3 項において示した通り，風力発電施設の漂流原因別に見ると，船舶の漂流や，風

車設計時の想定を超える環境条件の発生に起因するリスクの影響と比べて，船舶の操船ミス

に起因するリスクの影響が最も大きいことが分かった。また，第 4.3.3 項において，航路に

関連するリスクと沿岸施設への衝突リスクを比較すると前者の影響が圧倒的に大きいことを

示した。これらのことから，周辺海域への影響の観点から浮体式洋上風力発電施設の設置に

適した位置を決めるに当たり，最も影響の大きいリスクは「操船ミスによる船舶の衝突」で

あることが分かる。 
 しかし，船舶通航分布がガンマ分布で近似される海域では，航路中心からある一定の距離

で急激に船舶の通航量が減少し，航路関連のリスクが総合リスクにほとんど影響しなくなる。

図 4-80 は，船舶通航分布がガンマ分布で近似される場合の総合リスク分布のうち，陸から
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の距離が 5,000 m 以内の範囲のみを示したものである。陸からの距離が 6,000 m 以上になる

と航路に関連するリスクが支配的となり，沿岸施設への衝突リスクの影響がほとんど見えな

くなってしまうが（例えば図 4-68），この範囲では航路に関連するリスクが急激に小さくな

り，沿岸施設への衝突リスクの空間分布が明確に確認できる。 
 日本沿岸域ではこのようにガンマ分布で近似できる船舶通航分布を持つ海域が多いため，

航路に関連するリスクが急激に減少する位置より陸側の海域の中から，沿岸施設への衝突確

率の小さい位置を選ぶ方法が適切であると考えられる。以上により，本研究では，上記の方

針を浮体式洋上風力発電施設の設置位置選定手法として提案する。この方針は，洋上風力発

電事業の有力海域として考えられている，太平洋側の日本沿岸部の多くの海域において共通

して利用可能なものであることから，日本沿岸部で浮体式洋上風力発電事業を行う場合の，

一般的な適地選定の指針を示すことができたと考える。 
 
                                 [万円/年] 

 
図 4-80 船舶通航分布がガンマ分布で近似される場合の総合リスク分布 

（陸からの距離 5000 m 以内の範囲，海域 No.1 の環境条件，岩手沖の船速分布，沿岸施設

位置(0, 10000)に石油備蓄基地がある場合） 
 
4.5. モデルの不確実性 

 本研究で構築した洋上風力発電施設の設置位置検討のためのモデルには，利用可能なデー

タの不足等による不確実性が多く含まれている。モデルの更なる改良に必要なデータとして

は，以下のようなものが挙げられる。 
 

① 漂流船舶出現確率 
② 船舶の操船ミス発生確率 
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③ 設計時の想定を超える環境条件による風力発電施設漂流確率 
④ 漂流施設と航行船舶の衝突確率 
⑤ 風力発電施設被害額（修理にかかる費用および期間） 
⑥ 沿岸施設被害額 

 
 これらのデータを取得することが計算結果の信頼性を向上させるために必要だが，容易に

は取得できないものが多い。ここでは，これらの不確実性が本研究で得られた知見にどれだ

け影響するかを考察する。 
 図 4-59 から図 4-61 に示す通り，風力発電施設の漂流原因別に見たリスクの合計の大きさ

は，船舶の漂流に起因するリスクが最も小さく数万円のオーダーであり，設計時の想定を超

える環境条件に起因するリスクは数百万円のオーダー，船舶の操船ミスに起因するリスクが

最も大きく，数億円のオーダーとなっている。しかし，これらのリスクには上述のデータ不

足による不確実性が含まれており，場合によってこれら 3 つに分類したリスクの大小関係が

変化する可能性も考えられる。 
 そこで，これらの不確実性が 3 つのリスクの大小関係に与える影響を検証する。船舶の漂

流や操船ミスの発生確率は，本研究での設定値が実際の確率と比べて過大であるか過小であ

るか不明であり，これらが原因で洋上風力発電施設に衝突・漂流に至る確率も，実際の確率

と比べて過大か過小か不明である。一方，設計時の想定を超える環境条件による洋上風力発

電施設の漂流確率は，過大評価である可能性が高い。なぜなら，本研究で設定した10−4は，

ISOの基準 [55]で1本の係留索が1年間に破断する確率の上限として定められているもので

あるため，実際には10−4以下になるように設計されていると考えられるためである。また，

施設の漂流は 3 本の係留索が破断することで発生するため，1 本の破断確率よりは小さい可

能性が高い。 
 以上を踏まえ，設計時の想定を超える環境条件による風力発電施設の漂流確率を仮に 1 オ

ーダー小さくした場合を考えて，このリスクと，船舶の漂流に起因するリスクを比較するこ

とで不確実性の検証を行う。後者のリスクは 3 つの中でリスクが最小のため，仮に 1 オーダ

ー大きくした場合を考え，前者のリスクを 1 オーダー小さくした場合と比べると，それぞれ

の最大値はオーダーが同じになるが，最小値で比べると，まだなお後者の方がリスクが小さ

い。つまり，海域全体で考えると前者のリスクの方が大きいことになり，それぞれのリスク

のオーダーを互いに近づける方に 1 オーダーずつ変化させたとしても，これらの 2 つのリス

クの大小関係は変化しないことが分かった。 
 一方，3 つの中で最もリスクの大きい，船舶の操船ミスに起因するリスクについては，元々

その値が，設計時の想定を超える環境条件に起因するリスクより 2 オーダー大きいため，後

者のリスクが過大評価であることを考慮して 1 オーダー下げた場合，両者の差がより大きく

なるのみで，両者の大小関係には影響しない。 
 以上の検証結果より，上記①～③の不足データに関する不確実性が，風力発電施設の漂流

原因別に 3 つに分類されるリスクの大小関係に与える影響は小さいと推定されることが分か

った。また，④⑤は風力発電施設の設置位置によらず一定であるため，施設設置位置の検討
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には大きな影響を与えず，⑥については第 4.3.3 項において検証したとおり，総合リスク分

布に与える影響は小さい。従って，これらの不確実性はいずれも，本研究で得られた知見に

は大きな影響を与えないが，これらの不足しているデータの収集やより正確な推定方法の検

討は今後の課題である。 
 また，本研究では定常状態の環境条件を想定して漂流方向等の計算に使用したが，実際の

海域では漂流物の漂流中に風向等が変化し，漂流方向が変化する可能性もある。そのため，

漂流開始時に予測された漂流先と，実際に数十分，数時間後に漂着する場所が必ずしも一致

するとは限らず，このような評価を正確に行うためには，非定常状態を考慮した計算が必要

となる。非定常状態の計算においては，同じ条件で漂流を開始する場合でも，漂流中の環境

条件の変化の仕方は複数通りあるため，モンテカルロ等の手法により複数回のシミュレーシ

ョンを実施して統計的に検討する必要がある。 
 
4.6. 本章のまとめ 

 本章では，仮想海域を対象に，周辺航路や沿岸施設との位置関係を考慮した，浮体式洋上

風力発電施設の安全性に関するリスクの定量評価を試行した。その評価結果を基に，浮体式

洋上風力発電施設が設計時の想定を超える環境条件によって漂流する確率を基準とし，船舶

の漂流に起因するリスクを無視できる年間船舶通航量の上限値を環境条件ごとに求めた。ま

た，同様に，船舶の操船ミスに起因するリスクが無視できる航路中心からの距離を，年間船

舶通航量，浮体幅，標準偏差の関数として定式化した。なお，この定式化は船舶通航分布が

正規分布で近似できる場合に限る。さらに，航路関連リスクと沿岸施設への衝突リスクの大

小関係の検証のため，総合リスク分布に沿岸施設への衝突リスクの分布の影響が現れるとき

の沿岸施設被害額の最小値を，年間船舶通航量の関数として求めるための定式化を行った。 
 これらの結果を踏まえ，安全性に関するリスクを考慮した洋上風力発電施設設置位置の選

定における方針を提案した。この方針は，洋上風力発電事業の有力海域として考えられてい

る，太平洋側の日本沿岸部の多くの海域において共通して利用可能なものであることから，

日本沿岸部で浮体式洋上風力発電事業を行う場合の，一般的な適地選定の指針を示すことが

できたと考える。 
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5. 洋上風力発電施設の環境影響に関する文献調査 

 第 1 章では，洋上風力発電に関する環境影響とその評価に関する既往基準等を簡単に説明

した。本研究では，様々な環境影響の中から，洋上風力発電に特有の問題として水中騒音を

取り上げることとし，本章において洋上風力発電施設からの水中騒音およびこれによる海棲

生物への影響についての文献調査結果を示す。 
 
5.1. 洋上風力発電からの水中騒音とその生物への影響のレビュー [63] 

 Nedwell ら [63]は，ウィンドファームのライフサイクルを建設準備，建設，運用，撤去の

4 段階に分類し，各段階で発生する水中騒音について利用可能な情報を整理している。 
 この報告書ではまず，洋上ウィンドファームの基礎，風車，ナセル，ブレード，補助的構

造物についてそれぞれ説明し，そのライフサイクルについて説明した後，水中の背景雑音お

よびライフサイクルの各段階において発生する水中音についての情報を整理している。ただ

し，この報告書では基礎は着床式のみ，設置水深 30 m 未満を対象としている。ここでは，

この報告書の中から数種類の水中音について抜粋し，以下に紹介する。 
 
5.1.1. 背景雑音 

 背景雑音について考えうる音源についての情報を紹介した後，「新たな音源を海洋環境に導

入することの影響を正確に評価するためには，背景雑音に関する知見が必要である」ことや，

「背景雑音は時間と空間によって大きさも周波数も異なるため，ウィンドファームに関連す

る騒音が背景雑音に紛れることもあれば，背景雑音より十分大きくなることもあるので，背

景雑音の評価は重要である」こと，また，「浅海域の背景雑音に関する知見やモデルは深海域

に比べて非常に少なく，十分な開発がされていない」という問題点についてまとめている。 
 
5.1.2. 杭打ち時の騒音 

 杭打ち時の騒音の発生・伝搬メカニズムについては十分な文献がないが，騒音は図 5-1 に

示す 3 通りの経路によって水中に入射・伝搬すると考えられ，図中(1)の経路は入射角や音響

インピーダンスの差などの理由から寄与度が低く，(2)の経路が最も寄与度が高いこと，(3)
の経路では海底地質の方が水中より音速が大きいため，(2)の経路より速く伝搬すると考えら

れることについて説明している。その後，風車および風車以外の基礎の杭打ち時における水

中音およびその生物影響に関する文献を紹介し，これらの観測結果が，海棲生物にとってほ

ぼ影響がないもの [64]から忌避 [65] [66]や死に至るもの [67]まで多岐にわたることや，そ

の影響因子は杭の直径，地質や水深，生物の種類や大きさが考えられるが，特に生物影響に

ついては文献が少なく，合理的な評価には更なる研究が必要である，とまとめている。 
 
5.1.3. 運用時の騒音 

 運用時の騒音についても図 5-2 に示すように，杭打ち時の騒音の伝搬と同様，空中，水中，

地中からの経路が考えられるが，運用中の場合には様々な音源が考えられる。例えば風車の

回転に伴うブレードの空力音，いわゆる風切り音や，ナセル内で発生する機械音，また，ブ
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レードも含めた構造物全体の周辺空気の動きや通過する波による流体力学的な力によって発

生する構造物の振動が考えられる。特に構造物の振動は空中，水中，地中のいずれの経路か

らも入射の可能性があるが，これも杭打ち時と同様，水中経路からの入射の寄与度が最も高

いと考えられると説明している。さらに，これらの音の発生・伝搬メカニズムから，観測さ

れる音は風速や音速プロファイル，水深，海面粗度や海底地質に影響を受けると考えられる

と述べている。 
 運用中の騒音についての情報は非常に少ないが，1 MW 未満の比較的小さい風車の運用中

の水中騒音を背景雑音と比較した例（元の文献は見つからず）や，これら風車のタワー振動

と陸上の 2 MW 風車のタワー振動を計測し，2 MW 風車を洋上に設置した場合の水中音レベ

ルをシミュレーションによって予測した例 [68]を紹介している。このシミュレーション結果

を利用してネズミイルカとアザラシの行動への影響を実験調査した結果，逃避行動は確認さ

れたが恐怖心を抱いている様子はなかったと報告されている。また，強風時にウィンドファ

ーム付近でターボットという魚種が逃避行動を起こしたという逸話について検証した結果，

この原因は水中騒音ではないと結論付けられていることを紹介している [69]。 
 これらの限られた情報からではあるが，風車運用中の水中騒音は周波数も音圧レベルも低

く，音圧レベルは風速と共に上昇するが，同時に背景雑音レベルも上昇し，背景雑音との差

はほぼ一定に保たれるため，環境に調和するのではないかとまとめている。 
 
5.1.4. その他の段階の騒音 

 この報告書では，洋上ウィンドファームのライフサイクル中のその他の段階で発生する騒

音についても調査しており，表 5-1 のようにまとめている。また，報告書の最後で筆者の意

見として，洋上ウィンドファームに関連する騒音源として環境影響の大きいと思われるもの

の順位を示しており，最も環境リスクが高いのは爆破を伴う基礎の撤去，次いで基礎の杭打

ちおよび地質調査，続いてドリルによる穴あけ，岩の設置（洗掘対策やケーブル保護のため），

ケーブル敷設，ダイバーの使用する道具類，最後に船舶や機器類および風車の運用としてい

る。ただし上記の順位の評価には累積的な影響は考慮していない。 
 最後のまとめとして，「いずれの海域においても騒音およびその生物影響の両方の調査を行

うべきであり，これらの情報がなければ合理的な環境影響評価はできない」こと，また，「受

け入れられない影響が出そうな場合はその低減方法検討し，必要に応じて実行するべきであ

る」と述べている。 
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図 5-1 基礎の杭打ち時の騒音の伝搬経路 

（Nedwell ら [63]を参考に作成） 
 

 
図 5-2 風車運用時の騒音の伝搬経路 [63] 

 
 

(1) Airborne Path

(2) Waterborne Path

(3) Groundborne Path
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表 5-1 洋上ウィンドファーム関連の水中音源に関する利用可能な情報の概要 [63] 
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5.2. 着床式洋上ウィンドファームの運用中の水中騒音調査結果 [70] 

 この報告書は 2002 年 11 月から 2003 年 2 月まで，スウェーデンの南東海岸沿いに設置さ

れている Utgrungen ウィンドファーム周辺海域において，Ingemansson Technology AB に

よって行われた水中音の調査結果について示したものである。この調査の目的は，(1)風車 1
基からの水中放射音の特性，(2)風車からの騒音発生メカニズム，(3)周波数ごとの距離減衰の

様子，(4)風速による音圧レベルの変化，(5)複数基の風車からの相互干渉と全体の音場への影

響，(6)船舶の航行によるファーム内の音圧レベルへの影響を明らかにすることである。この

ウィンドファームは 1.5 MW 風車 7 基から構成され，陸からの距離は 12.5 km，設置水深は

4~10 m である。水中音計測はこのファーム内の 4 号機を対象に行われた。 
 調査では，ハイドロホンは 4 号機からの距離 83 m，160 m，463 m の 3 地点に海底から 1 
m の位置に設置し，83 m 地点のハイドロホンは Burns Electronics の CR-3DC，残り 2 地

点は Bruel&Kjaer の 8101 を使用した。また，風車タワーには水面から 8 m および 25 m 上

部にそれぞれ 2 つの加速度計を設置し，タワー断面の法線方向および接線方向の振動を計測

した。水面から 8 mに設置したのはPCBの 356B18, tri axial，25 mに設置したのはEndevco
の 61-500 であった。なお，ハイドロホンおよび加速度計での記録周波数帯は 1 Hz から 2000 
Hz で，サンプリング周波数は個々の風車を制御した計測時には 10 kHz，船舶航行による影

響の調査時には 5 kHz（ただし海面上 8 m に設置した加速度計は 2.5 kHz）としている。 
 風車単基および複数基からの放射音の影響を調査するため，まず 7 基全てを運転させた状

態から調査対象の 4 号機のみを停止し，それから隣接する風車から順に 1 基ずつ停止してい

き，全て停止した状態から 4 号機のみ運転を再開した後，停止の場合と同じ順に 1 基ずつ運

転再開して全基が運転状態になるまでを 1 セットとし，各風速条件について 1 セットずつ計

測された。風速条件は，4 m/s，8 m/s，12 m/s の 3 通りにおいて，水中音およびタワーの振

動を計測予定であったが，風速 4 m/s の計測は海面の凍結のため実施されなかった。ただし，

それ以前に記録されていた風車全基が運転中の長期観測データがあり，これを代替として使

用することにした。 
 上記の目的(1)～(6)についての調査結果は以下のとおりである。ただし，(6)については本

研究との関連性が低いため省略する。 
 
(1) 風車 1 基からの水中放射音の特性 
 4 号機のみ運転状態での水中音と全ての風車が停止している状態での水中音の計測結果を

比較した結果，3 Hz 以上の周波数帯において風車運転中の水中音圧レベルの上昇が確認され

た。図 5-3 は風車 4 号機から 83 m 地点のハイドロホンで計測した，風速 14 m/s の条件に

おけるそれぞれの場合の水中音データの周波数特性である。最も音圧レベルの高い周波数は

約 175 Hz で 125 dB re 1 µPa，背景雑音との差は 40 dB re 1 µPa 以上であり，その約 2 倍，

3 倍，4 倍の周波数付近にも比較的大きなピークが現れた。また，175 Hz に次いで背景雑音

との差が大きかったのは，約 32 Hz で約 106 dB re 1 µPa，背景雑音とのは約 30 dB re 1 µPa，
続いて約 60 Hz で約 107 dB re 1 µPa，背景雑音との差は約 25 dB re 1 µPa であった。また

風車の運転時水中音および背景雑音の両方に 50 Hz のピークが出現し，これは交流電流の周 
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図 5-3 風車全基停止中と 4 号機のみ運転中の水中音の周波数特性の比較 [70] 

（ピンク：停止中，青：4 号機運転中） 
 
波数であると説明している。 
 
(2) 風車からの騒音発生メカニズム 
 上記の水中音計測結果を風車タワーの振動計測結果と比較した結果，水中音計測データに

見られたほとんどのピーク周波数はタワーの振動計測データでも確認できた。このことから，

水中音のピーク周波数はタワー振動に由来していることが分かり，また，タワー振動は主に

ギアボックスから発生していると述べている。さらに，各周波数の音源について，ギアボッ

クスの各ステージの基本周波数とその高調波であることを示している。 
 
(3)周波数ごとの距離減衰の様子 
 浅海域では水深が一定で減衰影響がなければ円筒拡散のみの影響で距離の増加によって減

衰するが，実際には海底面による音の減衰や水深の変化の影響がある。そこでこの報告書で

は，この調査において設置された 3 つのハイドロホンでの計測結果より，当該海域の実際の

減衰特性を推定している。4 号機のみ運転時の各地点のハイドロホンで計測したデータにつ

いて，各周波数の音圧レベルの変化を検証した結果，円筒拡散では距離が 2 倍になると音圧

レベルが 3 dB re 1 µPa 低下するのに対し，この海域では各周波数の平均で約 4 dB re 1 µPa
低下していることが分かったと述べている。 
 
(4)風速による音圧レベルの変化 
 図 5-4 は風車 4 号機から 83 m 地点のハイドロホンで計測した，各風速条件での風車運転

中および停止中の水中音計測データの周波数特性である。この図から，風速が大きいときに

は水中音の音圧レベルも上昇しているが，同時に背景雑音のレベルも上昇していること，ま

た，風速によって風車の回転速度が変化するため，水中音の卓越周波数も変化していること 
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図 5-4 風車運転中および停止中の水中音と風速の関係 [70] 

（青：風速 4 m/s・風車運転中，ピンク：風速 8 m/s・風車運転中，黄色：風速 13 m/s・風

車運転中，紫：風速 8 m/s・風車停止中，水色：風速 13 m/s・風車停止中） 
 
が明らかになったと述べている。 
 
(5)複数基の風車からの相互干渉と全体の音場への影響 
 各地点に設置したハイドロホンによる，風車全基の運転状態から 1 基ずつ停止し，全基停

止するまでの水中音の変化を検証したところ，4 号機に最も近い地点のハイドロホンでの計

測データでは，4 号機の停止によって水中音圧が急激に低下し，その後，1 基ずつ停止する

につれて徐々に音圧も低下して行く様子が確認された。このことから，複数の風車による相

互干渉影響が存在すると考えられると述べている。 
 
 この報告書では最後に今後の課題として，魚類は音圧よりも水粒子の加速度に敏感なので，

計算による予測および計測によってこの加速度の特性を検証したい，また，複数基の風車か

らの放射音の相互作用についてより詳細に調査したい，さらに，ギアボックス内の音源の隔

離やタワーの設計変更による騒音低減方法について検証したいと述べている。 
 
5.3. 着床式洋上風力発電施設の運用中および建設中の水中騒音の調査例 [71] 

 Betke ら [71]は，ドイツ環境省の事業として着床式洋上風力発電施設の運用中および建設

中の水中騒音を計測した結果を報告している。図 5-5 は定格出力 1.5 MW の着床式洋上風力

発電施設から 110 m の距離に設置したハイドロホン（Reson TC 4032）によって計測された

水中音の周波数特性と，アザラシ・アシカ類およびネズミイルカ属の聴覚閾値を示した図で

ある。この図から，風車の出力によって放射される水中音が変化していることが分かり，こ

れは異なる 2 セットの歯車の周波数による変化と推測されている。また，アザラシ・アシカ

類およびネズミイルカ属の聴覚特性と比較すると，風車運用中の水中音は「これら生物の聴
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覚器官に損傷を与えるレベルではないが」，聴覚閾値を越えているため「その行動には何らか

の影響を与えるかもしれない」と考察されている。 
 なお，この研究では運用中の風車タワーの壁面の振動も同時に計測しており，陸上の沿岸

部に設置されている 2~2.5 MW の風車タワーの振動が図 5-5 の計測対象とした洋上風車の

タワー振動より大きいという結果が得られたため，「これらの大型風車を洋上に設置した場合，

図 5-5 より大きな水中音が発生する可能性がある」と考察されている。 
 さらにこの研究では，風車基礎の杭打ち時に発生する水中騒音の計測も行っており，図 5-6
と図 5-7 はそれぞれ，着床式洋上風力発電施設の建設地から 400 m 離れた地点で計測した

パイル打設音の時刻歴および周波数特性を示したものである。また，図 5-8 は各地点で計測

された音圧レベルの距離による減衰の様子を示したものであり，これは球面拡散（距離が 2
倍になると 6 dB re 1 µPa 減衰）と円筒拡散（距離が 2 倍になると 3 dB re 1 µPa 減衰）の

中間に位置し，距離が 2 倍になると 4.5 dB re 1 µPa 減衰していると推測されている [71]。 
 

 
図 5-5 風車の出力・風速別に計測した水中音の周波数特性とアザラシ・アシカ類およびネ

ズミイルカ属の聴覚閾値 [71] 
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図 5-6 着床式洋上風力発電施設の建設地から400 m離れた地点で計測したパイル打設音の

時刻歴特性 [71] 
 

 
図 5-7 着床式洋上風力発電施設の建設地から400 m離れた地点で計測したパイル打設音の

周波数特性（300 打の平均） [71] 
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図 5-8 計測された水中音の音圧レベルの距離減衰 [71] 
 
5.4. 着床式洋上ウィンドファーム建設中の水中騒音調査結果とその海産哺乳類への影響の

推定 [72] 

 Bailey ら [72]は，英国の風車基礎の杭打ちによる水中騒音の調査を実施し，調査結果を海

産哺乳類の聴覚特性と比較することでその影響を評価している。図 5-9 および図 5-10 はそ

れぞれ，風車基礎の杭打ち中にハイドロホン（Brüel and Kjaer，8104，8105）で計測した

水中音の時刻歴および周波数特性である。図 5-11(a)は計測された水中音の音圧レベルの距

離減衰の様子を示しており，減衰曲線は以下のように推定されている。 
 

SPL(r) = 250− 20 log r − 0.0004 r                   …(5-1) 
 
ただし，SPL(r)は音源からの距離 r[m]における音圧レベル[dB re 1µPa]である。 
 ところで，打設は 20 分間の“Soft start”期間を設けており，1 打あたり 63 kJ から開始

し，徐々に増加して 200 ~ 400 kJ になったと報告されている。この“Soft start”期間中の

それぞれの打設音について，推定された減衰曲線を用いて音源音圧レベルを推定した結果と

打設エネルギーの関係を示したのが図 5-11 (b)である。この図より，音源音圧レベルと打設

エネルギーは正比例の関係にあることが分かった。 
 さらにこの研究では，これらの推定結果を基に海産哺乳類への影響を評価している。海産

哺乳類への影響としては，重大なものから順に，(1)聴覚の損傷または永久的な聴覚閾値の変

化（PTS: Permanent Threshold Shift），(2)一時的な聴覚閾値の変化（TTS: Temporary 
Threshold Shift），(3)行動阻害，(4)可聴，となっており，今回の打設音の音源および距離減
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衰の推定結果から，クジラやイルカなどの鯨類では音源から 5 m，アザラシやオットセイな

どのひれ足類では 20 m以内に接近するとPTSが発症すると考えられ，TTSはそれぞれ 10 m
と 40 m 以内で発症すると考えられる。また，強い拒否行動を起こすのはネズミイルカ類で

20 km 以内，ひれ足類で 14 km 以内，バンドウイルカは 50 km 以内，ミンククジラは 40 km
以内と推定される。可聴範囲はこれら全種について最も敏感な 10 kHz の音であれば，音源

から 70 km 離れて背景雑音に紛れるまで認知可能であると推定されている。 
 “Soft start”は開発者の環境保護計画のキーとなる手法であり，この研究を通して，“Soft 
start”によって水中音レベルが徐々に上昇していることを示すことに成功した。この手法に

よって海棲生物にとって有害なレベルになる前に警告を出し，これら生物が泳ぎ去ることが

できると考えられるが，これを検証した例はこれまでにないとのことである。さらなる環境

影響低減策としてバブルカーテンの導入があるが，この研究対象海域は水深が大きく設置が

困難であったと述べている。また，海棲生物の聴覚や行動に関する情報はまだ十分にはなく，

これらの情報の充実により水中騒音についての理解も深まると述べている。 
 

 

図 5-9 着床式洋上風力発電施設の建設地から(a)100 m，(b)710 m，(c)1520 m，(d)4550 m
離れた地点で計測したパイル打設音の時刻歴特性 [72] 
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図 5-10 着床式洋上風力発電施設の建設地から 100 m および 1520 m 離れた地点で計測し

た水中音の周波数特性（3 秒間のデータより） [72] 
 

 
図 5-11 (a)計測された水中音の音圧レベルの距離減衰と(b)推定音源音圧レベルと打設エネ

ルギーの関係 [72] 
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5.5. 浮体式洋上風力発電施設の供用時における水中音観測 [73] 

 第 1 章でも述べたように，環境省は長崎県五島市椛島沖において浮体式洋上風力発電実証

事業を実施しており，2013 年度からフルスケールの実証機（2.0 MW 風車搭載のハイブリッ

ドスパー型浮体式洋上風力発電施設）を使った実海域実験を実施中である。この実証機周辺

海域への水中放射音の伝搬状況把握のため，環境省委託業務の一部として，実証機の浮体振

動および周辺海域の水中音観測が実施された。 
 
(1) 観測日時と風速 
・観測日時：2014 年 2 月 21 日～22 日 
・風速：5.1~5.4 m/s（2 月 21 日），1.8~2.3 m/s（2 月 22 日） 
 ※風速はナセル風速計による平均値 
 
(2) 観測方法 
 実証機からの水中放射音の調査は，実証機の東西南北の各方向に，実証機からの距離を変

えて，各地点で風車稼働時と非稼働時のそれぞれにおいて 5 分間水中音を計測した。ただし，

2 月 22 日に実施した南北ラインの計測は，風速が低かったため，風車稼働時の水中音は計測

できなかった。 
 振動計測は，予め実証機浮体内部に設置した加速度計により計測し，水中音の観測と同時

に記録した。加速度計は浮体鋼製部内壁に 4 台設置した。設置位置は 4 台全てについて喫水

面から 15 m であり，同一円周上に 90 度ごとに 1 台ずつ配置されている。 
 
(3) 観測結果 
 風車稼働時および非稼働時の時間別・周波数別の音圧スペクトルから，以下の特徴が確認

された。 
 
＜風車稼動時＞ 
・30 Hz 付近に基本周波数を持つ 2 種類の高調波が発生し，風車の回転に伴い周波数が変化

している。 
・基本周波数 60Hz の高調波が発生し，第 2 高調波（120 Hz）の音圧が最も高い。 
 
＜非稼働時＞ 
・基本周波数 120Hz の高調波が発生し，基本周波数（120Hz）の音圧が最も高い。 
 
 また，水中音と浮体振動の同時測定結果から，稼働時・非稼働時の差を見ると，水中音と

浮体振動は同様の傾向を示している。また，浮体振動に現れている線スペクトルは，60Hz
間隔と 120Hz 間隔の水中音に対応している。これらから，浮体振動が水中音の発生源になっ

ていることが分かった。 
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5.6. 着床式洋上ウィンドファームからの水中放射音の魚類への影響の推定 

[74][75][76][77] 

 Kikuchi [74]は洋上ウィンドファームの建設準備中，建設中，運用中の水中放射音に関す

るデータおよび魚類の聴覚特性に関するデータを整理し，これら水中音が魚類の聴覚器官や

行動に影響を及ぼす範囲について考察を行っている。 
 この研究ではまず，運用中に発生する水中音の音源および伝搬経路について，ロータの回

転による風切り音やナセル内の機器の振動の一部が空中に放射され，これらの音が水中に入

射するルートや，ナセルからの振動がタワーと基礎を介して海底から海水中に放射されるル

ート，ナセルからの振動がタワーの下部から水中に伝搬するルートが考えられることを紹介

し，この中で最後のルートの影響が最も大きいと紹介している。また，魚類の水中音に対す

る反応について，聴覚閾値，TTS，PTS について説明し，魚類が TTS を発症する音圧レベ

ルが哺乳類や鳥類と比べて低いことを示すとともに，魚類の聴覚に損傷を与えた実験結果や

魚類の音からの逃避行動に関する調査結果，および音による魚類の血中ストレス物質の変化

に関する実験結果を紹介している。 
 これらを踏まえた上で，海洋の背景雑音，建設前および建設中の水中騒音，運用中の水中

騒音，魚類の聴覚に関するデータを紹介し，音源からの距離による魚類への影響を上述の

Bailey ら [72]と同様に可聴範囲，行動に影響がある範囲，TTS の発症する範囲，PTS の発

症する範囲の 4 つのカテゴリーに分類できることを述べている。また，TTS や PTS は建設

中の施設に接近した場合に発生し得ることや，運用中の騒音でも聴覚に優れた魚類であれば

4 km 以内，通常の聴覚を持つ魚類でも 1 km 程度以内で聴覚閾値を越え，魚類の行動または

ストレスに影響する可能性があると述べている。 
 最後に結論として，洋上ウィンドファームの運用中の水中音の調査例は未だ少なく，また，

水中音の魚類への影響については海産哺乳類に比べて，これまでほとんど注目されてこなか

ったが，この研究で示すように洋上ウィンドファームからの水中放射音は魚類にも影響を及

ぼす可能性があることを主張するとともに，洋上ウィンドファームを水中騒音のデータベー

スに含めることで EU は首尾一貫した効率の良い環境政策の枠組みを維持できると助言して

いる。 
 また，Wahlberg ら [75]も同様に，風車運用中の水中騒音と魚類の聴覚特性についてレビ

ューし，その影響の推定を行っている。 
 Gill ら [76]も風力発電施設の建設中および運用中の魚類等の沿岸域生物の，騒音，電磁場，

衝突等の直接的影響および食物連鎖の変化や再生産への影響等の間接的影響についてレビュ

ーを行い，その影響低減法について検討している。 
 Thomsen ら [77]はマコガレイ（Dab），タイセイヨウサケ（Atlantic Salmon），タイセイ

ヨウタラ（Atlantic Cod），タイセイヨウニシン（Atlantic Herring），タイヘイヨウニシン

（Pacific Herring）の聴覚閾値を文献により調査し，図 5-12 のようにまとめた上で，洋上

風力発電の建設中および運用中の水中音に関する文献調査結果を示し，それぞれの音に対す

る各魚種の反応や身体的損傷の発生の有無を，風力発電施設からの距離に関連付けて考察し

ている。（海産哺乳類についても同様の調査を行っている。） 
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図 5-12 各魚種の周波数別聴覚閾値 [77] 

 
5.7. 洋上風力発電の海産哺乳類への影響調査例 [78] [79] [80] 

 ここまで紹介した文献は，洋上風力発電の建設中または運用中に発せられる水中音の調査

結果と，海棲生物の聴覚特性に関する文献調査結果を基に，これらの水中音が海棲生物に影

響を与えるかどうかを推定したものがほとんどであり，実際に生物の行動等を調査したもの

ではなかった。以下では，実際に施設を建設する前後で生物の数等を観測した結果を紹介す

る。ただし，これらは施設の建設や運用による変化を示すことにはなるが，その原因が水中

音とは言い切れないことに注意が必要である。 
 Teilmann ら [78]は，世界初の大規模洋上ウィンドファーム，バルト海の Nysted Offshore 
Wind Farm（2.3 MW 風車 72 基）において，その建設前から建設中，運用中にかけて 10 年

以上に渡るネズミイルカ属への影響の調査を行った。ファーム内およびファームから 10 km
東に離れた対照エリアで，ネズミイルカ属のエコーロケーション活動をモニタリングしたと

ころ，ウィンドファーム内ではその建設前と比べてネズミイルカ属のエコーロケーション活

動がはっきりと減少しており，現在も完全には回復していないことが分かった。この回復に

ついて Teilmann ら [78]は，ネズミイルカ属の慣れまたは，漁獲量の減少や人工漁礁効果に

よる環境の富化によるものと考えられると述べている。 
 また，Thompson ら [79]はスコットランドの北東部における 5 MW の洋上風力発電施設 2
基の建設中において，クジラ類が基礎の杭打ちによる騒音に反応を示すかどうか，音響モニ

タリングによって調査した。その結果，長期的には劇的な変化はなかったが，建設地から 1~2 
km の範囲でネズミイルカが短期的な擾乱反応を示したことが報告されている。 
 さらに，Skeate ら [80]は洋上ウィンドファームの建設によるアザラシおよびハイイロア

ザラシへの影響を調査している。その結果，建設前の 2002 年および 2003 年に比べると，建
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設中の 2004 年は，餌の捕獲等のために一時的に上陸するアザラシの数がかなり減少し，建

設後の 2005 年および 2006 年の調査結果では回復しつつあるが元の水準には達していない。

一方，ハイイロアザラシについて同様に調査した結果，上記の結果とは逆に 2004 年の建設

中に増加し，建設後もその数を維持している。この結果から，ウィンドファームの建設によ

ってこれら 2 種の間に何らかの相互作用が働いたと考えられる。しかし，ハイイロアザラシ

がより広い範囲で増殖し続けていることを考えると，ウィンドファームの建設に関係なく増

加した可能性もあり，今回得られた限られたデータだけでは，これらの変化の要因がウィン

ドファームの建設かどうかを断定することはできないと述べている。 
 
5.8. 洋上風力発電の魚類への影響調査例 [64] [81] [82] 

 魚類についても海産哺乳類と同様，ここまでに紹介したように，水中音の調査結果と魚類

の聴覚特性の文献を照らし合わせて反応の有無を推定したものが多い。実際に施設の建設に

よる魚類への影響を調査した例は少ないが，以下の様なものが存在する。 
 Nedwell ら [64]は杭打ち工事中に発生する水中騒音に対する魚類への影響を評価するた

め，杭打ち地点からの距離を変えて，籠に入れたトラウトサーモンの反応や行動を観察した。

この工事では，径の異なる複数本のパイルを，“impact piling”と呼ばれる衝撃による杭打

ち方法と，“vibropiling”と呼ばれる振動による杭打ち方法の 2 種類の方法で設置した。観

察の結果，トラウトサーモンはいずれのパイル径のどちらの方法による打設中においても，

驚いた反応や活動レベルの変化もなく，身体的な損傷も生じなかったと報告されている。 
 Perrow ら [81]は，コアジサシ（日本環境省でもレッドリストの危急種として指定されて

いる鳥類）の餌となる魚類に対する洋上風力発電の影響を調査した。表面のトロール漁法に

よる魚類の量の調査を洋上風力発電施設 30 基の建設前と建設後に実施した結果，建設前の

2002 年および 2003 年に比べて，施設が建設された 2004 年以降，ニシンの量がかなり少な

くなっていることが確認された。これは冬季の産卵期におけるモノパイル基礎の打設が原因

ではないかと考えられている。餌となるニシンの減少によって，コアジサシの餌の取得率も

低下していることが確認されている。 
 Hvidt ら [82]は Horns Rev Offshore Wind Farm において，水中音響モニタリングによる

魚群の探知を行い，ウィンドファームの存在による影響を調査した。その結果，風車の基礎

付近とその対象海域の間で，統計的には差が認められなかったと報告されている。 
 
5.9. 騒音による魚類のストレス反応や聴覚への影響の実験例 [83] 

 Scholik ら [84]は，ファットヘッドミノー（コイ科の淡水魚）の聴覚に対する水中雑音の

影響を調査した。ファットヘッドミノーを 0.3～4.0 kHz のホワイトノイズ（142 dB re 1µPa）
に暴露し，聴覚脳幹反応プロトコルを用いて計測したオーディオグラムを，雑音に暴露して

いないファットヘッドミノーのオーディオグラムと比較した結果，計測した 8 つの周波数の

うち 5 つの周波数の聴覚閾値がかなり高くなっていたことが分かった。また，その回復は，

雑音への暴露期間や周波数によって異なることが分かったと報告されている。 
 Hastings ら [85]はアストロノータス（スズキ目の魚類）の聴覚器官に対する低周波音の
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影響を実験調査した。周波数を 60 Hz または 300 Hz の 2 種類，負荷サイクルを 20 %または

連続の 2 種類，音圧レベルを 100，140，180 dB re 1µPa の 3 種類，暴露期間を 1 日または

4日で実験を行った結果，300 Hz，180 dB re 1µPaの連続音に4日間暴露された魚類にのみ，

聴覚器官に小さな損傷が確認されたと報告されている。 
 Smith ら [83]は，背景雑音を大きくすることによる金魚のストレスと聴覚に対する短期お

よび長期影響を実験評価した。110~125 dB re 1µPa と，160~170 dB re 1µPa の 2 種類の雑

音に金魚を暴露し，血しょうコルチゾールとグルコース濃度を計測することで身体的ストレ

スを検証，聴覚脳幹反応を使って聴覚能力を検証した。その結果，長期的には身体的ストレ

スへの影響は現れなかったが，短期的には血しょうコルチゾール濃度の上昇が確認された。

聴覚能力への影響は，10 分間の雑音への暴露によって聴覚閾値の変化が起こり，24 時間ま

ではほぼ比例して聴覚閾値の変化が起こり，最大で約 28 dB re 1 µPa 上昇した。それ以上長

時間の暴露では聴覚閾値の変化は増加せず，聴覚損失は 24 時間以内に最大値に漸近するこ

とが分かった。また，21 日間雑音に暴露した金魚でも 14 日間の回復期間によって元の聴覚

閾値まで回復したと報告されている。 
 
5.10. レビュー結果のまとめ 

 本章では，洋上風力発電施設の環境影響のうち，施設からの水中放射音とその生物影響に

焦点を絞り，先行研究・調査事例を整理した。その結果，施設からの水中放射音の調査や生

物の水中音に対する反応を調査した例はいくつかあるものの，両者を別々に調査したものが

多い，つまり，施設放射音の調査結果を生物の聴覚特性に関する文献と照らし合わせて，聴

覚可能かどうか，または聴覚に損傷が起こるかどうかを推測したものが多く，生物実験を行

う際に施設放射音の周波数特性や音圧レベルの調査結果を踏まえて実施している例はほとん

どない。 
 また，洋上風力発電施設の設置海域において，施設設置前後の生物の様子を観測した例も

あるが，その変化が施設からの水中音によるものであるかどうかは明確になっていない。特

に海外では海産哺乳類への影響が重視されており，魚類への影響に関する調査例が少ないが，

我が国では漁業権が強く，このような海洋開発を行う場合，漁業関係者との調整が非常に重

要となる。 
 以上の結果を踏まえ，本研究では，第 6 章において国内の洋上風力発電施設について運用

中および建設時の水中音観測を行い，施設からの水中放射音の周波数特性および音圧レベル

を明らかにし，第 7 章において，この調査結果を参考にしつつ，施設運用中を想定して設定

した水中音に魚類を連続的に暴露して摂餌行動や成長への影響を評価する実験を行うことで，

施設放射音の魚類への慢性影響の評価手法を提案する。 
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6. 洋上風力発電施設周辺での水中音観測 

 本章では，国内の着床式および浮体式洋上風力発電施設について，運用時や建設時に発生

する水中放射音を観測した結果を紹介する。 
 
6.1. 着床式洋上風力発電施設の供用時における水中音観測 

ウィンド・パワーかみす洋上風力発電所（茨城県神栖市南浜地先，図 6-1）の 1 号機デッ

キ上にて水中音と空中音の同時計測を実施した。詳細を以下に示す。 
 
6.1.1. 観測日時と気海象条件 

・観測日時：平成 23 年 9 月 27 日 15:10～16:00 
・気海象条件：晴れ，気温 20 ℃，風向 北北東（1 号機のログより），平均風速 10.4 m/sec，

うねり波高約 3～4 m（目視） 
 
6.1.2. 主な観測機器 

・ハイドロホン（オキシーテック，OST2130）：1 台 
・ハイドロホン用アンプ（オキシーテック，OST4300）：1 台 
・騒音計（RION，NL-15）：1 台 
・リニア PCM レコーダー（SONY，PCM-M10）：1 台 
 

 

図 6-1 観測の対象としたウィンド・パワーかみす洋上風力発電所（茨城県神栖市南浜地先） 
 
6.1.3. 観測方法 

ハイドロホンを水深約 3 m に，騒音計をデッキ床上約 1.5 m（水面から約 10 m）にそれ

ぞれ設置した（図 6-2）。風車の運転中および停止中における放射音を連続観測し，さらにタ

ワー内の空中音も観測した。水中音および空中音のデータ記録条件はサンプリング周波数 48 
kHz，16 bit とし，水中音はハイドロホンからアンプを介して，空中音は騒音計から直接リ



166 
 

ニア PCM レコーダーに録音した。水中音観測については，ハイドロホンの波浪による揺れ

を低減するため，ハイドロホンを錘付きロープに固定した（図 6-3）。現場の水深が 3 m～5 m
程度のため，ハイドロホンが水深約 3 m に設置できるように水中に降下した。 

水中音および空中音（タワー外）の計測は風車の回転中から開始し，約 10 分後に風車の

停止に入り，完全に停止した時点から約 5 分後に再起動させた。再起動後，定格速度まで戻

った時点からさらに約 3 分後に計測を終了した。この一連の変化を連続記録した。その計測

時間のイメージを図 6-4 に示す。一方，風車タワー内の空中音計測は，これらの計測終了後

に約 5 分間計測した。 
 

 
図 6-2 水中音観測の様子（右図のハイドロホンケーブルの先が左図の風車基礎付近） 

 

 
図 6-3 ハイドロホンの固定方法 

錘
5kg

錘付ロープ

1.0m
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図 6-4 風車の運転状況と水中音計測時間のイメージ 

 
6.1.4. データ解析方法 

上記の観測において記録した水中音および空中音のデータについてスペクトル解析を行っ

た。観測データには砕波音が混入するなどしており定常音ではないため，ここでは 30 秒間

のデータの平均スペクトルを算出した。1 度にフーリエ変換するデータ数は 65,536（= 216）

個（約 1.365 秒間）であり，これを 1 秒ごとに解析して 30 秒間の平均とした（つまり 0.365
秒間ずつ重複して解析している）。周波数分解能は約 0.732Hz（=48,000/65,536）である。

なお，低周波音に着目しているため，2 kHz 未満を解析対象とした。 
風車回転中のタワー内空中音，風車の回転中および停止中における水中音，空中音のスペ

クトル解析結果を次項に示す。 
 

6.1.5. 解析結果 

 風車回転中のタワー内の空中音データ解析結果から 8，30，100，150 Hz 付近にピーク周

波数が確認された（図 6-5）。また，風車回転中および停止中の水中音データ解析結果を比較

すると，風車回転中は全体的にレベルが高く，風車停止中の水中音には含まれていない，30，
80，145 Hz 付近の 3 つのピーク周波数が現れており（図 6-6），30 および 145 Hz について

は，上述の通りタワー内空中音にも近い周波数のピークが含まれている。これらのピークは

風車停止後に再起動したあとにも，再び同じ周波数に出現した（図 6-7）。なお，これらの水

中音観測データは，砕波音が大きい場合には全体の音圧レベルが上がることでピーク周波数

の音圧レベルを超えてしまい，これらのピークが見えなくなることが分かった（図 6-8）。風

車停止中には東日本の電源周波数である 50 Hz のピークが確認できたが，ほかに目立ったピ

ークは確認されなかった。この周波数は風車内の電気設備から発生していると考えられるた

め，風車の回転中および停止中のいずれにおいても発生していると考えられるが，風車回転

中には低周波域全体の音圧レベルが上昇したため，このピークがはっきりと確認できなかっ

たと推測される。 
 一方，タワー外における空中音観測データの解析結果を見ると，防風スクリーンを装着し

ない状態での空中音データからは明確なピークは確認できなかったが，防風スクリーン装着

時間

風車運転
状況 通常 通常

停止

水中音計測

5分 5分
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後のデータでは約 380 Hz のピークが出現した（図 6-9）。ただし，この周波数の音源は特定

できていない。 
 

 
図 6-5 風車回転中のタワー内空中音の解析結果 

（音圧レベルの基準値は 20 μPa，右図は左図の横軸拡大） 
 

 
図 6-6 風車回転中および停止中の水中音の解析結果の比較 
（音圧レベルの基準値は 1 μPa，右図は左図の横軸拡大） 

 
図 6-7 風車停止前および再起動後の水中音の解析結果の比較 
（音圧レベルの基準値は 1 μPa，右図は左図の横軸拡大） 
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図 6-8 風車回転中の水中音に対する砕波音の影響の比較 
（音圧レベルの基準値は 1 μPa，右図は左図の横軸拡大） 

 

 
図 6-9 風車回転中および停止中のタワー外空中音の解析結果の比較 

（音圧レベルの基準値は 20 μPa，右図は左図の横軸拡大） 
 
 また，これらの空中音および水中音のパワースペクトルの時間変化を図 6-10 から図 6-13
に示す。図 6-10 および図 6-11 より，上記で議論してきた周波数の音は，瞬間的に発生した

ものではなく，安定して発生し続けていることが分かる。このことから，これらの音源は砕

波音のような一次的なものではなく，風車内で連続的に発生している機械音のようなもので

あることが推測される。さらに，図 6-12 から，風車停止中は常にこれらの周波数の連続音

が消えていることが確認でき，図 6-13 からは，風車タワー外の空中にこれらの音がほとん

ど漏れていないことが確認できる。 
 
6.1.6. 観測結果の考察 

 これらの解析結果から，風車回転中は停止中と比べて施設周辺の水中音の音圧レベルが高

く，タワー外の空中音観測データでは低周波域の音圧レベルだけが高いことが分かった。そ

れぞれのデータについて周波数に着目してみると，水中音については 30 Hz と 145 Hz 付近

にピークがあるという点でタワー内空中音と共通しているが，タワー外空中音には共通の周

波数にピークは確認できない。この結果から，タワー内に存在するピーク周波数の音は，タ
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ワーの外部には伝わりにくく，タワー内から基礎を介して水中に伝搬する可能性が高いこと

が予想される。これは前章の調査結果 [63] [70]でも示されているように，風力発電施設から

の水中放射音の伝搬経路は空中からの寄与度が低く，構造物を介して水中に伝搬する経路が

主であることを裏付けるデータである。 
 共通ピークが現れた周波数について風車メーカーに問い合わせたところ，30 Hz は発電機

の定格速度，140~150 Hz は冷却ファンの回転速度に対応していることが分かった。

Ingemansson Technology AB の調査結果 [70]においても，約 32 Hz のピークが出現してお

り，この音源をギアボックスからの発生音と推定している。しかし，水中音観測データにつ

いて砕波音の影響を検証したところ，砕波音が大きいときにはこれらの共通周波数のピーク

は砕波音に隠れてしまうことが分かり，風車からの水中放射音の大きさは砕波音と比べて小

さく，その影響は限定的であることが予想される。 
 これらの結果は，風車運転中の水中音は周波数および音圧レベルが低いという Nedwell
ら [63]の調査結果と一致する。また，Ingemansson Technology AB の報告書 [70]や Betke
ら [71]の報告においても，風車の運転によって音圧レベルが上昇するのは低周波域が主であ

り，音圧レベルもさほど大きくないことが分かる（図 5-3 および図 5-5）。なお，これら 2
つの報告は観測対象の風車の定格出力が 1.5 MW であり，かつ，水中音計測点の風車からの

距離がそれぞれ 83 m と 110 m であるために，本研究の観測条件（定格出力 2 MW，風車基

礎の直近で計測）と比べてやや低い音圧レベルが計測されていると考えられる。例えば 30 Hz
付近の周波数の音圧レベルは本研究では約 125 dB であるのに対し，Ingemansson 
Technology AB の報告書 [70]では 32 Hz が約 106 dB，Betke ら [71]の報告では 31.5 Hz が

約 100 dB となっている。ただし，背景雑音との差を比較すると，それぞれ約 20 dB，約 30 
dB，約 26 dB となっており，本研究での観測結果が最も背景雑音との差が小さいことになる。 
 さらに，浮体式施設の運用時 [73]と比べても観測結果に類似性が確認でき，風車運転中に

のみ 30 Hz 付近にピークが現れている点で共通している。これらのことから，着床式か浮体

式かに関わらず，風車の運転中に30 Hz前後の周波数の水中音が発生していたことが分かる。 
 そのほか，一般的に風車の騒音源として着目される周波数は，風車回転数，タワーとブレ

ードとの空力的干渉から発生するブレード周波数（風車回転数×翼数）である。本章の観測

対象とした風車の諸元 [86]より，前者は 0.18～0.33 Hz 程度、後者は 0.56～0.98 Hz 程度で

ある。しかしハイドロホンの特性上，20 Hz 未満の周波数は計測できないため，本観測では

これらの周波数を確認できなかった。また，風車の風切り音なども一般的に風車からの騒音

源として考えられているが，その周波数等は明確になっていない。このような周波数不明音

については，水中音への影響を直接評価することはできないが，上述の通り，タワー外空中

音データと水中音データに共通する周波数ピークが見られないことから，風車の風切り音の

ような空中で発生した音が水中に侵入している可能性は低いと考えられる。 
 一方，風車停止中の水中音に関しては，本章の観測においては東日本の交流電流の周波数

である 50 Hz のピークが確認された。Ingemansson Technology AB による報告書 [70]にお

いても，交流電流ノイズとして 50 Hz のピークが風車運転中および停止中に共通して現れて

いる。本研究で風車運転中にこの周波数ピークが明確に確認できなかったのは，風車の運転
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または背景雑音の変化による影響でこのピークが隠れたためと考えられる。このことから，

風車停止中に放射される水中音の影響も非常に小さいことが予想できる。 
 以上の考察結果から，洋上風力発電施設からの水中放射音は，タワーおよび基礎を介して

水中に伝播している可能性が高いこと，および，風車運転中および停止中のどちらにおいて

も音圧レベルが低く，砕波音等の背景雑音に紛れるレベルであり，これらの影響は限定的と

推定された。また，前章での文献調査の結果との比較により，海外の着床式洋上風力発電施

設の運用時の水中放射音観測結果との類似性が確認できた。 
 

 
図 6-10 風車回転中のタワー内空中音パワースペクトルの時間変化 

 

 
図 6-11 風車回転中の水中音パワースペクトルの時間変化 
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図 6-12 風車停止中の水中音パワースペクトルの時間変化 

（風車停止の途中，123 秒付近で完全停止） 
 

 
図 6-13 風車回転中のタワー外空中音パワースペクトルの時間変化 

（風車再起動の途中，107 秒付近で定格運転再開） 
 
6.2. 着床式洋上風力発電施設の建設中における水中音観測 [87] [88] 

 平成 24 年 6 月に，前節の施設に隣接した沿岸部に建設中であったウィンド・パワーかみ

す第 2 洋上風力発電所 7 号機（図 6-14，図 6-15）のモノパイル基礎打設時における水中放

射音の観測を行い，その時刻歴特性や周波数特性を調査した。また，水中スピーカーを用い

て当該海域における水中音伝搬特性を調査し，これらの調査結果から，建設時水中放射音の

音源音圧レベルを推定した。なお，本節の内容は主に塩苅ら [87]の発表内容に基づくが，一
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部の計測結果について考察し直した Shiokari et al. [88]の内容を含んでいる。 
 
6.2.1. 観測日時と気海象条件等 

・観測日時：平成 24 年 6 月 18 日 12:30 頃～14:00 頃 
・気海象条件：晴れ，風向 南東，風速 4.6 m/s（気象庁，銚子，13:00），有義波高約 1.0 m

（港湾局） 
・満潮時刻と満潮時の潮位：2:03・225 cm，16:36・210 cm（気象庁，銚子） 
・干潮時刻と干潮時の潮位：9:31・107 cm，21:28・181 cm（気象庁，銚子） 
・月齢：28.1（国立天文台，水戸，正午） 
 
6.2.2. 観測機器 

 本観測では，以下の機器を使用した。これらの機器は全て乾電池で駆動可能であり，ハイド

ロホンによる計測音をリニアPCMレコーダーに記録した。GPSロガーとレーザー距離計は相

対距離計測のために用いた。 
・ハイドロホン （オキシーテック，OST2130）：2台 
・ハイドロホン用アンプ （オキシーテック，OST4300）：2台 
・リニアPCMレコーダー（SONY，PCM-M10）：1台 
・GPSロガー：2台 
・レーザー距離計：1 台 
 

 
図 6-14 対象海域 

（電子国土(http://cyberjapan.jp/)のデータに加筆。●付近が本観測の現場。） 



174 
 

 
図 6-15 打設地点および観測位置 

（電子国土(http://cyberjapan.jp/)のデータに加筆。図 6-14 の●付近の拡大図。各点の位置

は GPS ロガーの緯度経度データより，打設地点からの距離は緯度経度から算出，カッコ内

はレーザー距離計による参考値。水深は航海用電子海図 AlphaMap Pro のデータより，観測

点②の水深を 7 m，⑤の水深を 10 m とし，その他は内挿によって求めた。） 
 
6.2.3. 観測方法 

 打設音の距離減衰の様子を捉えるため，打設地点からの距離を変えて複数地点で観測を行

った。打設地点から 300 m, 200 m, 500 m, 700 m の順に目標とする距離を変えて移動し，

各地点で数分間観測した。ただし，観測中は観測船自体が発する水中音の混入防止を目的と

し，観測船をブラックアウトさせたため，風・波・潮流によって観測船が観測中に移動して

おり，必ずしも目標とする距離では観測ができていない。実際に観測を行った地点と打設点

の位置関係を図 6-15 に示す。これらの観測点を便宜上，計測時間の順に観測点①～⑩とす

る。移動の軌跡を示す矢印の実線は意図的な移動，点線は風・波・潮流による意図せぬ移動

を意味する。 
水中音伝搬状況の深度による差を比較するため，ハイドロホンは 2 セット用意し，観測地

点の水深も考慮して，ハイドロホンの水深がそれぞれ 3 m と 5 m になるように設置した。ハ

イドロホンが波や潮流に流されるのを防ぐため，錘付きロープ 1 本にハイドロホン 2 台を固

定し，ロープを観測船の舷側クリートに固縛した（図 6-3 と同様）。 
 リニア PCM レコーダーの記録設定は，WAVE 形式，サンプリング周波数 48kHz，分解能

16bit とし，2 台のハイドロホンからアンプを介して記録を行った。 
 
6.2.4. 観測結果 
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6.2.4.1. 時刻歴特性 

観測点②，④，⑥，⑦においては観測音がハイドロホンの受波感度レベルを超過（レベル

オーバー）しており，波形の振幅の上下が一部切れている。一例として観測点②および③に

おける観測データをそれぞれ図 6-16 および図 6-17 に示す。これらのデータから，前章での

調査結果 [71] [72]と比べるとやや音圧が小さいことが分かる。 
全観測点での観測データの波形を見ると，打設の時間間隔について，観測点①および②で

の観測時には 6 秒間で 6 回，それ以降は 6 秒間に 5 回の打設音の波形が現れており，それぞ

れ約 0.95 秒と 1.2 秒の間隔で発生していることが分かった。これは作業船の打設作業ログか

らも確認することができた。 
観測点①および②における打設音の波形では，打設音発生直後からそれぞれ約 0.2 秒間お

よび約 0.08 秒間は振幅が大きい状態が続いている。これは打設開始直後であったことから，

モノパイル打設直後の残響により発生音の残存時間が長くなったと考えられる。それ以降は

減衰が早くなっており，振幅も徐々に小さくなった。 
 なお，水深 3 m に設置したハイドロホンによるデータは，水深 5 m に設置したハイドロホ

ンによるデータに比べて振幅がやや小さいが，波形には大きな違いはなかった。両者の若干

の差について，詳細な検討は今後の課題であるが，次節に示す周波数特性でも大きな差はな

く，Over All（OA）値での両ハイドロホンのデータの差は平均 3.3 dB re 1 µPa，最大で 5.1 
dB re 1 µPa であり（表 6-1），以下で検討する距離減衰に対しては無視できる差と判断した。

ここでは，大きめの音圧が出ている水深 5 m に設置したハイドロホンのデータで以下の議論

を進めることとする。 
 

 
図 6-16 観測点②における水中音データの時刻歴特性 
（ハイドロホン水深 5m，下図は上図の横軸方向拡大） 
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図 6-17 観測点③における水中音データの時刻歴特性 
（ハイドロホン水深 5m，下図は上図の横軸方向拡大） 

 
表 6-1 観測した水中音 Over All 値の時間変化 

観測点

番号 
時刻 

打設地点から

の距離[m] 
打設有無 

Over All 値[dB re 1 µPa] 
ハイドロホン 

水深 3m 
ハイドロホン 

水深 5m 
- 12:39 393 無 125.5 128.1 
① 12:44 370 有 157.5 159.5 
- 12:49 333 無 132.4 132.8 
② 12:56 200 有 162.3 164.7 
③ 13:07 555 有 153.3 157.4 
④ 13:13 493 有 155.3 159.7 
- 13:20 785 無 132.3 132.6 
⑤ 13:29 708 有 151.5 155.9 
⑥ 13:34 657 有 152.8 156.4 
⑦ 13:37 641 有 154.5 158.5 
- 13:42 633 無 131.9 137.0 
⑧ 13:44 631 有 153.0 157.2 
⑨ 13:46 633 有 151.6 155.8 
⑩ 13:51 647 有 147.2 151.4 
- 13:54 663 無 129.7 133.7 
- 13:55 668 無 128.2 131.4 
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6.2.4.2.  周波数特性 

モノパイル基礎打設中の水中音観測データについて，1 打ごとのスペクトル解析を行い，

連続 30 打の平均パワースペクトルを算出した。観測点①における打設開始前の水中音（背

景雑音）および打設中の水中音の解析結果をそれぞれ図 6-18 と図 6-19 に，観測点③におけ

る打設一時停止中の水中音（背景雑音）と打設時の水中音の解析結果をそれぞれ図 6-20 と

図 6-21 に示す。また，全観測点における打設中の水中音の解析結果をまとめて図 6-22 に示

す。打設中の平均パワースペクトルでは，全ての観測点において 100 Hz 以上の周波数帯の

音圧レベルが上昇していた。打設開始直後の観測点①および②では約 111 Hz，約 217 Hz，
約 318 Hz のピーク周波数が現れており，これらは 111 Hz を基本周波数とする基本波とその

第二・第三高調波と考えられる。その後，観測点③以降ではこれらのピークが不明瞭であっ

たり，周波数が多少移動しているところもあるが，全ての観測点においてこれらの周波数付

近の音圧レベルが高くなっていることが確認できた。このことから，打設音の基本周波数は

約 111 Hz であったことが推測される。前章での調査結果においても，Betke ら [71]の計測

結果には 125 Hz 付近に，Bailey ら [72]の計測結果でも 100 Hz 周辺にピークが確認できる

ことから，この周波数帯が打設音の基本周波数であることが推測される。 
また，全観測点でのデータに共通して約 670 Hz のピーク周波数が現れたが，これは音圧

レベルが小さいことから，打設音ではなく，打設に伴って発生する機械音のようなものでは

ないかと考えられる。なお，観測点④以降では観測点①～③のデータと比べて，800～1600 Hz
の周波数成分のパワーが小さくなる傾向があったが，この理由については不明である。 
 

 

図 6-18 観測点①における打設開始前の水中音（背景雑音）平均パワースペクトル 

（12:39 頃，370 m（目標 300 m），ハイドロホン水深 5 m，30 秒間平均，下図は上図の横軸拡大。） 
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図 6-19 観測点①における打設中の水中音平均パワースペクトル 

（12:44 頃，370 m（目標 300 m），ハイドロホン水深 5 m，30 打平均，下図は上図の横軸拡大。） 

 

 
図 6-20 観測点⑤における打設一時停止中の水中音（背景雑音）平均パワースペクトル 

（13:20 頃，708 m（目標 700 m），ハイドロホン水深 5 m，30 秒間平均，下図は上図の横軸拡大。） 

 

拡大

音
圧
レ
ベ
ル

[d
B 

re
 1

 μ
Pa

]

周波数[Hz]

拡大

音
圧

レ
ベ

ル
[d

B 
re

 1
 μ

Pa
]

周波数[Hz]



179 
 

 

図 6-21 観測点⑤における打設中の水中音平均パワースペクトル 

（13:29 頃，708 m（目標 700 m），ハイドロホン水深 5 m，30 打平均，下図は上図の横軸拡大。） 

 

 
図 6-22 全観測点における水中音データの周波数特性 

（ハイドロホン水深 5 m，各地点 30 打の平均，下図は上図の横軸方向拡大，凡例の番号は

観測点番号を示す。） 
 

6.2.5. 当該海域における水中音伝搬特性の調査 

打設地点の周辺海域における水中音の伝搬特性を調査するため，打設音の観測前日，打設
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地点付近で作業船より水中スピーカーを水深約1 mに降下し，予め準備していた模擬音源（単

一周波数音）を再生した。このスピーカー降下地点から約 100 m および約 300 m 離れた地

点で観測船よりハイドロホンを降下し，スピーカーからの再生音を収録した。打設音の観測

時と同様に，ハイドロホン設置水深は 3 m と 5 m，観測中は観測船をブラックアウトした。 
なお，この作業船は船体から 4 本のレグを出して自己昇降が可能であり，本観測時にも船

体は海面より上部に出ていたため，スピーカーから放射された水中音が船体に反射すること

はない。また，レグによる反射は小さく無視できるものと考えた。 
観測の後日，海上技術安全研究所の落下試験水槽内において，ハイドロホンとスピーカー

の距離を 1 m に設定して実験を行い，これを音源音圧レベルの基準として上記の観測データ

と合わせ，水中音伝搬特性の評価に用いた。このとき使用した水槽の大きさは 25 m×15 m，

底面は深さが 1.5 m～3.0 m である。ハイドロホンとスピーカーは水深 1.5 m 側に，図 6-23
に示すように設置した。水槽壁面や底面からの反射が懸念されるので，反射の影響が少なく

なるように水中音の再生時間を短く設定した。観測した波形は作成したものと同一の単一周

波数波形を示し，位相遅れ等の反射波の影響と思われる波形が混入していなかったことから，

本実験においても反射の影響はほとんどないと考えられる。 
 

 
図 6-23 水中スピーカー再生音の音源音圧レベル推定実験の概要 

 
この調査に水中スピーカーを用いた理由は，次の通りである。前章で紹介した

Ingemansson Technology AB [70]は風車運転中の水中音観測データを利用し，各観測点での

共通のピーク周波数に着目して距離による減衰量を推定している。しかし本研究の打設中の

水中音観測データでは打設の進行に伴い音源が変化していることもあり，Ingemansson 
Technology AB [70]の調査結果のように全ての観測点でピーク周波数がぴったり一致しない。

よって，複数のピーク周波数を含む打設時の観測音より，単一周波数の人工的な音源で明確

に背景雑音と区別できる方が良いと考えた。また，水中スピーカーが音源であれば，打設音

の計測と異なり，1 m の距離にも接近して音源音圧を計測することができるという利点もあ

る。以上により，本研究では当該海域の水中音伝搬特性の調査のために水中スピーカーを用

いて単一周波数音を発生させ，これを当該海域の複数地点で計測することにした。 
上記の観測および実験によって得られたデータを表 6-2 に示す。このうち，スピーカーか

らの距離 1 m において計測したデータを音源音圧レベルとして設定し，このレベルからの減

衰を計算した。減衰の計算式を以下の式(6-1)に示す。 
 

p(r) = p0 − TL(r)                       ...... (6-1) 
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ここで， r は音源からの距離[m]を表わし，p(r)は距離 r における音圧レベル[dB re 1 µPa]，
p0は音源音圧レベル[dB re 1 µPa]，TL(r)は距離 r に到達するまでの音圧レベルの減衰量[dB 
re 1 µPa]を示す。 

TL(r)を伝搬損失（Transmission Loss）といい，以下のように表わされる [89]。 
 

TL(r) = 10 log r + αr                      ...... (6-2) 
 

式(6-2)の第 1 項は拡散損失を表わし，当該海域は水深が浅いため円筒拡散が適切であると

判断した。αは減衰定数であり，これを含む第 2 項は海水中のイオン等による吸収損失を示

すものである。 
 

表 6-2 各観測点における周波数ごとの水中音圧[dB re 1 µPa] 
（距離は目標値であり，カッコ内は実際の観測中の GPS ロガーによる音源との相対距離） 

周波数[Hz] 
距離[m] 

125 250 500 1000 

1 139～153 130～140 119～138 139～146 
100 (125～127) 115～124 113～116 105～108 106～113 
300 (276～289) 101～109 103～107 100～102 109～113 

 
減衰定数を求めるためによく用いられる Thorp の式 [90]や Schulkin and Marsh の式 

[91]等では，適用できる水深や周波数域が限定的であり，また，これらは海水中のイオン等

による吸収のみを考慮しているが，当該海域は水深が浅く，海面や海底面による吸収の影響

が大きいと考えられるため，これらの実験式をそのまま用いることはできない。 
そこで，本研究ではこの減衰定数に海水中のイオン等による吸収損失のみでなく，海面や

海底面での吸収による損失を含めた形で推定することとし，減衰定数をパラメータとして変

化させ，当該海域の伝搬特性の表現に適した減衰定数を推定する。ただし音源音圧レベル（ス

ピーカーからの距離 1 m における計測値）にもばらつきがあるため，これを計測値の範囲内

で 1 dB re 1 µPa ずつ変化させ，減衰定数と同様にフィッティングパラメータとして利用す

る。 
図 6-24 は 125 Hz の音源について，約 100 m および約 300 m 地点で計測された水中音圧

データに合うように減衰定数を調整した結果である。最小二乗法により，減衰曲線上の理論

値と各計測点 4 回分の計測値との誤差の合計が最小になるときの減衰定数を求めた。他の周

波数音源についても同様に推定した。各周波数の減衰定数推定結果を表 6-3 に示す。このと

き，水中音圧レベルは前章で示したデータと同じく水深 5 m に設置したハイドロホンのデー

タを用いた。 
なお，前章で紹介した Ingemansson Technology AB [70]の調査結果でも，距離が 2 倍に

なった場合の減衰量が各周波数の平均で約 4 dB re 1 µPa であり，Betke ら [71]の調査結果

でも約 4.5 dB re 1 µPa と，いずれも円筒拡散による理論値の 3 dB re 1 µPa より大きいこと
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が報告されている。これらの推定は式(6-2)の右辺第 1 項，つまり拡散損失のみを考慮してお

り，上記の 4 dB re 1 µPa や 4.5 dB re 1 µPa といった数値の算出は，この第 1 項の係数を変

化させることを意味する。しかし，図 5-8 を見ると，遠方のデータほど理論値との差が大き

くなっていることが分かる。これは Bailey ら [72]も同様の調査結果を示しており（図 
5-11(a)），このとき推定された減衰直線の式(5-1)には本研究と同様に式(6-2)の第 2 項を考慮

している。これらのことから，拡散損失による減衰のみを考慮していては，浅海域での水中

音の減衰を適切に評価することができないと考えられる。 
以上の理由から，本研究では式(6-2)の第 2 項，吸収損失を考慮して当該海域の水中音減衰

曲線を推定することとした。この結果得られた推定結果の図 6-24 は，拡散損失のみを考慮

して推定した場合の図 6-25 よりも計測結果を良く表現できている。この理由として，拡散

損失のみでは音源からの距離 r が大きくなるにつれて 1 m あたりの減衰量が小さくなるのに

対し，吸収損失による減衰項は r に比例して減衰するようになっているためと考えられる。

つまり，計測値は r が大きくなると拡散損失による減衰よりも急激に音圧レベルが低下して

おり，これを拡散損失のみで表現するのは難しいが，r に比例する吸収損失項を考慮したこ

とでこの表現が容易になったと考えられる。参考に，図 6-24 と図 6-25 の横軸を対数で表示

したグラフを図 6-26 と図 6-27 にそれぞれ示す。これらはそれぞれ，Bailey ら [72]の示す

図 5-11 [71]と，Betke らの示す図 5-8 と類似していることが分かる。 
 

 
図 6-24 125 Hz の音の減衰定数α推定の様子 

 
表 6-3 各周波数の減衰定数推定結果とその平均値 

周波数[Hz] 減衰定数[dB re 1 µPa/m] 
125 0.055 
250 0.017 
500 0.005 
1000 0.026 

全周波数平均 0.026 
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図 6-25 拡散損失のみを考慮した 125 Hz の音の減衰曲線推定の様子 
 

 
図 6-26 125 Hz の音の減衰定数α推定の様子（横軸対数） 

 

 
図 6-27 拡散損失のみを考慮した 125 Hz の音の減衰曲線推定の様子（横軸対数） 
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6.2.6. 打設音の音源音圧レベル推定 

6.2.6.1. 推定手法 

 前章で推定された減衰定数の全周波数平均値αaveを式(6-2)のαに代入して TL を求め，こ

れを式(6-1)に代入することで減衰曲線の式を得る。この式のp0を変化させ，減衰曲線が任意

の観測点における水中音圧のデータに合うように調整することで，その観測時刻における打

設地点での音源音圧レベルp0が推定される。これを全観測点のデータについて行う。 
 ここで，Betke ら [71]による図 5-8 や Bailey ら [72]による図 5-11(b)のように，全ての

観測データを一つの減衰曲線にフィッティングするのではなく，個々のデータに対して先に

求めた減衰曲線をフィッティングし，各観測時刻における音源音圧レベルを推定したのは，

本観測の対象であるモノパイル基礎の打設音は，打設の進行に伴い時間変化していると考え

たためである。打設音の変化に伴う音源音圧レベルの変化については Bailey ら [72]も検討

しており，本研究と同様，各時刻の観測データに減衰曲線をフィッティングして音源音圧レ

ベルの推定を行っているが，Bailey ら [72]が用いた減衰曲線は打設音の観測データを基に推

定されたものであるのに対し，本研究では水中スピーカーで再生した既知の音源の観測デー

タを基に推定した点が異なる。Bailey ら [72]の手法では，音源音圧レベルが変化している中

で観測された複数地点の音圧レベルを基に減衰曲線を推定しているため，その推定結果には

多くの不確実性を伴うが，本研究の手法では既知の変化しない音源を対象に行った観測デー

タを基に減衰曲線を推定しているため，より正確に減衰曲線の推定ができると考えられる。 
 図 6-28 は表 6-1 のデータのうち，水深 5 m に設置したハイドロホンによる打設中の水中

音データの Over All (OA)値を点で示し，前章で推定された減衰曲線を利用して各点の観測

時刻における音源音圧レベルの推定を行っている様子の一部である。この推定手法には減衰

定数の違いによる不確実性を伴うため，前章で算出した全周波数の平均値αaveのみでなく，

全ての推定結果の中の最大値αmax（125 Hz のデータから推定された 0.055）および最小値

αmin（500 Hz のデータから推定された 0.005）についても同様の音源音圧レベル推定作業を

行った。図 6-29 は 12:44 の計測データについて，減衰定数を最大値，平均値，最小値の 3
通りに変化させ，音源音圧レベルの推定結果にどの程度の差が現れるかを示したものである。

音源からの距離が大きくなるほど減衰定数の違いによる推定結果の差も大きくなり，最大で

約 35 dB re 1 µPa の差が生じた（表 6-4）。 
 
6.2.6.2. 音源音圧レベルの推定結果と考察 

 上記の手順で各観測時刻における音源音圧レベルの OA 値を推定した。表 6-4 および図 
6-30 にその結果を示す。これらの図表より，音源音圧レベルは打設開始から徐々に大きくな

り，打設終了前には少し小さくなったことが分かる。この結果とハイドロホンのレベルオー

バーの発生を関連付けて考察すると，この音源音圧レベルの時間変化の理由として，打設開

始直後はモノパイルが海底に深く貫入していなかったため水中に放射される音が小さく，観

測点①ではハイドロホンのレベルオーバーが発生しなかったが，その後，貫入深度が深くな

るにつれ徐々に放射音が大きくなり，観測点②，④，⑥，⑦での計測時にはレベルオーバー

が発生したと考えられる。 
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図 6-28 各観測点における水中音データからの音源音圧レベル推定作業の例（α＝0.026 の

場合） 
 

 
図 6-29 減衰定数αの値の違いによる12:44の音源音圧レベル推定結果の差（αmax = 0.055, 

αave = 0.026, αmin = 0.005） 
 
 また，貫入深度だけではなく，打設位置の高さによる影響も考えられ，開始直後には海面

との距離が大きく水中に伝わる音が小さかったが，しばらく経過してモノパイルが海底に深

く入ると打設位置が低くなり，海面との距離も小さくなるので，水中に伝わる音も大きくな

った可能性も考えられる。 
 一方，以降で検証するように打設時の打撃エネルギーの変化も関係していると考えられる。 
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表 6-4 各観測時刻における音源音圧レベルの推定結果 

計測時刻 距離[m] 
推定音源音圧レベル(OA 値)[dB re 1 μPa @1 m] 

αmax (0.055) αave (0.026) αmin (0.005) 
12:44 370 205.5 194.8 187.0 
12:56 200 198.7 192.9 188.7 
13:07 555 215.4 199.3 187.6 
13:13 493 213.7 199.4 189.1 
13:29 708 223.3 202.8 187.9 
13:34 657 220.7 201.7 187.9 
13:37 641 221.8 203.2 189.8 
13:44 631 219.9 201.6 188.4 
13:46 633 218.6 200.3 187.0 
13:51 647 215.1 196.3 182.7 

 

 
図 6-30 推定音源音圧レベル（OA 値）の時間変化 

（図中，上向き矢印が記入されている点は，ハイドロホンのレンジオーバーが発生した観測

点であり，実際の音圧は観測値より高い可能性がある。） 
 
6.2.6.3. 推定音源音圧レベルと打撃エネルギーとの関係 

 上記で求めた推定音源音圧レベル（OA 値）と，打設作業船で記録された油圧ハンマーの

打撃エネルギーとの関係を検証する。図 6-30 の推定音源音圧レベルの時間変化に打設ログ

から得られた打撃エネルギーの時間変化を追加したものを図 6-31 に示す。ここで打撃エネ

ルギーの時系列データは，水中音の観測時刻に合わせてログから抽出した。 
 図 6-31 から，推定音源音圧レベルと打撃エネルギーは同様の時間変化を辿っていること

が分かる。特に相関が強いと思われるαaveとαmaxによる推定音源音圧レベルと打撃エネルギ
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ーとの相関を調べた結果を図 6-32 に示す。この図より，αaveおよびαmaxともに打撃エネル 
ギーと正の相関関係があることが確認できた。この結果は Bailey ら [72]の報告内容とも一

致するが，打撃エネルギーに対する音源音圧レベルは，本研究の方が小さく，これは上述の

減衰曲線推定方法の違いや，対象海域の水深や海底地質等の違い，また，打設に使用したハ

ンマーやパイルの材質・形状等の違いによる影響ではないかと考えられる。 
 

 

図 6-31 推定音源音圧レベル（OA 値）と打撃エネルギーの時間変化 
 

 
図 6-32 打撃エネルギーと推定音源音圧レベル（OA 値）との関係 

（左は減衰定数としてαaveを使用した場合，右はαmaxを使用した場合） 
 
6.2.7. 観測結果および音源音圧レベル推定法についての考察 

 ウィンド・パワーかみす第 2 洋上風力発電所 7 号機の建設中における水中放射音の観測お

よびそのデータ解析により，モノパイル打設による水中放射音の時刻歴特性および周波数特

性を明らかにした。打設中は全ての観測点において 100 Hz 以上の周波数帯の音圧レベルが

上昇し，約 111 Hz を基本周波数とする基本波とその第二・第三高調波が現れた。このこと
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から，打設音の基本周波数は約 111 Hz であったことが推測される。 
 また，水中スピーカーを用いた単一周波数音の観測による当該海域における水中音伝搬特

性の推定を行い，当海域における水中音の吸収損失による距離減衰は，周波数によって差は

あるが，平均で 0.026 dB re 1 µPa/m であると推定された。さらに，推定された減衰曲線を

利用した建設時水中放射音の音源音圧レベルの推定と，この推定音源音圧レベルと打設時の

打撃エネルギーとの相関関係を捉えることができた。この結果，本観測時のモノパイル打設

による音源音圧レベルは概ね 182.7 dB re 1 µPa～223.3 dB re 1 µPa 程度であったと推定さ

れた。 
 以上の観測・推定結果は，Betke ら [71]および Bailey ら [72]による報告内容と比較して

妥当な結果であると思われる。Betke ら [71] がモノパイル打設時の水中音観測データに減

衰曲線をフィッティングした結果（図 5-8）において，図の横軸および減衰曲線を延長して

音源からの距離が 1m のときの音圧レベルを推定すると，約 215 dB re 1 µPa@1 m であるこ

とが分かる。また，Bailey ら [72]は式(5-1)から分かるように，音源音圧レベルを 250 dB re 
1 µPa@1 m と推定している。よって，本研究で推定した音源音圧レベルの範囲は，海外事例

と比べても妥当なものであると考えられる。 
 なお，ここで推定された減衰定数の数値そのものは当該海域においてのみ有効なものであ

るが，この推定手法はどの海域においても適用可能なものであり，減衰定数の推定手法が提

案できたと言える。 
 
6.3. 本章のまとめ 

 本章では国内の着床式洋上風力発電施設を対象とした建設時および運用時の水中放射音に

関する調査を行い，海外の既往文献と比較・考察を行った。本研究の調査結果は，海外での

調査結果と比較しても妥当なものであり，国内施設からの水中放射音の実態を把握すること

ができたと考えられる。本研究において，国内外の着床式施設周辺の水中音場が類似してい

ることが示されたことにより，着床式の施設に関しては，国内の環境基準等の検討の際に，

洋上風力先進国の環境対策の知見を参考にすることが可能であるということが示されたこと

になる。 
 また，前章で参照した浮体式施設の運用時水中音観測結果との比較から，着床式・浮体式

に関わらず，施設運用中に発生する音の特徴は類似していることが分かった。 
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7. 施設放射音の生物影響 

 本章では，水中音の生物影響についての実験について説明する。これは主に塩苅ら [92]
の発表内容の一部であるが，ここではその実験の内容についてより詳細に示すとともに，実

験結果について考察し直すこととする。 
 
7.1. 実験の背景と目的 

 現在の我が国の環境影響評価法で評価項目として不足している，洋上風力発電に特有の環

境影響のうち，施設放射音による海棲生物への影響の評価方法を確立するには，施設放射音

が魚類等の海棲生物に与える影響を実験等によって調査し，許容可能なレベルを判断するこ

とにより基準値を設ける必要がある。 
 第 5 章において紹介したように，基礎の杭打ち工事中および風車運用中の水中騒音による

生物影響については，風車基礎以外の杭打ち工事中の情報も含めていくつかの文献があるが，

その数は未だ少なく，基準として設定するための情報としては不十分である。特に生物種に

関しては，哺乳類への影響について検証したものに比べて魚類への影響を検証したものが少

ない。また，現在のところ浮体式施設は実用化されておらず，諸外国での調査例も全て着床

式施設に関するものである。これら諸外国では，運用中の水中騒音は音圧レベルが低く，環

境への影響は小さいとして，主に基礎の杭打ち工事中の水中騒音に関する影響の評価に主眼

を置いている。 
 しかし，我が国では今後，浮体式施設の大規模展開を目指して研究開発を進めており，工

事中には着床式のような大きな音は発生しないと考えられることから，浮体式の施設に関し

ては諸外国の環境影響評価法で設定されている基準をそのまま準用することは適切ではない。

また，運用中の水中放射音のレベルについては，前章でも述べた通り，背景雑音と比べてそ

れほど大きなものではないため，海棲生物への影響は限定的と考えられるが，影響がないこ

とを証明した研究例はない。 
 なお，前章で述べたように，着床式・浮体式に関わらず，施設運用中に発生する音の特徴

は類似していると考えられる。 
 そこで本研究では，着床式・浮体式のいずれについても水中放射音は同様の特徴を有して

いると考え，洋上風力発電施設運用時の水中放射音が魚類に与える影響を，水槽実験によっ

て評価する方法を試みた。次節以降にその内容を述べる。 
 
7.2. 魚類の水中音による慢性影響 

 本研究では，1 種類の単一周波数音について，音圧を変えて複数の水槽内で再生し，これ

らの水槽における魚類の摂餌行動や成長率の変化を，水中音による慢性影響として評価する

実験を行った。実際の施設周辺海域での観測音のように複数の周波数音を含む音ではなく，

単一周波数音を用いた理由は，複数の周波数を含む音では実験によって何らかの影響が確認

できた場合に，その影響がどの周波数による影響であるかを判断することが困難であるため，

まずは単一周波数音での影響を評価しようと考えたためである。単一周波数音での実験方法

を確立することで，今後，異なる周波数での実験や，複数の周波数を組み合わせた実験等へ
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の拡張における基礎を作ることができる。 
 また，慢性影響を評価項目として選定したのは，以下の理由による。 
 まず，逃避行動や聴覚への影響は，魚類の聴覚特性の研究等によってある程度既往の知見

があるが，成長への影響等の慢性影響を評価したものはほとんどない。また，逃避行動は施

設の設置直後には発生する可能性があるが，時間の経過に伴い「慣れ」が生じるため，その

影響は小さいと考えられる。さらに，既往の知見から風車運転中の水中放射音の音圧レベル

は聴覚に障害を生じさせるレベルではないと考えられることに加え，もし聴覚に影響を及ぼ

す可能性があっても魚類が施設周辺から逃避することで回避可能と考えた。特に魚類の「慣

れ」については，施設に生物が付着することで沖合では貴重な餌場となる可能性もあり，多

少の水中音が発生していてもレベルがそれほど大きくなければ餌の確保を優先し，慣れてく

ると逃避行動を起こさないばかりか，逆に謂集効果が得られる可能性もある。しかし，この

ような状態において魚類に何の影響もないとは言い切れず，小さいながらもストレスを感じ

ていた場合，その蓄積によって摂餌行動や体重の増加率（成長率）に影響を及ぼす可能性が

考えられる。このような理由により，本研究ではこれらの慢性影響に着目して実験を行った。 
 
7.3. 実験方法 

7.3.1. 周波数と音圧の設定 

 第 5 章および第 6 章で示したような風力発電施設の運転時放射音に関する既往の調査結果

を参考に，本実験では仮に 100 Hz の単一周波数音を使用することとし，音圧を 3 段階に設

定した。観測結果では，より低周波の音が観測されていたが，実験に使用したアンプおよび

スピーカーの特性上，100 Hz 未満の音を発生させることが難しいことから，本実験では 100 
Hzを使用することとした。風力発電施設を140 dB re 1 µPa@1 mの点音源と仮定した場合，

この音の球面拡散での減衰を考えると，音源からの距離 10 m で 120 dB re 1 µPa，100 m で 
100 dB re 1 µPa まで減衰することになる。本実験ではこれらの 3 つの音圧を使用すること

にした。 
 
7.3.2. 対象魚種 

 本研究では，マダイ Pagrus major の稚魚を対象に実験を行った。マダイは水産有用種で

あり，種苗生産技術が確立されているため実験に用いる個体を集めることが比較的容易であ

ること，また，マダイの摂餌生態が後述の自発摂餌装置を使用した実験に適していることか

ら，本研究の対象魚種に選定した。本実験で使用したマダイ稚魚の詳細については次項にお

いて説明する。 
 
7.3.3. 実験条件 

 図 7-1 に実験条件の概要を示し，以下に各条件の説明を行う。 
 
7.3.3.1. 環境条件 

 実験水槽には 600 L 円形水槽を 4 基使用し，海水 500 L を注水した。海水は 9 L/min.で常
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時注水し続け，水槽内の海水量が一定になるようにオーバーフローさせた。水深は約 60 cm，

水温は 25℃で一定に設定した。外部からの光は遮光幕によって遮断し，光条件は 30 W 蛍光

灯照明で 12 時間点灯，12 時間消灯のリズムで制御した。なお，明期開始と終了のそれぞれ

30 分間は徐々に光量を変化させ，薄明，薄暮を再現した。この暗幕の設置状況と暗幕内の様

子を図 7-2 に示す。 
 
7.3.3.2. 音の条件 

 4 基全ての水槽内には水面直下に水中スピーカー（Fostex，US300）を取り付けた。この

うち 1 台のスピーカーはダミーであり音は再生しない。一方，音を再生する 3 台のスピーカ

ーには車載用アンプ（TOA，CA-407SD）を接続し，SD カードに収録した音を再生できる

ようにした。これらのスピーカーおよびアンプの設置状況を図 7-3 に示す。音のデータは前

項で設定した 100 Hz の単一周波数音を，それぞれ 100 dB re 1µPa @ 1 m，120 dB re 1µPa 
@ 1 m，140 dB re 1µPa @ 1 m で再生されるように作成した。なお，実験は遮音空間におい

て実施するのではなく，環境雑音内にこれらの単一周波数音を加える形式とした。これは， 
 

 

図 7-1 実験条件の概要 
 

 
図 7-2 暗幕の設置状況（左）と暗幕内の様子（右） 
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図 7-3 水槽内に設置した水中スピーカー（左）とスピーカーに接続したアンプ（右） 
 
実際の海中でも環境雑音が存在し，そこに人工的な音が加わることの影響を評価するためで

ある。 
 図 7-4 から図 7-6 はそれぞれ，100 Hz の単一周波数音を 140 dB re 1µPa @ 1 m，120 dB 
re 1µPa @ 1 m，100 dB re 1µPa @ 1 m の音圧レベルで再生した水槽内の水中音の周波数特

性を，図 7-7 は環境雑音のみの水槽内の水中音の周波数特性を示す。これらのデータは水深

約 40 cm，水中スピーカーの中心からの水平距離で約 30 cm の位置で，ハイドロホン（シス

テムインテック，SH20K）を用いて計測した。データの記録方法等は前章の水中音観測と同

様の設定で，ハイドロホンのアンプを介してリニア PCM レコーダー（SONY，PCM-M10）
に記録した。 
 水中音の拡散損失は，距離が 2 倍になると球面拡散の場合で 6 dB re 1µPa，円筒拡散の場

合で 3 dB re 1µPa であり，水面直下に水中スピーカーを設置した本実験の条件ではこれらの

2 つの損失量の間の値となることが推測される。本実験での設定音圧レベルは音源からの距

離を 1 m としたときの値であり，図 7-4 から図 7-7 は音源から 50 cm 未満の距離での計測 
 

 
図 7-4 環境雑音に 100 Hzの単一周波数音を 140 dB re 1μPa @1 mで加えた水槽内の水中
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図 7-5 環境雑音に 100 Hzの単一周波数音を 120 dB re 1μPa @1 mで加えた水槽内の水中

音の周波数特性 
 

 

図 7-6 環境雑音に 100 Hzの単一周波数音を 100 dB re 1μPa @1 mで加えた水槽内の水中

音の周波数特性 
 

 
図 7-7 環境雑音のみの水槽内の水中音の周波数特性 
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データなので，本来は設定音圧レベルより 3~6 dB 大きい値が計測されるべきである。しか

し，これらの図から，むしろ設定音圧レベルより小さい値が計測されていることが分かり，

これは水槽内の音波の反射による影響と考えられ，複数の反射波が直接波とぶつかり合うこ

とで音波の打ち消し等が生じ，このような計測結果になったのではないかと推測される。 
 
7.3.3.3. 供試魚と摂餌に関する条件 

 上記の条件に設定した水槽に，それぞれ 50 匹の供試魚を収容した。供試魚は各水槽で体

重に偏りが出ないように選別した。実験開始前における各水槽内の供試魚の平均湿重量を表 
7-1 に示す。 
 各水槽には自発摂餌装置を設置し，供試魚が餌を欲するときに自発的に摂餌が行えるよう

にした。一度の作動により装置から給餌される量は 0.057±0.0048 [g]（各水槽の平均±標準

偏差）であり，供試魚が装置を作動させた時刻はイベントデータロガー（Onset Computing，
HOBO EVENT）により記録された。 
 本実験に使用した自発摂餌装置は，自動給餌機（松阪製作所，さんし郎）とこれに接続し

た自発摂餌スイッチから構成されている。自発摂餌スイッチは，マイクロスイッチ（オムロ

ン，5GL-SS）のアクチュエイターにステンレスバネ線を接続し，このバネ線の先端に釣り

糸（よつあみ，ケプラート 10 号）を取り付けて製作した。装置の仕組みとしては，供試魚

が自発摂餌スイッチの釣り糸を咥えて引っ張ることにより，下方へ約 50 mN 以上の負荷が

かかると自動給餌機が作動し一定量の飼料が給餌される仕組みとなっている。給餌機の中に

は市販の養魚用ペレット（日清丸紅飼料，おとひめ EP-1，粗タンパク 48％，粗脂肪 13％，

粗繊維 2 %，粗灰分 17 %）を入れた。 
 

表 7-1 実験開始前における各水槽内の供試魚の平均湿重量 
水槽の音の条件 平均湿重量±標準偏差 [g] 

環境雑音 + 100 Hz / 140 dB re 1 µPa @ 1 m 6.90±1.55 
環境雑音 + 100 Hz / 120 dB re 1 µPa @ 1 m 6.94±1.48 
環境雑音 + 100 Hz / 100 dB re 1 µPa @ 1 m 6.92±1.40 

環境雑音のみ 6.91±1.38 
 
7.3.3.4. 実験期間と各期間の実施内容 

 実験期間は次の通りである。（日付は全て 2013 年） 
 調整期間：9 月 10 日～16 日（7 日間） 
 試験期間：9 月 17 日～11 月 10 日（55 日間） 

・ 期間①（音の再生前のデータ取得期間）：9 月 17 日～10 月 6 日（20 日間） 
・ 期間②（音の再生中のデータ取得期間）：10 月 7 日～10 月 24 日（18 日間） 
・ 期間③（音の再生後のデータ取得期間）：10 月 25 日～11 月 10 日（17 日間） 

 調整期間中は，供試魚の実験水槽への馴致，並びに適正な餌サイズの選定，自発摂餌装置

一作動当たりの給餌量の設定を行い，残餌が発生しないことを確認した。 
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 7 日間の調整期間を経て試験を開始し，まず期間①において，いずれの水槽内でも水中ス

ピーカーから音を再生せず，環境雑音のみの状態で 20 日間摂餌行動を記録した。その後，

期間②において，3 基の水槽では上述の設定のように 18 日間音を再生し続けた状態で供試魚

の摂餌行動を記録し，最後に音の再生を停止し，期間③として 17 日間同様に記録を行った。

以上の実施内容により，音の再生によって供試魚の摂餌量や摂餌リズムに変化が生じるかど

うかを確認した。また，実験前後に各水槽のマダイ稚魚の平均湿重量を計測し，体重変化へ

の影響も確認した。なお，音は 18 日間の再生期間中を通して常に再生されていた。 
 
7.4. 実験結果 

 実験によって得られた結果を，供試魚の行動，摂餌日周リズム，摂餌量，体重変化の観点

から以下に整理する。 
 
7.4.1. 供試魚の行動 

 期間①において，供試魚はいずれの水槽内においてもほとんどの個体が水面近くをランダ

ムな方向に定位，遊泳しており，水中スピーカー周辺に定位している場合も多く観察された。

その後，音の再生を開始すると，140 dB re 1 µPa @ 1 m の水槽内では音の再生直後に供試

魚が水槽底に向かって突進し，水槽底付近で停止と遊泳を繰り返し，約 1 時間は水面近くに

ほとんど近付かなかった。その後も期間②の間は，ほとんどの供試魚が水槽内の緩やかな水

流に対抗して遊泳しており，水中スピーカー周辺に定位することはなかった。一方，120 dB 
re 1 µPa @ 1 m および 100 dB re 1 µPa @ 1 m の音を再生した水槽内では，音の再生による

供試魚の顕著な行動変化は観察されず，環境雑音のみの水槽内と比べてもほとんど変化がな

かった。 
 
7.4.2. 供試魚の摂餌日周リズム 

図 7-8 に①～③の各期間における供試魚の摂餌日周リズムを示す。供試魚の摂餌日周リズ

ムはほとんどが明期に見られ，明期開始から 2 時間後および終了 1 時間前にわずかなピーク

が確認された。140 dB re 1 µPa @ 1 m の水槽では，音の再生開始から約 1 時間にわたり

摂餌要求が認められなくなったが，その後再び摂餌要求を開始し，翌日には安定した摂餌要

求が認められた。他の水槽では音の再生に伴う摂餌要求への顕著な影響は認められなかった。

結果として，140 dB re 1 µPa @ 1 m の水槽での音の再生直後を除くと，いずれの水槽に

おいても試験期間を通して供試魚の摂餌日周リズムに顕著な変化は認められなかった。 
 
7.4.3. 供試魚の摂餌量 

 実験開始時における供試魚 1 尾あたりの摂餌量は 0.65～0.75 g/day 程度であり，実験開始

から 10 日目まではいずれの水槽内においても摂餌要求回数は増加する傾向が認められた。

10 日目以降の摂餌量は日により変動しつつも一定の水準で推移し，実験終了前の 10 日間に

おける平均摂餌量は 1.0～1.5 g/day の範囲であった。 
 試験期間中の 1 日あたり・供試魚 1 尾あたりの摂餌量の変化を図 7-9 に示す。全て 9 月 
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図 7-8 各水槽における試験期間中の供試魚の摂餌日周リズムの変化 
（グラフは 1 日の摂餌要求量を 100 とした場合の 10 分間あたりの摂餌要求率を示す。図の

右下の白黒のバーは明暗周期を示し，白の期間は明期，黒の期間は暗期を示す。） 
 

 
図 7-9 140 dB re 1 µPa の音を再生した水槽内の供試魚の摂餌量の変化 

（網掛け部分は音の再生期間） 
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18 日から 11 月 9 日の期間中のデータを示しており，試験期間の初日と最終日のデータは半

日分しかないため除いてある。図中，網掛けした部分は 3 基の水槽で 100 Hz の単一周波数

音を再生していた期間②を示す。120 dB re 1 µPa @ 1 m，100 dB re 1 µPa @ 1 m の音を再

生した水槽および環境雑音のみの水槽内での供試魚の摂餌量は，期間②の音の再生中におい

てもほぼ音の再生開始前の水準を維持しており，期間③に入っても変化は認められなかった。

一方，140 dB re 1 µPa @ 1 m の音を再生した水槽では期間②において音の再生を開始した

後，次第に摂餌量が減少する傾向が認められ，音の再生停止後においても，期間③の 8 日目

までは減少傾向があり，以降増加に転じた。しかし，他水槽における同期間の摂餌量と比較

すると，上記の変化による差はそれほど大きな差ではなかった。 
 なお，各水槽において自発摂餌装置のトラブルにより給餌が正常に行われなかった日のデ

ータは除外して表示しており，120 dB re 1 µPa @ 1 m の水槽ではグラフの 1，3，4 日目の

データ，100 dB re 1 µPa @ 1 m の水槽では 48，49 日目のデータ，環境雑音のみの水槽では

20 日目のデータが除外されている。 
 
7.4.4. 供試魚の体重変化 

 実験終了時の各水槽のマダイ稚魚の平均湿重量を表 7-2 に示し，表 7-1 と表 7-2 の比較

から，実験前後における各水槽の稚魚の平均体重の変化を図 7-10 に示す。この結果から， 
 

表 7-2 実験終了後における各水槽内の供試魚の平均湿重量 
水槽の音の条件 平均湿重量±標準偏差 [g] 

環境雑音 + 100 Hz / 140 dB re 1 µPa @ 1 m 50.83±9.35 
環境雑音 + 100 Hz / 120 dB re 1 µPa @ 1 m 49.73±11.64 
環境雑音 + 100 Hz / 100 dB re 1 µPa @ 1 m 53.71±8.93 

環境雑音のみ 54.10±11.27 
 

 
図 7-10 実験前後の各水槽の供試魚の体重の変化（エラーバーは標準偏差） 
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140 dB re 1 µPa @ 1 m および 120 dB re 1 µPa @ 1 m の音を再生していた水槽の稚魚は，

100 dB re 1 µPa @ 1 m の音を再生していた水槽および環境雑音のみの水槽の稚魚と比べて

実験終了時の体重がやや軽く，成長が遅いことが分かる。しかし，この結果について「各水

槽の供試魚の体重の平均値は全て等しい」という帰無仮説を立てて Z 検定を行った結果，棄

却域を 10 %にした場合でも棄却されず，この実験結果からは有意差なしと判断された。 
 
7.5. 実験結果についての考察 

 本実験では，100 Hz の単一周波数音を 100 dB re 1 µPa @ 1 m または 120 dB re 1 µPa @ 
1 m で再生した場合，その水槽内の供試魚の行動，摂餌日周リズム，摂餌量について，環境

雑音下で飼育した供試魚との間にほとんど差は認められなかった。一方，140 dB re 1 µPa @ 
1 m で再生した場合には，再生開始直後に水槽内の供試魚の行動に顕著な変化が現れ，摂餌

行動も停止したが，これらの顕著な変化は数時間後には収まった。しかし音の再生前の期間

①と同じ状態に戻ったわけではなく，行動，摂餌量ともに多少変化が残っており，摂餌量は

期間②以降減少傾向が見られた。体重の変化については，140 dB re 1 µPa @ 1 m または 120 
dB re 1 µPa @ 1 m の水槽内の供試魚において，環境雑音のみの水槽内の供試魚より成長が

遅れているように見えたが，統計的な有意差は確認できなかった。 
 以上の結果から，今回の実験では人工的に加えた 100 Hz 単一周波数音の音圧レベルの違

いによる魚類の行動および摂餌行動への影響が確認できたが，体重の変化，すなわち成長率

への明確な影響は確認されなかった。しかし，摂餌行動の変化が起こっているということは，

成長への影響が起こる可能性も否定できず，水中音の周波数や音圧レベルの設定，実験期間

や実験開始時の供試魚の成長段階，供試魚の数等の実験条件を変更することで体重の変化に

も有意差が確認される可能性はある。周波数については，実験機材の制約により 100 Hz の

音を使用したが，機材を変更し，観測において確認されたような，より低い周波数の音を使

用することで，今回の実験結果とは異なる影響が確認できる可能性がある。また，供試魚の

成長段階については，魚類の成長に伴い音への感受性も変化することが考えられ，今回の実

験より早い成長段階の，より成長率の高い時期に実験をすることにより，体重の変化が現れ

やすくなる可能性も考えられる。 
 また，第 5 章において紹介した海外文献は，魚類の成長への影響を調査したものではない

ため本実験の結果と直接比較することはできないが，これらの文献で調査された聴覚閾値へ

の影響と成長への影響を関連付けて調査することは意義のあるものと考えられ，上述の実験

条件と同様に，今後の課題として検討したい。 
 このような実験で魚類の成長に明確な影響が出た場合，実験結果を基に水中放射音に関す

る環境影響評価の基準値を決めるとすれば，洋上風力発電施設からの発生音の音圧レベルを，

影響が現れない音圧レベル以下に抑えるべき，というように基準を定めることができる。 
 なお，実海域においては施設からの放射音を感知した魚類が逃避することも可能であるが，

本実験は水槽内という閉鎖空間で実施されたことに留意する必要がある。ただし，適切な生

息環境が施設近傍に限られる場合や，付近に養殖施設等が存在する場合，また，上述したよ

うに魚類が逃避するレベルではない場合や音に慣れた状態でも自覚のないストレスを感じて
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いたり，施設への付着生物等の好影響の方が大きく多少のストレスを我慢している場合の慢

性影響評価には，今回のような実験手法は有用であると考えられる。ただし，本実験のよう

に水槽という閉鎖的な空間で水中音を設定した場合，7.3.3.2 で述べたように，直接波と反射

波のぶつかり合いによって音波の打ち消しが生じ，実際の海域より音の減衰が大きくなって

しまうという課題があるため，実験手法の確立にはこの問題の克服も必要となる。 
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8. 結論 

 本研究では，前半部分（第 2 章～第 4 章）において，浮体式洋上風力発電施設の安全性に

関するリスクのうち，浮体式施設に特有のリスクを重大リスクとして抽出し，FTA（Fault 
Tree Analysis）および ETA（Event Tree Analysis）の手法を用いて各リスクの原因と結果

を推定した。また，これらの推定結果を利用して，各リスクの原因から結果の一連の流れを

示すリスクシナリオを作成し，これらの中から，航路や沿岸施設との位置関係に着目して重

要なシナリオを絞り込んだ。次に，これらのシナリオを構成するリスクについて，施設の設

置位置によるリスクの変化を定量的に評価する方法を検討し，太平洋側の日本沿岸部を想定

した仮想海域における計算例を通して，この評価方法によって施設設置位置を検討する上で

重要な項目を整理した。 
 その結果，風力発電施設の漂流原因別では，船舶の漂流や，風車設計時の想定を超える環

境条件の発生に起因するリスクの影響と比べて，船舶の操船ミスに起因するリスクの影響が

最も大きく，また，航路に関連するリスクと沿岸施設への衝突リスクを比較すると前者の影

響が圧倒的に大きいことを明らかにした。これらのことから，周辺海域への影響の観点から

浮体式洋上風力発電施設の設置に適した位置を決めるに当たり，最も影響の大きいリスクは

「操船ミスによる船舶の衝突」であることが分かった。 
 しかし，船舶通航分布がガンマ分布で近似される海域では，航路中心からある一定の距離

で急激に船舶の通航量が減少し，航路関連のリスクが総合リスクにほとんど影響しなくなる

ため，沿岸施設への衝突リスクの空間分布が明確に現れる。日本沿岸域ではこのようにガン

マ分布で近似できる船舶通航分布を持つ海域が多いため，航路に関連するリスクが急激に減

少する位置より陸側の海域の中から，沿岸施設への衝突確率の小さい位置を選ぶ方法が適切

であると考えられる。以上により，本研究では，以下の方針を浮体式洋上風力発電施設の設

置位置選定方法として提案した。 
「まずは航路中心から離れた，航路関連のリスクの影響が十分に小さくなる海域に絞り，

次にその海域内で沿岸施設への衝突リスクの小さい位置を選ぶ。ただし，沿岸施設への衝突

リスクの空間分布は環境条件に大きく依存するため，当該海域の環境条件を考慮して定量的

に評価することが望ましい。」 
 この方針は，洋上風力発電事業の有力海域として考えられている，太平洋側の日本沿岸部

の多くの海域において共通して利用可能なものであることから，日本沿岸部で浮体式洋上風

力発電事業を行う場合の，一般的な適地選定手法の指針を示すことができたと考える。 
 
 一方，本研究の後半部分（第 5 章～第 7 章）ではまず，洋上風力発電に特有の問題として

水中音による海棲生物への影響に着目し，洋上風力発電施設の環境影響に関する先行研究・

調査事例について，海外の事例を中心に文献調査を行い，洋上風力発電施設からの水中音お

よびその生物影響に関する知見を整理した。その結果，施設からの水中放射音の調査や生物

の水中音に対する反応を調査した例はいくつかあるものの，両者を別々に調査したものが多

く，生物実験を行う際に施設放射音の周波数特性や音圧レベルの調査結果を参考にして実施

している例はほとんどないことが分かった。施設からの水中放射音の魚類への影響について
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述べた文献もあるものの，別の文献で推測された生物の聴覚特性を観測音と比較して，観測

音がその生物の可聴範囲かどうか，または聴覚に損傷を生じるかどうかなどを推測したもの

に留まる。また，特に海外では海産哺乳類への影響が重視されており，魚類への影響に関す

る調査例が少ないことや，生物の成長への影響等，慢性影響に関する実験例はほとんどない

ことが明らかとなった。 
上記の調査結果を踏まえ，国内の着床式洋上風力発電施設の運用時および建設時における

施設周辺の水中音観測を行い，そのデータ解析によって国内の施設からの水中放射音の音圧

レベルや周波数特性に関する知見を得た。また，既知音源を用いた当該海域での水中音減衰

特性の調査方法と減衰曲線の推定方法および，これを利用した対象音の音源音圧レベルの推

定手法を確立した。これらの調査結果は海外の調査結果と比較しても妥当な結果であり，ま

た，浅海域の水中音減衰曲線の推定については先行研究で示されているものより正確な手法

を提案した。本研究において，国内外の着床式施設から発生する水中音の音圧レベルや周波

数帯の類似性が示されたことにより，洋上風力先進国で策定されている基準や，水中騒音対

策として取り入れられているバブルカーテン等の対策に関する知見を，国内の着床式施設に

関する環境基準等の検討時に参考にすることが可能であるということが示された。 
 魚類への影響の調査については，施設運用時を想定した水中音のマダイ稚魚への慢性影響

を評価する水槽実験を行った。本実験は，先行研究では考慮されていなかった慢性影響の評

価を目的とし，ストレスによる成長への影響に着目して，摂餌量と体重変化の観点から定量

的に評価するものである。その結果，人工的に加えた 100 Hz 単一周波数音の音圧レベルの

違いによるマダイ稚魚の行動および摂餌行動への影響が確認されたが，体重の変化，すなわ

ち成長率への明確な影響は確認されなかった。しかし，摂餌行動の変化が起こっているとい

うことは，成長への影響が起こる可能性も否定できず，水中音の周波数や音圧レベルの設定，

実験期間や実験開始時の供試魚の成長段階，供試魚の数等の実験条件を変更することで体重

の変化にも有意差が確認される可能性はある。 
今回の実験方法は，魚類が施設から逃避してしまう場合の影響については適切に評価でき

ないが，適切な生息環境が施設近傍に限られる場合や，付近に養殖施設等が存在する場合の

評価には有効と考えられる。また，上述の通り，魚類が逃避するレベルではない場合や，音

に慣れた状態でも自覚のないストレスに晒されていたり，施設への付着生物等による集魚効

果の方が大きく，多少のストレスを感じながらも我慢している状態にある場合も考えられ，

このような状態での慢性影響評価には有用な手法であると考えられる。ただし，本実験のよ

うに水槽という閉鎖的な空間で水中音を設定した場合，直接波と反射波のぶつかり合いによ

って音波の打ち消しが生じ，実際の海域より音の減衰が大きくなってしまうという課題があ

るため，実験手法の確立にはこの問題の克服も必要となる。 
 このような実験で魚類の成長に明確な影響が出た場合，実験結果を基に水中放射音に関す

る環境影響評価の基準値を決めるとすれば，洋上風力発電施設からの発生音の音圧レベルを，

影響が現れない音圧レベル以下に抑えるべき，というように基準を定めることができる。洋

上風力発電施設の設置位置の選定において上記のような実験結果を参考にする場合，水産有

用種や希少種等の重要な魚類の生息に適した海域や，養殖施設等の設置海域から，洋上風力
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発電施設をどれだけ離して設置すべきか，という観点で施設設置位置の選定に役立てること

ができる。 
ここまで述べてきたように，本研究では周辺航路や沿岸施設等との位置関係による，浮体

式洋上風力発電施設の安全性に関するリスクの空間分布の推定手法を検討し，施設の設置位

置を選定する際に重要となる項目を整理して，その選定方針を提案した。また，これまで情

報が不足していた水中音の魚類への慢性影響の実験による評価手法を検討し，実験結果から

新たな知見を得ることができた。浮体式洋上風力発電施設の設置位置を選定する際には，従

来考慮していた事項に加え，本研究で示したような，周辺航路や沿岸施設等との位置関係を

考慮して安全性に関するリスクの空間分布を定量的に評価した結果や，水中音による魚類へ

の慢性影響を含めた，環境影響評価の結果を踏まえて検討すべきであると考える。 
本研究で示した，浮体式洋上風力発電施設の安全性に関するリスクの空間分布の推定手法

や，水中音観測および生物実験による慢性的な環境影響評価の手法は，今後，浮体式洋上風

力発電の安全性および環境影響の評価とその評価結果に基づく施設設置位置の検討において，

有用な手段になると考えられる。 
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様と高梨恵美子様にご提供いただいたものである。これらのご指導およびデータのご提供に

感謝申し上げる。 
 第 4 章において使用した気象・海象データは，谷口友基様にご提供頂いた。また，ご提供

頂いたデータに関するご指導を頂き，厚く御礼申し上げる。 
 第 6 章第 1 節の着床式施設を対象とした観測では，株式会社ウィンド･パワーの小佐々誠

様にお世話になり，海上技術安全研究所の今里元信様，宮田修様と共同で実施した。第 6 章

第 2 節は，東光電気工事株式会社の岡野雅史様，海上技術安全研究所の今里元信様，宮田修

様との共同研究で実施し，本論文には，共著で執筆した「着床式洋上風力発電施設の建設時

における水中放射音の調査」等の内容を含む。 
 第 7 章の実験は，海上技術安全研究所の今里元信様，海洋生物環境研究所の島隆夫様，長

谷川一幸様との共同研究により実施し，共著論文「洋上風力発電施設からの水中放射音の環

境影響評価手法の提案および実験例」の内容を本論文に含む。 
 第 6 章および第 7 章の共同研究者および関係者の皆様に心より感謝申し上げる。特に今里

元信様には，これらの観測および実験の全てを通して水中音データの解析にご尽力いただき，

厚く御礼申し上げる。 
 また，海上技術安全研究所の井上俊司様，石田茂資様，藤原敏文様には，全体を通して相

談に応じて頂き，また，ご丁寧なご指導を賜り，心より感謝の意を表す。その他，本論文の

執筆にご理解・ご協力を頂いた海上技術安全研究所の職員の皆様に御礼申し上げる。 
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